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第１【企業の概況】
　

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第169期 第170期 第171期 第172期 第173期
決算年月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月

売上高 (百万円) 4,652,6494,617,1534,215,6033,583,1483,115,424
経常損益 (百万円) 16,347 112,240△93,171 49,429 41
当期純損益 (百万円) 9,128 22,681△296,646 11,428 △12,518
包括利益 (百万円) ― ― ― ― △14,326
純資産額 (百万円) 1,240,1231,185,521785,565 931,912 875,441
総資産額 (百万円) 3,731,6693,526,7953,075,3782,937,6442,628,931
1株当たり純資産額 (円) 512.99 495.96 317.11 304.36 291.35
1株当たり当期純損益 (円) 4.43 11.06 △146.64 5.04 △4.82
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(円) 4.23 10.64 ― 4.91 ―

自己資本比率 (％) 27.8 28.5 20.9 26.9 28.8
自己資本利益率 (％) 0.9 2.2 ― 1.6 ―
株価収益率 (倍) 142.66 34.36 ― 55.8 ―
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 238,318 192,302 27,359 134,816 33,660

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △169,676△135,760△173,167△41,241△146,244

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △103,739△100,704 102,155△80,408 73,075

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 423,369 374,838 317,271 330,548 203,879

従業員数 (人) 154,786 152,922 143,327 142,358 115,840

　（注）１　消費税および地方消費税（以下「消費税等」という。）の処理は税抜方式によっています。

２　「1株当たり当期純損益」は、期中平均株式数に基づいて計算しています。なお、「1株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準第2号）および「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第4号）を適用しています。

３　第171期および第173期の「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」は、潜在株式は存在するものの、1株当たり

当期純損失であるため、記載していません。
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(2）提出会社の経営指標等

　
回次 第169期 第170期 第171期 第172期 第173期
決算年月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月

売上高 (百万円) 2,210,7582,352,6222,241,4471,919,3011,701,596
経常損益 (百万円) 6,859 53,222 △21,591 39,868 △7,774
当期純損益 (百万円) 5,596 △9,133 △474,761 39,205 11,425
資本金 (百万円) 337,822 337,940 337,940 397,199 397,199
発行済株式総数 (千株) 2,029,5552,029,7332,029,7332,604,7332,604,733
純資産額 (百万円) 989,237 938,326 421,220 593,580 589,028
総資産額 (百万円) 2,422,5792,399,4042,009,7011,930,1332,004,970
1株当たり純資産額 (円) 488.22 463.14 208.03 228.34 226.60
1株当たり配当額 (円) 8.00 8.00 0.00 4.00 0.00
(うち1株当たり
中間配当額）

(円) (4.00) (4.00) (0.00) (0.00) (0.00)

1株当たり当期純損益 (円) 2.77 △4.51 △234.44 17.48 4.40
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(円) 2.65 ― ― 16.79 ―

自己資本比率 (％) 40.8 39.1 21.0 30.8 29.4
自己資本利益率 (％) 0.6 ― ― 7.7 1.9
株価収益率 (倍) 228.16 ― ― 16.08 41.14
配当性向 (％) 288.8 ― ― 22.9 ―
従業員数 (人) 22,602 23,059 23,446 24,871 23,935

  （注）１　消費税等の処理は税抜方式によっています。

２　第170期および第171期の「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」および「配当性向」は、当期純損失を計上

したため記載していません。第173期の「潜在株式調整後1株当たり当期純利益」は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載していません。
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２【沿革】
　

年月 事項

明治32年7月 米国ウェスタン・エレクトリック・カンパニー(略称W.E.社)が発起人の一員となり、日本電気株式

会社設立

大正7年 4月 W.E.社は、海外投資部門を分離してインターナショナル・ウェスタン・エレクトリック社(略称

I.W.E.社)とし、I.W.E.社が当社株式を承継

14年 9月I.W.E.社は、インターナショナル・テレホン・アンド・テレグラフ社に買収され、インターナショ

ナル・スタンダード・エレクトリック・コーポレーション(略称I.S.E.社)と改称

昭和7年 6月 I.S.E.社は、当社の経営を住友本社に委託

11年 6月玉川工場新設

16年12月I.S.E.社所有の当社株式が敵国資産として処分されたため、同社との資本提携解消

18年 2月社名を「住友通信工業株式会社」に変更

20年11月再び社名を「日本電気株式会社」に変更

24年 5月東京、大阪両証券取引所に上場

26年11月I.S.E.社と資本提携復活

30年 2月名古屋証券取引所に上場

36年 4月事業部制採用(通信機、電波機器、電子機器、電子部品、商品および海外の6事業部)

37年11月相模原工場新設

38年 1月通信機器等の販売を行う米国ニッポン・エレクトリック・ニューヨーク社(現ＮＥＣコーポレー

ション・オブ・アメリカ社)設立

39年 9月府中事業所新設

40年 5月新事業部制の採用(中央研究所、15事業部、3開発本部、2営業部)

50年 9月中央研究所完成

57年10月我孫子事業場新設

平成5年 7月 事業本部制の採用(22事業本部)

12年 4月社内カンパニー(ＮＥＣソリューションズ、ＮＥＣネットワークス、ＮＥＣエレクトロンデバイス)

制および執行役員制の導入

14年11月汎用DRAMを除く半導体事業を分社し、ＮＥＣエレクトロニクス㈱を設立

15年 4月社内カンパニー制から事業ライン制(9事業ライン)に移行

16年 4月事業ライン制からビジネスユニット制(11ビジネスユニット)に移行

17年 6月株式交換により、ＮＥＣソフト㈱およびＮＥＣシステムテクノロジー㈱を完全子会社化

18年 5月株式交換により、ＮＥＣインフロンティア㈱を完全子会社化

21年 8月株式交換により、ＮＥＣトーキン㈱を完全子会社化

22年 4月ＮＥＣエレクトロニクス㈱(※)は、㈱ルネサステクノロジと合併し、ルネサスエレクトロニクス㈱

に商号変更

(※)ＮＥＣエレクトロニクス㈱は、当社の連結子会社でなくなり、持分法適用関連会社となりました。
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３【事業の内容】

　当社および連結子会社を中心とする関係会社で構成されるＮＥＣグループの主たる事業は、ITサービ

ス事業、プラットフォーム事業、キャリアネットワーク事業、社会インフラ事業およびパーソナルソ

リューション事業の5つの事業です。各関係会社は、設計、開発、製造および販売、サービスの提供などそ

れぞれの役割に応じ、各事業の一部を分担しています。

　なお、当社は当連結会計年度よりセグメントを変更しています。

　それぞれの事業の主な内容は次のとおりです。

（ITサービス事業）

　当事業においては、主に官公庁や企業向けに、システム・インテグレーション（システム構築、コン

サルティング）、サポート（保守）、アウトソーシングおよびクラウドサービス（データセンター、

IT運用管理）などの提供を行っています。

（プラットフォーム事業）

　当事業においては、PCサーバ、UNIXサーバ、メインフレーム、スーパーコンピュータ、ストレージ、

ATM、IPテレフォニーシステム、WAN・無線アクセス装置、LAN製品、ソフトウェア（統合運用管理、アプ

リケーションサーバ、セキュリティ、基本ソフトウェア（OS）、データベース）などの製造および販

売を行っています。

（キャリアネットワーク事業）

　当事業においては、通信事業者向けネットワークインフラ（基幹ネットワークシステム、アクセス

ネットワークシステム）、通信事業者向けサービス・マネジメント（ネットワーク運用支援システ

ム（OSS）、事業支援システム（BSS）、ネットワーク制御基盤、サービス提供基盤）の製造および販

売を行っています。

（社会インフラ事業）

　当事業においては、放送映像システム（デジタルTV送信機）、制御システム（郵便・物流自動化シ

ステム）、交通・公共システム（列車無線システム）、消防・防災システム（消防指令台システ

ム）、航空宇宙・防衛システム（航空管制システム、非冷却赤外線センサ）の製造および販売を行っ

ています。

（パーソナルソリューション事業）

　当事業においては、携帯電話機、スマートフォン、パソコン、タブレット端末、モバイルルータ、無線

ルータの製造および販売ならびにインターネット・サービス「BIGLOBE」、ディスプレイソリュー

ション（モニタ、プロジェクタ、デジタルサイネージ向けパブリックディスプレイ）の提供を行って

います。

　なお、上記のほかに、リチウムイオン二次電池、電子部品、液晶ディスプレイ用パネル、照明器具の製

造および販売を行う事業等を「その他」として表示しています。
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　ＮＥＣグループの連結子会社（283社）のうち、中核をなす子会社をセグメントごとに記載すると概

ね次のとおりです。
 

　 平成23年3月31日現在

セグメントの名称 主要な子会社

ITサービス事業

ＮＥＣソフト㈱

ＮＥＣソフト沖縄㈱

ＮＥＣシステムテクノロジー㈱

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱

アビームコンサルティング㈱

アビームシステムズ㈱

九州日本電気ソフトウェア㈱

中部日本電気ソフトウェア㈱

北海道日本電気ソフトウェア㈱

ＮＥＣソフトウェア東北㈱

北陸日本電気ソフトウェア㈱

㈱N&J金融ソリューションズ

㈱中国サンネット

㈱ワイイーシーソリューションズ

リバンスネット㈱

㈱KIS

ＮＥＣフィールディング㈱

エヌデック㈱　
※

ＮＥＣコーポレーション・オブ・アメリカ社

［米国］

ＮＥＣヨーロッパ社［英国］

ＮＥＣフランス社［フランス］

ＮＥＣ（ユーケー）社［英国］

ＮＥＣアジア・パシフィック社

［シンガポール］

ＮＥＣコーポレーション（タイランド）社

［タイ］

ＮＥＣコーポレーション・オブ・マレーシア社

［マレーシア］ 

ＮＥＣインディア社［インド］

ＮＥＣオーストラリア社［豪州］

ＮＥＣインドネシア社［インドネシア］

ＮＥＣ台湾社［台湾］

日電信息系統（中国）有限公司［中国］

ＮＥＣ香港社［中国］

ＮＥＣブラジル社［ブラジル］

ＮＥＣアルヘンチーナ社［アルゼンチン］

　

プラットフォーム事業

ＮＥＣインフロンティア㈱

ＮＥＣインフロンティア東北㈱

ＮＥＣインフロンティア・タイ社［タイ］

ＮＥＣコンピュータテクノ㈱

ＮＥＣテクノロジーズ香港社［中国］

ＮＥＣユニファイド・ソリューションズ・ネーデルランド社

［オランダ］

キャリアネットワーク事業

日本電気通信システム㈱

東北日本電気㈱

ＮＥＣワイヤレスネットワークス㈱

ＮＥＣマグナスコミュニケーションズ㈱

山梨日本電気㈱

㈱オーシーシー

㈱高砂製作所

ＮＥＣアンテン㈱

ＮＥＣネッツエスアイ㈱

ネッツエスアイ東洋㈱

㈱ニチワ

ＮＥＣネッツエスアイ・エンジニアリング㈱

ネットクラッカー・テクノロジー社［米国］

桂林ＮＥＣ無線通信有限公司［中国］

ＮＥＣ・デ・メヒコ社［メキシコ］

ＮＥＣ・デ・コロンビア社［コロンビア］

ＮＥＣネヴァ・コミュニケーションズ・システムズ社

［ロシア］　

社会インフラ事業

ＮＥＣエンジニアリング㈱

ＮＥＣ東芝スペースシステム㈱

ＮＥＣネットワーク・センサ㈱

日本電気航空宇宙システム㈱

㈱ネットコムセック

ＮＥＣコントロールシステム㈱

昭和オプトロニクス㈱

日本アビオニクス㈱

ＮＥＣ Avio赤外線テクノロジー㈱

福島アビオニクス㈱

山梨アビオニクス㈱　
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セグメントの名称 主要な子会社

パーソナルソリューション

事業

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱

ＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱

埼玉日本電気㈱

ＮＥＣビッグローブ㈱

ＮＥＣアクセステクニカ㈱

静岡日電ビジネス㈱

ＮＥＣディスプレイソリューションズ㈱

ＮＥＣディスプレイソリューションズ・ヨーロッパ社［ドイツ］

恩益禧視像設備貿易（深?）有限公司［中国］

ＮＥＣディスプレイソリューションズ・アメリカ社［米国］

ＮＥＣモバイリング㈱

マツハヤ・コーポレーション㈱

松早商事㈱　

その他

ＮＥＣトーキン㈱

ＮＥＣトーキン・エレクトロニクス（タイランド）社［タイ］

ＮＥＣトーキン台湾社［台湾］

ＮＥＣ東金電子（厦門）有限公司［中国］

ＮＥＣトーキン・ヨーロッパ社［ドイツ］

ＮＥＣトーキン・エレクトロニクス（フィリピン）社［フィリピン］

ＮＥＣトーキン・シンガポール社［シンガポール］

ＮＥＣトーキン香港社［中国］

ＮＥＣトーキン・エレクトロニクス（ベトナム）社［ベトナム］

ＮＥＣ液晶テクノロジー㈱

ＮＥＣライティング㈱

ＮＥＣ光電（上海）有限公司［中国］

ＮＥＣファシリティーズ㈱

ＮＥＣロジスティクス㈱

ＮＥＣパーチェシングサービス㈱

㈱ＮＥＣ情報システムズ

ＮＥＣエナジーデバイス㈱

㈱ＮＥＣライベックス

ＮＥＣデザイン&プロモーション㈱

㈱シミズシンテック

長野日本電気㈱

ＮＥＣラーニング㈱

ＮＥＣプロサポート㈱

日電（中国）有限公司［中国］

（注）１：金融商品取引所に株式を公開している子会社

東証１部…ＮＥＣフィールディング㈱、ＮＥＣネッツエスアイ㈱、ＮＥＣモバイリング㈱

東証２部…日本アビオニクス㈱

２：※はITサービス事業、プラットフォーム事業、キャリアネットワーク事業および社会インフラ事業のうち、複数のセグメントに属する会

社です。
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　なお、ＮＥＣグループの事業運営における当社および関係会社の事業系統図を示すと概ね次のとおり

です。

 

　 平成23年3月31日現在
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４【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣソフト㈱ 東京都江東区 8,669

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣソフト沖縄㈱ 沖縄県那覇市 50

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

(100)

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

ＮＥＣシステムテクノロ

ジー㈱

大阪府大阪市中央

区
6,796

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣネクサソリュー

ションズ㈱
東京都港区 815

システム・インテグ

レーションおよびア

ウトソーシングの提

供、ソフトウェアの

開発およびコン

ピュータ等の販売

100
当社製品の販売

貸付金…有、役員の兼任等…有
 

アビームコンサルティン

グ㈱
東京都千代田区 6,200

ビジネスコンサル

ティングおよびパッ

ケージソリューショ

ンサービスの提供

99.9
当社から一部製品の購入

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

アビームシステムズ㈱
愛知県名古屋市瑞

穂区
88

業務系および技術系

システムの企画、コ

ンサルティング、設

計支援、開発、運用お

よび保守

(65.0)

65.0

当社から一部製品の購入

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

九州日本電気ソフトウェ

ア㈱

福岡県福岡市早良

区
100

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

中部日本電気ソフトウェ

ア㈱
愛知県日進市 100

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

北海道日本電気ソフト

ウェア㈱
北海道札幌市北区 100

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣソフトウェア東北

㈱

宮城県仙台市青葉

区
200

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

北陸日本電気ソフトウェ

ア㈱
石川県白山市 100

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

㈱N&J金融ソリューション

ズ
東京都品川区 100

金融機関向けコン

ピュータに関するソ

フトウェアの開発お

よびコンサルティン

グ

51.0

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

㈱中国サンネット 広島県広島市中区 60

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

51.0
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

㈱ワイイーシーソリュー

ションズ

神奈川県横浜市中

区
50

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

(30.0)

70.0

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

リバンスネット㈱ 東京都港区 420

ネットワークアウト

ソーシングサービス

およびASPサービス

の提供

76.2
同社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

㈱KIS 熊本県熊本市 60

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

90.0
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

 10/220



名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣフィールディング

㈱
東京都港区 9,670

コンピュータ等の保

守、施設工事および

現地調整ならびに用

品の販売

(29.9)

67.1

当社が販売する一部製品の保守および販売

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

*16

エヌデック㈱ 東京都荒川区 90

ITシステムおよび電

源設備の設計、構築、

工事、運用、保守等

(100)

100

当社および当社関係会社が販売する一部製

品の保守および販売

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

ＮＥＣインフロンティア

㈱

神奈川県川崎市高

津区
10,332

通信システム事業、

POS等電子機器およ

び各種情報端末の開

発、製造販売および

保守

100
当社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣインフロンティア

東北㈱
宮城県白石市 400

通信機器、情報機器

および電子部品の製

造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣコンピュータテク

ノ㈱
山梨県甲府市 1,200

コンピュータ等の製

造販売
100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の開発および供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

日本電気通信システム㈱ 東京都港区 1,000

通信機器に関するソ

フトウェアの開発お

よび通信機器の設計

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発および一部製品の設計

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

東北日本電気㈱ 岩手県一関市 300通信機器の製造販売 100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

*4

ＮＥＣワイヤレスネット

ワークス㈱
福島県福島市 400

通信機器および部品

の製造販売
100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

当社から建物を一部賃借

貸付金…有、役員の兼任等…有

*4

ＮＥＣマグナスコミュニ

ケーションズ㈱
東京都港区 190

通信機器および電子

機器の製造販売
100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

山梨日本電気㈱ 山梨県大月市 3,000
通信機器および部品

の製造販売
100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

㈱オーシーシー
神奈川県横浜市西

区
2,256

海底光ケーブル、通

信用陸上ケーブル、

CATV用ケーブル等の

製造販売

(100)

100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

㈱高砂製作所
神奈川県川崎市高

津区
120

電源機器、情報通信

機器、スタジオ機器

等の開発および製造

販売

98.4

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣアンテン㈱ 東京都府中市 100

各種アンテナおよび

TV共聴機器の製造販

売

100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

*4

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 東京都文京区 13,122

情報通信システムの

設計、構築および保

守ならびに関連機器

の販売

(12.9)

51.4

当社が販売する一部製品に関する工事およ

び当社が製造する一部製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

*16

ネッツエスアイ東洋㈱
神奈川県横浜市中

区
400

通信機器、電子応用

機器の製造販売

(100)

100

当社および当社関係会社が販売する一部製

品および使用する一部部品の供給ならびに

関連工事

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

㈱ニチワ
兵庫県神戸市中央

区
50
情報機器の設計、工

事、販売および保守

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品の販売、保

守

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

ＮＥＣネッツエスアイ・

エンジニアリング㈱
東京都文京区 50

ネットワークシステ

ムの構築、運用、保守

等

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品に関する

ソフトウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…無
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣエンジニアリング

㈱
東京都品川区 370

通信機器、コン

ピュータ等の開発
100

当社が販売する一部製品の開発設計

貸付金…無、役員の兼任等…有
*5

ＮＥＣ東芝スペースシス

テム㈱
東京都府中市 3,530

人工衛星、宇宙開発

用システム等の開発

および製造販売

60.0

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

当社から工場用建物を一部賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣネットワーク・セ

ンサ㈱
東京都府中市 200

通信機器および電子

機器の製造販売およ

び保守

100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給ならびに保守

当社から工場用建物を一部賃借

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

日本電気航空宇宙システ

ム㈱
東京都府中市 100

通信機器に関するソ

フトウェアの開発お

よび販売

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

当社から建物を一部賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

㈱ネットコムセック 東京都府中市 100

通信機器、電子機器

および電子管の製造

販売および保守

100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給および保守

当社から工場用建物を一部賃借

貸付金…有、役員の兼任等…有

*6

ＮＥＣコントロールシス

テム㈱
東京都府中市 150

制御システムに関す

る機器の設計ならび

に関連するソフト

ウェアの開発、販売

および保守

100

当社が販売する一部製品に関する設計なら

びにソフトウェアの開発および保守

当社から建物を一部賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

昭和オプトロニクス㈱ 東京都世田谷区 50
光学機器およびその

部品の製造販売
93.1

当社が使用する一部部品の供給

当社から工場用土地を一部賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

日本アビオニクス㈱ 東京都品川区 5,145

情報処理システム、

電子機器等の製造販

売

50.2

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

ＮＥＣ Avio赤外線テクノ

ロジー㈱
東京都品川区 342

赤外線機器および工

業計測機器の製造販

売

(100)

100

当社および当社関係会社が販売する一部製

品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

福島アビオニクス㈱ 福島県郡山市 450

ハイブリッドIC、電

子機器、赤外線機器

および工業計測機器

の製造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

山梨アビオニクス㈱
山梨県南アルプス

市
450

プリント配線板の製

造

(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣパーソナルプロダ

クツ㈱
東京都品川区 18,830

パソコン等の開発、

製造販売および保守
100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣカシオモバイルコ

ミュニケーションズ㈱

神奈川県川崎市中

原区
5,000

携帯電話機およびス

マートフォンの開

発、製造販売および

保守

70.7

当社関係会社が販売する一部製品および使

用する一部部品の開発および供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

*7

埼玉日本電気㈱
埼玉県児玉郡神川

町
200

通信機器およびその

部品の製造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品および使

用する一部部品の開発および供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣビッグローブ㈱ 東京都品川区 10,346

インターネット等の

ネットワークを利用

した情報通信サービ

スおよび情報提供

サービスの提供

78.0

当社が提供および利用する一部サービスの

提供

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣアクセステクニカ

㈱
静岡県掛川市 4,000

コンピュータ周辺機

器、通信機器等の製

造販売

100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容 摘要

静岡日電ビジネス㈱ 静岡県掛川市 20

コンピュータおよび

通信を利用した各種

ソリューションの提

供ならびにコン

ピュータシステムの

構築および運用管理

(100)

100

当社および当社関係会社が提供する一部製

品および一部サービスの提供

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

ＮＥＣディスプレイソ

リューションズ㈱
東京都港区 3,000

モニタおよびプロ

ジェクタの開発およ

び製造販売ならびに

映像表示ソリュー

ションの提供

(0.0)

100

当社および当社関係会社が販売する一部製

品の供給

当社から工場用建物を賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣモバイリング㈱ 東京都千代田区 2,371

通信機器の販売、シ

ステム設計および保

守

51.0

当社が販売する一部製品のシステム設計お

よび保守

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

マツハヤ・コーポレー

ション㈱
長崎県長崎市 10

携帯電話機およびス

マートフォンの販売

(100)

100
貸付金…無、役員の兼任等…無  

松早商事㈱ 長崎県長崎市 20

書籍・CD・DVDおよ

びスポーツ用品の販

売ならびに外食サー

ビスの提供

(100)

100
貸付金…無、役員の兼任等…無  

ＮＥＣトーキン㈱
宮城県仙台市太白

区
31,990

電子通信機器用およ

び一般電子機器用電

子部品の製造販売

99.9
当社が使用する一部部品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有
*8

ＮＥＣ液晶テクノロジー

㈱

神奈川県川崎市中

原区
3,000

液晶ディスプレイの

開発、設計、製造販売

および保守

100

当社および当社関係会社が使用する一部部

品の供給

貸付金…有、役員の兼任等…有

*3

ＮＥＣライティング㈱ 東京都港区 1,000

各種光源、管球およ

び照明器具の設計、

開発ならびに製造販

売

100

当社関係会社が使用する一部部品の供給

当社から工場用土地および建物を賃借

貸付金…有、役員の兼任等…有

*3

ＮＥＣファシリティーズ

㈱
東京都港区 240

建物等の設計、施工

管理および施設管

理、不動産の販売な

らびに保険商品等の

仲介

100

当社施設の設計、施工管理および施設管理な

らびに当社および当社従業員に対する保険

商品等の仲介

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣロジスティクス㈱
神奈川県川崎市中

原区
380

物品の管理、保管、受

入、運輸および輸出

入業務の事務代行、

通関業務の提供等

100

当社が販売する一部製品および使用する一

部部品の保管、輸送等

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣパーチェシング

サービス㈱
東京都大田区 110

資材等の調達および

保管代行サービスの

提供ならびに機械装

置、治工具および計

量器の販売、管理お

よび校正

100

当社および当社関係会社の資材調達業務の

支援

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

㈱ＮＥＣ情報システムズ 東京都港区 200

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発および販売ならび

にITソリューション

の提供

100

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発および使用するソフトウェア

の開発ならびにITソリューションの提供

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣエナジーデバイス

㈱

神奈川県相模原市

中央区
400

大容量リチウムイオ

ン電池および電極の

開発、製造販売、保守

等

100

当社関係会社が使用する一部部品の供給

当社から建物を賃借

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

㈱ＮＥＣライベックス 東京都港区 100
福利厚生施設の運営

等
100

当社および当社関係会社が提供する福利厚

生サービスの支援業務

貸付金…無、役員の兼任等…有
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣデザイン&プロモー

ション㈱
東京都大田区 235

各種コンテンツ、ド

キュメントおよび広

告宣伝の企画制作、

デザイン、印刷なら

びに複写業務

100
当社が使用する印刷物および複写物の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

㈱シミズシンテック 石川県金沢市 90

電子部品の販売、通

信・制御システムの

設計、構築および保

守ならびにITソ

リューションの提供

(83.3)

100

当社関係会社が製造する一部製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
*16

長野日本電気㈱ 長野県伊那市 200

映像表示機器、カー

エレクトロニクス製

品、産業用電子部品

等の製造販売および

保守

100

当社および当社関係会社が販売する一部製

品の供給

当社から工場用土地および建物を賃借

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣラーニング㈱ 東京都港区 30

各種研修・教育サー

ビスの企画および提

供

100

当社および当社関係会社に対する研修・教

育サービスの提供

貸付金…有、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣプロサポート㈱ 東京都港区 50

人事・総務関係サー

ビス、人材派遣およ

び旅行業

100

当社および当社関係会社に対する人事・総

務関係サービスの提供および人材派遣

貸付金…無、役員の兼任等…有
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣコーポレーション

・オブ・アメリカ社

Irving,Texas,

U.S.A.

米ドル

25

北米における地域代

表・統括業務、コン

ピュータ関連機器お

よび通信機器等の販

売ならびにシステム

・インテグレーショ

ンの提供

100

当社製品の販売および当社から一部部品を

購入

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ネットクラッカー・テク

ノロジー社

Waltham,

Massachusetts,

U.S.A

米ドル

1

ソフトウェアの製造

・販売
100

当社および当社関係会社が販売する一部製

品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣディスプレイソ

リューションズ・アメリ

カ社

Itasca，

Illinois，

U.S.A.

米ドル

200

モニタおよびプロ

ジェクタの販売

(100)

100

当社関係会社が製造する一部製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣヨーロッパ社
London,

United Kingdom

千スターリ

ングポンド

65,274

ヨーロッパ、中東お

よびアフリカにおけ

る地域代表・統括業

務、コンピュータ関

連機器および通信機

器の販売ならびにシ

ステム・インテグ

レーションの提供

100

当社製品の当社関係会社への販売および保

守

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣ(ユーケー)社
London,

United Kingdom

千スターリ

ングポンド

4,482

通信機器およびコン

ピュータ周辺機器の

販売

(100)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣフランス社

Nanteree,

Cedex,

France

千ユーロ

1,808

通信機器およびコン

ピュータ周辺機器の

販売

(100)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣディスプレイソ

リューションズ・ヨー

ロッパ社

Munich，

Germany

千ユーロ

50

モニタおよびプロ

ジェクタの販売

(100)

100

当社関係会社が製造する一部製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣトーキン・ヨー

ロッパ社

Neuss,

Germany

千ユーロ

164
電子部品の販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣユニファイド・ソ

リューションズ・ネーデ

ルランド社

Hilversum,

Netherlands

千ユーロ

18
通信機器の販売

(100)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
*9

ＮＥＣネヴァ・コミュニ

ケーションズ・システム

ズ社

Sankt-Peterburg,

Russia

千ルーブル

29,757

通信機器およびIT関

連機器の販売、工事

および保守

(90.0)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
*10

ＮＥＣアジア・パシ

フィック社
Singapore

千シンガ

ポールドル

30,882

アジア太平洋地域に

おける地域代表・統

括業務、コンピュー

タ関連機器および通

信機器の販売ならび

にシステム・インテ

グレーションの提供

100
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
*11

ＮＥＣトーキン・シンガ

ポール社
Singapore

千シンガ

ポールドル

17,321

電子部品の販売
(100)

100

当社関係会社が製造する一部部品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣオーストラリア社

Mulgrave,

Victoria,

Australia

千オースト

ラリアドル

44,000

通信機器およびIT関

連機器の販売、ITソ

リューションの提供

等

100

当社製品の販売および当社から一部部品を

購入

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣコーポレーション

（タイランド）社

Bangkok,

Thailand

千バーツ

343,000

通信機器およびIT関

連機器の販売、ITソ

リューションの提供

等

(90.4)

90.4

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣインフロンティア

・タイ社

Pathumthani,

Thailand

千バーツ

593,350

電子釦電話および周

辺機器の製造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…無
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣトーキン・エレク

トロニクス（タイラン

ド）社

Pathumthani,

Thailand

千バーツ

1,408,000
電子部品の製造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の製造

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣコーポレーション

・オブ・マレーシア社

Kuala Lumpur,

Malaysia

千マレーシ

アリン

ギット

11,333

通信機器および情報

処理機器の販売なら

びにシステム・イン

テグレーションの提

供

(100)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣインドネシア社
Jakarta,

Indonesia

百万インド

ネシア

ルピア

52,618

通信機器の販売、IT

ソリューションの提

供等

(10.0)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣトーキン・エレク

トロニクス（フィリピ

ン）社

Calamba,

Philippines

千フィリピ

ンペソ

12,529

電子部品の製造販売
(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の製造

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣトーキン・エレク

トロニクス（ベトナム）

社

Bien Hoa City,

Vietnam

千米ドル

8,600
電子部品の製造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の製造

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣインディア社
New Delhi,

India

千インド

ルピー

304,000

通信機器および情報

処理機器の販売なら

びにシステム・イン

テグレーションの提

供

(18.0)

100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

日電（中国）有限公司 北京、中国
千米ドル

121,784

中華圏における地域

代表・統括業務
100

当社関係会社の地域統括

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

日電信息系統（中国）有

限公司
北京、中国

千米ドル

29,755

情報処理機器の開発

およびシステム・イ

ンテグレーションの

提供

(10.0)

100

当社製品の販売および当社が販売する一部

製品の開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

桂林ＮＥＣ無線通信有限

公司
桂林、中国

千米ドル

4,500
通信機器の製造販売

(19.0)

100

当社製品の販売および当社から一部部品を

購入

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

恩益禧視像設備貿易（深

?）有限公司
深?、中国

千ホンコン

ドル

4,000

モニタ、プロジェク

タ、それらの部品お

よび関連商品の販

売、生産支援、販売支

援および研究開発

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品の供給、

生産支援、販売支援および研究開発

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

ＮＥＣ光電（上海）有限

公司
上海、中国

百万円

2,900

冷陰極蛍光ランプの

開発および製造販売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣ東金電子（厦門）

有限公司
厦門、中国

千米ドル

31,000

電子部品等の製造販

売

(100)

100

当社関係会社が販売する一部部品の製造

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣ香港社 香港、中国

千ホンコン

ドル

19,095

通信機器および情報

処理機器の販売なら

びにシステム・イン

テグレーションの提

供

100

当社製品の販売および当社から一部部品を

購入

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

ＮＥＣテクノロジーズ香

港社
香港、中国

千ホンコン

ドル

154,680

コンピュータ周辺機

器の製造販売および

資材調達

100
当社関係会社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有
*12

ＮＥＣトーキン香港社 香港、中国

千ホンコン

ドル

5,500

電子部品の販売
(100)

100

当社関係会社が製造する一部部品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
 

ＮＥＣ台湾社 台北、台湾

千ニュータ

イワンドル

222,973

通信機器、コン

ピュータおよびコン

ピュータ周辺機器の

販売

100
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣトーキン台湾社 台北、台湾

千ニュータ

イワンドル

25,000

電子部品の販売
(100)

100

当社関係会社が製造する一部部品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容 摘要

ＮＥＣブラジル社
Sao Paulo,

Brazil

千ブラジル

レアル

199,655

通信機器の販売およ

びシステム・インテ

グレーション等の提

供

100
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
*13

ＮＥＣアルヘンチーナ社
Buenos Aires,

Argentina

千アルゼン

チンペソ

3,785

通信機器の販売、IT

ソリューションの提

供等

(2.0)

100

当社製品の販売

貸付金…有、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣ・デ・メヒコ社
Mexico,D.F.,

Mexico

千メキシコ

ペソ

10,899

通信機器の販売およ

び保守
100

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣ・デ・コロンビア

社

Bogota,

Colombia

千コロンビ

アペソ

167,435

通信機器の販売 100
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

上記のほか、179社の連結子会社があります。
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(2) 持分法適用関連会社

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容 摘要

日本コンピューター・シ

ステム㈱

大阪府大阪市中央

区
3,775

コンピュータシステ

ムの設計、開発、運用

支援および保守

23.0

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

㈱HBA
北海道札幌市中央

区
324

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

35.0
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

キーウェアソリューショ

ンズ㈱
東京都新宿区 1,737

コンピュータに関す

るソフトウェアの開

発および販売

35.0

当社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

㈱フォース 東京都新宿区 100

コンピュータおよび

その関連機器等の

リース、工事、保守等

30.0
同社が賃貸する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有
*14

三和コンピュータ㈱ 東京都港区 120

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

(12.4)

43.6

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

㈱BCC
福岡県福岡市中央

区
248

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

30.0
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ダイキン情報システム㈱
大阪府大阪市中央

区
90

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

30.0
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

㈱南日本情報処理セン

ター
鹿児島県鹿児島市 70

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

25.0
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

ＮＥＣパーソナルシステ

ム南九州㈱
鹿児島県鹿児島市 50

電気・電子機器およ

びその部品の販売
40.0

当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

日本情報通信開発㈱ 東京都渋谷区 60

情報システムの設

計、開発、保守および

運用管理ならびに情

報通信に関する調

査、研究および開発

39.6

同社が販売する一部製品に関するソフト

ウェアの開発

貸付金…無、役員の兼任等…有

 

テクノ・マインド㈱
宮城県仙台市宮城

野区
100

コンピュータシステ

ムの構築および運用

管理

34.5
当社製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

アラクサラネットワーク

ス㈱

神奈川県川崎市幸

区
5,505

ルータおよびスイッ

チの設計、開発、製造

販売および保守

40.0
当社が販売する一部製品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有
 

アドコアテック㈱ 神奈川県横須賀市 6,000

通信機器の開発、保

守およびライセンス

販売

(50.0)

50.0

当社関係会社が販売する一部製品の開発お

よび保守

貸付金…無、役員の兼任等…無

 

ルネサスエレクトロニク

ス㈱

神奈川県川崎市中

原区
153,255

半導体の研究、開発、

設計、製造販売およ

びサービスの提供

(18.7)

35.5

当社および当社関係会社が使用する一部部

品の供給ならびに当社関係会社が販売する

一部製品の供給

当社から建物を賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

*15

*16

㈱トッパンＮＥＣサー

キットソリューションズ
東京都港区 1,000

電子部品の開発およ

び製造販売
45.0

当社および当社関係会社が使用する一部部

品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

　

㈱ホンダエレシス
神奈川県横浜市保

土ヶ谷区
1,950

自動車用制御ユニッ

トの開発および製造

販売

33.4
当社関係会社から一部部品を購入

貸付金…無、役員の兼任等…無
　

ＮＥＣ SCHOTT コンポー

ネンツ㈱
滋賀県甲賀市 1,700

電子部品の開発、製

造販売および硝子製

品の販売

49.0
当社関係会社から土地を賃借

貸付金…無、役員の兼任等…有
　

ＮＥＣキャピタルソ

リューション㈱
東京都港区 3,777

各種機械器具、設備、

製品等のリース
37.7

当社製品および当社関係会社の製造設備等

のリース

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容 摘要

日本航空電子工業㈱ 東京都渋谷区 10,690

コネクタおよび航空

・宇宙用電子機器の

製造販売

(15.3)

40.3

当社が使用する一部部品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…有

*1

*16

オートモーティブエナ

ジーサプライ㈱
神奈川県座間市 2,345

自動車用の高性能リ

チウムイオンバッテ

リーの開発および販

売

(7.0)

49.0

当社関係会社から一部部品を購入

貸付金…無、役員の兼任等…有
　

㈱シンシア 東京都品川区 1,030

資源循環事業および

ビルメンテナンス事

業

40.5

当社および当社関係会社の廃棄物処理なら

びに当社および当社関係会社の使用するフ

ロアの清掃

貸付金…無、役員の兼任等…有

　

NT販売㈱ 東京都千代田区 419電子部品の販売
(33.0)

33.0

当社関係会社が製造する一部製品の販売

貸付金…無、役員の兼任等…無
　

日本電業工作㈱ 東京都千代田区 330
電気通信機器の製造

販売

(8.0)

23.9

当社が販売する一部部品の供給

貸付金…無、役員の兼任等…無
　

武漢烽火移動通信有限公

司
武漢、中国

千人民元

121,500

移動通信システムの

開発、販売および保

守

(7.5)

30.0

当社製品の販売および保守ならびに関連工

事

貸付金…無、役員の兼任等…有

　

上記のほか、31社の持分法適用関連会社があります。

 

＊１：有価証券届出書または有価証券報告書を提出しています。

＊２：議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を内数で示しています。

＊３：連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過会社であり、平成23年3月31日現在の債務超過の金額は、次の

とおりです。

ＮＥＣ液晶テクノロジー㈱　  17,717百万円

ＮＥＣライティング㈱　　　  18,359百万円

＊４：ＮＥＣワイヤレスネットワークス㈱は、平成23年4月1日付で東北日本電気㈱およびＮＥＣアンテン㈱を吸収合

併し、ＮＥＣネットワークプロダクツ㈱に商号変更しました。

＊５：ＮＥＣエンジニアリング㈱は、平成22年4月1日付でＮＥＣネットワーク・センサ㈱から吸収分割の方法により、

公共モバイル事業を譲受けました。

＊６：㈱ネットコムセックは、平成22年4月1日付で連結子会社3社を吸収合併しました。

＊７：ＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱は、平成22年5月1日付で当社の携帯電話端末事業を吸収分割の

方法により譲受け、平成22年6月1日付で㈱カシオ日立モバイルコミュニケーションズを吸収合併しました。

＊８：ＮＥＣトーキン㈱は、平成22年7月1日付で㈱トーキンマシナリーを吸収合併しました。

＊９：ＮＥＣユニファイド・ソリューションズ・ネーデルランド社は、平成23年4月1日付で連結子会社１社と合併し、

ＮＥＣネーデルランド社に商号変更しました。

＊10：ＮＥＣネヴァ・コミュニケーションズ・システムズ社は、平成22年11月9日付でＮＥＣインフォコミュニケー

ションズ社を吸収合併しました。

＊11：ＮＥＣアジア・パシフィック社は、平成22年4月1日付で商号をＮＥＣアジア社から変更しました。

＊12：ＮＥＣテクノロジーズ香港社は、平成23年4月1日付でＮＥＣプラットフォーム・テクノロジーズ香港社に商号

変更しました。

＊13：ＮＥＣブラジル社は、平成23年4月1日付でＮＥＣラテン・アメリカ社に商号変更し、中南米における地域代表・

統括業務を行うこととなりました。

＊14：㈱フォースは、平成22年9月1日付で商号を㈱シー・エス・エスから変更しました。

＊15：ルネサスエレクトロニクス㈱は、平成22年4月1日付でＮＥＣエレクトロニクス㈱が㈱ルネサステクノロジと合

併し、商号を変更したものです。この合併により、同社は当社の持分法適用関連会社となりました。
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＊16：議決権の所有割合には、議決権行使の指図権を留保して退職給付信託または特定金外信託に拠出した株式に関

する議決権の所有割合が含まれており、間接所有割合として記載しています。なお、各社に対する議決権の所有

割合のうち、退職給付信託または特定金外信託に拠出している株式の割合は次のとおりです。

　退職給付信託 ＮＥＣフィールディング㈱ 67.1%のうち29.9%

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 51.4%のうち12.9%

ルネサスエレクトロニクス㈱ 35.5%のうち18.7%

日本航空電子工業㈱ 40.3%のうち15.3%

　特定金外信託 ㈱シミズシンテック 100%のうち83.3%

(注)  上記＊4、＊9、＊12および＊13については、平成23年4月1日以降に生じた事象です。 
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成23年3月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

ITサービス事業 35,812

プラットフォーム事業 10,158

キャリアネットワーク事業 19,478

社会インフラ事業 9,353

パーソナルソリューション事業 9,517

その他 31,522

合計 115,840

  (注)　１　従業員数には、臨時従業員の数を含んでいません。

　２　従業員数が前連結会計年度末に比べて26,518人減少していますが、その主な理由は、ＮＥＣエレクトロニク

ス㈱およびその子会社が当社の連結子会社でなくなったことによるものです。

(2) 提出会社の状況

 平成23年3月31日現在

従業員数(人) 平均年令(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

23,935 40.7 16.1 6,980,604

　

セグメントの名称 従業員数(人)

ITサービス事業 6,106

プラットフォーム事業 3,755

キャリアネットワーク事業 3,465

社会インフラ事業 2,633

パーソナルソリューション事業 357

その他 7,619

合計 23,935

  (注)　１　従業員数には、臨時従業員の数を含んでいません。

　２　平均年間給与は、税込額であり、時間外給与および賞与を含んでいます。

(3) 労働組合の状況

　当社の労働組合は、日本電気労働組合と称し、ＮＥＣグループの一部の会社の労働組合により結成

されているＮＥＣグループ労働組合連合会(組合員数約54,000人　平成23年3月31日現在)に加盟して

います。また、ＮＥＣグループ労働組合連合会は、上部団体の全日本電機・電子・情報関連産業労働

組合連合会に加盟しています。

　なお、労使関係は安定しており、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
　

　
　

１【業績等の概要】

(1）業績

※当社は、当連結会計年度から、セグメントを変更しています。

また、前連結会計年度との比較数値については、前連結会計年度の数値を新たなセグメントに組替え

て表示しています。

 

　当連結会計年度の世界経済は、米国や欧州などにおける先進国で高い失業率が続き、また欧州諸国にお

いて財政危機が発生したものの、中国やインドなど新興国の経済成長が継続したことや先進国における

経済対策が景気を下支えしたことなどにより、自律的な景気回復へと移行する動きが見られました。

　日本経済においては、個人所得や雇用環境について厳しい状況が続き、また企業による設備投資の　本格

的な回復は見られなかったものの、輸出の回復により生産は緩やかに回復し、個人消費も景気対策に左右

されつつも堅調に推移しました。しかし、平成23年3月に発生した東日本大震災による被害やそれに伴う

生産、流通の混乱、電力不足などが経済活動に大きな影響を与えました。　

　このような事業環境のもと、ＮＥＣグループでは、中期経営計画「Ｖ２０１２ -Beyond boundaries,

Toward our Vision-」の初年度として、3つの重点施策である「Ｃ＆Ｃクラウド戦略の推進」、　　「グ

ローバル事業の拡大」および「新規事業の創出」に取り組むとともに、収益体質の強化に努め　　ました。

　まず、Ｃ＆Ｃクラウド戦略の推進については、これまでＮＥＣグループが培ってきたITとネット　　ワー

クの両分野での実績、技術およびノウハウを活用して、住民情報管理を含む自治体向け基幹業務　サービ

スや病院間の情報共有サービスなど多種多様な領域においてクラウドサービスの提供を推進しました。

また、ＮＥＣグループでは、業務の効率化や経費削減のためにグループ全体の業務プロセスを　徹底的に

見直し、経理、販売および購買の基幹ITシステムをクラウド環境に集約する取り組みを進めてきました。

当期から新システムが全面稼動を開始しましたが、ＮＥＣグループでは、今後、この　　　新システムの構

築、運用により得た技術およびノウハウを、顧客の基幹業務システムの構築に活用していきます。さらに、

ＮＥＣグループのクラウド関連技術と顧客のビジネスノウハウを組み合わせた業務システムのクラウド

サービスを広く展開するなど、顧客との協業による新たなビジネスモデルの創出に積極的に取り組みま

した。一方、クラウドサービスを提供するための事業基盤の強化としてデータ　　センターの拡充に努め、

サービス提供のための共通IT基盤の整備と最適化に取り組みました。通信　　事業者向けには、㈱エヌ・

ティ・ティ・ドコモが平成22年12月にスタートした高速・大容量モバイル通信LTEサービス「Ｘｉ」

（クロッシィ）の通信インフラを提供しました。

　グローバル事業の拡大については、北米、中華圏、APAC（アジア太平洋地域）、EMEA（ヨーロッパ、中東お

よびアフリカ）の各地域を統括する会社を中心として各地域の特性に応じた現地主導型の事業展開を推

進し、平成23年4月には中南米にも地域統括会社を設立し、海外5極体制を確立しました。また、通信事業者

による加入者向けのクラウドサービス展開を支援するキャリアクラウド事業、指紋認証、生体認証、入退

場管理などのパブリックセーフティ事業、屋内に設置する超小型無線基地局（フェムトセル）事業など

の領域について、グローバル事業の推進に必要な技術やノウハウを集約するための拠点を設置しました。

集約した技術やノウハウを利用して顧客ニーズに合った最適なソリューションを創出し、これをＮＥＣ

グループ全体に水平展開していく計画です。
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　新規事業の創出については、環境・エネルギーの領域において、日産自動車㈱との協業による自動車用

リチウムイオン二次電池事業を推進するとともに、電気自動車の普及に必須となる急速充電システムの

実証実験を行いました。また、送配電における大規模蓄電システムや、商業施設や住居における　　エネル

ギー利用を最適化するエネルギー・マネジメント・システムの実証実験を提携企業と積極的に進めるな

ど、将来のスマートグリッド市場への参入に向けた取り組みを開始しました。一方、多機能端末の領域で

は、Android
TM
搭載の国内向けスマートフォンを投入するとともに、タブレット端末の製品ラインナップ

を拡充しました。

　次に、収益体質の強化については、原価低減をはじめとする費用削減に努めるとともに、プロ　　　ジェク

トの採算性に影響を与えるリスクの管理体制を強化しました。

　これらの取り組みに加え、事業競争力の強化に向けて、携帯電話機事業では㈱カシオ日立モバイル　コ

ミュニケーションズとの事業統合を実現し、またレノボ・グループ社との間ではパソコン事業の統合に

係る戦略的提携に合意しました。

　このような経営環境のもと、当連結会計年度の売上高は3兆1,154億円（前連結会計年度比13.1%減）、営

業損益は578億円の利益（同69億円改善）、経常損益は0.4億円の利益（同494億円悪化）、当期純損益は

125億円の損失（同239億円悪化）となりました。また、当連結会計年度のフリー・キャッシュ・フロー

（「営業活動により増加したキャッシュ（純額）」と「投資活動により減少したキャッシュ(純額）」

の合計額）は、1,126億円の支出となりました。当連結会計年度末の有利子負債（短期借入金、コマーシャ

ル・ペーパー、1年内返済予定の長期借入金、1年内償還予定の社債、1年内償還予定の転換社債、社債、転換

社債、新株予約権付社債、長期借入金およびその他（リース負債）を合計したもの）残高は、社債やコ

マーシャル・ペーパーの償還があったことなどにより、538億円減少し、6,758億円となり、デット・エク

イティ・レシオ（D/Eレシオ、自己資本（「純資産合計」から「新株予約権」および「少数株主持分」を

控除したもの）に対する有利子負債の割合）は、0.89倍（前連結会計年度末比0.03ポイント改善）とな

りました。

　各セグメント別の業績は、以下のとおりです。なお、各セグメント別の売上高については、外部顧客に対

する売上高を記載しています。

 

a. ITサービス事業

 

　ITサービス事業の売上高は、クラウドサービスやアウトソーシングが堅調に推移しましたが、国内にお

けるIT投資の回復遅れや大型案件の減少などの影響により、前連結会計年度に比べ621億円(7.2%)減少

し、8,042億円となりました。

　営業損益は、売上の減少や価格競争の激化による収益性の悪化、不採算案件の増加などにより、前連結会

計年度に比べ318億円悪化し、214億円の利益となりました。

b. プラットフォーム事業

 

　プラットフォーム事業の売上高は、サーバなどハードウェアが減少したものの、ソフトウェアが堅調に

推移したことなどにより、前連結会計年度に比べ21億円(0.6%)増加し、3,758億円となりました。

　営業損益は、売上の増加や継続的な費用削減などにより、前連結会計年度に比べ106億円改善し、89億円

の利益となりました。
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 c. キャリアネットワーク事業

 

　キャリアネットワーク事業の売上高は、国内向け無線通信機器やケーブルテレビ関連システムなどが増

加しましたが、為替変動の影響や海洋システムの契約手続の遅れなどにより、前連結会計年度に比べ220

億円(3.5%)減少し、6,054億円となりました。

　営業損益は、費用の効率化に加え、年度後半からの売上増加により、前連結会計年度に比べ94億円改善

し、407億円の利益となりました。

d. 社会インフラ事業

 

　社会インフラ事業の売上高は、航空宇宙・防衛システム分野などが減少したものの、交通、消防など社会

システム分野が堅調に推移したことなどにより、前連結会計年度に比べ22億円(0.7%)増加し、3,188億円

となりました。

　営業損益は、原価低減に努めたものの、前連結会計年度に収益性の高い案件があったことや社会システ

ム分野における開発・販売体制の強化に向けた費用の増加などの影響により、前連結会計年度に比べ71

億円悪化し、146億円の利益となりました。

e. パーソナルソリューション事業

 

　パーソナルソリューション事業の売上高は、携帯電話機の販売不振の影響があったものの、㈱カシオ日

立モバイルコミュニケーションズとの事業統合効果や海外ディスプレイ事業の好調などにより、前連結

会計年度に比べ288億円(3.9%)増加し、7,665億円となりました。

　営業損益は、携帯電話機の販売不振およびスマートフォンや新端末の開発費用の増加などにより、前連

結会計年度に比べ208億円悪化し、19億円の損失となりました。

f. その他

　

　その他の売上高は、半導体事業を行ってきたＮＥＣエレクトロニクス㈱（現ルネサスエレクトロニクス

㈱）が連結子会社でなくなったことなどにより、前連結会計年度に比べ4,166億円(63.0%)減少し、2,447

億円となりました。

　営業損益は、前連結会計年度に営業損失を計上したＮＥＣエレクトロニクス㈱が連結子会社でなくなっ

たことなどにより、前連結会計年度に比べ522億円改善し、73億円の利益となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

 （単位　億円）

 前連結会計年度 当連結会計年度
営業活動により増加したキャッシュ(純額) 1,348 337
投資活動により減少したキャッシュ(純額) △412 △1,462
財務活動により増減したキャッシュ(純額) △804 731
為替相場変動の現金及び現金同等物への影響額 1 △41
現金及び現金同等物純増減額 133 △436
現金及び現金同等物の期首残高　 3,173 3,305
連結の範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の減少額　

－ △928

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額　 － 97
現金及び現金同等物の期末残高　 3,305 2,039

　

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、337億円の収入で、税金等調整前当期純損益が

悪化したことなどにより、前連結会計年度に比べ1,012億円悪化しました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、1,462億円の支出で、前連結会計年度に比べ1,050億円支出額が

増加しました。これは、関係会社株式の売却による収入が減少したことなどによるものです。

　この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフリー

・キャッシュ・フローは1,126億円の支出となり、前連結会計年度に比べ2,062億円悪化しました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済があったものの、コマーシャル・ペーパーや

社債の発行による資金調達を行ったことなどにより、731億円の収入となりました。

　上記の結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ436億円減少し、さらに連結の範囲の変更

の影響などに伴い831億円減少したため、2,039億円となりました。

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

 25/220



２【生産、受注及び販売の状況】

　ＮＥＣグループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構

造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多いため、セグメントごとに

生産規模、受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。

　このため、生産、受注および販売の状況については、「１　業績等の概要」におけるセグメントの業績

に関連づけて示しています。

　なお、主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりです。

　

相手先

前連結会計年度
（自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

NTTグループ（注） 413,349 11.5 454,735 14.6

（注）日本電信電話㈱および㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモを含む同社の関係会社です。

主としてキャリアネットワーク事業およびパーソナルソリューション事業の売上に含まれています。　

　

３【対処すべき課題】

(1）対処すべき課題

　ＮＥＣグループは、「ＮＥＣグループビジョン２０１７」を掲げ、「人と地球にやさしい情報社会を

イノベーションで実現するグローバルリーディングカンパニー」を目指しています。ＮＥＣグループ

は、平成22年2月に、「ITとネットワークの融合を軸とした顧客志向のソリューションで、ＮＥＣグルー

プビジョン２０１７を目指す」との中期経営方針を決定し、中期経営計画「Ｖ２０１２-Beyond

boundaries, Toward our Vision-」を策定しました。初年度である当期は、Ｖ２０１２の3つの重点施

策である「Ｃ＆Ｃクラウド戦略の推進」、「グローバル事業の拡大」および「新規事業の創出」に取

り組みましたが、ＮＥＣグループとして、グローバルな事業体制の構築や新製品・新サービスの開発な

ど事業拡大に向けた施策をスピーディーに実行することができず、当初計画していた目標を達成する

ことができませんでした。

　平成23年度は、中期経営計画Ｖ２０１２、さらにはその先のＮＥＣグループビジョン２０１７に向け

て事業の拡大に邁進するとともに、収益体質の一層の強化に向けた取り組みを加速してまいります。

　まず、事業拡大については、Ｖ２０１２におけるＮＥＣグループの3つの重点施策に果敢に取り組んで

いきます。

  ＮＥＣグループは、ITとネットワーク両方の領域における強みを活かし、企業や自治体などに対する

クラウドサービスの提供をはじめ、クラウドサービス提供のためのIT基盤、様々な情報を電子データと

して取り込むセンサやクラウドサービスを利用するための多機能端末までをトータルに提供していま

す。また、スマートフォンやタブレット端末などの多機能端末の普及により通信需要の増加が見込まれ

る中、高速・大容量モバイル通信システムなどの通信インフラも提供しています。これは、様々な業務

のクラウドサービス化の基盤となります。

　今後は、これまでの実績やノウハウに基づき、官公庁、製造業、流通業など業種ごとの業務に適したク

ラウドサービスのメニューを充実させ、売上の拡大に努めます。また、ＮＥＣグループ自らの基幹ITシ

ステムのクラウド化で培った技術およびノウハウを大いに活かし、顧客の基幹業務に関するクラウド

サービス案件を着実に受注していきます。さらに、クラウドサービスのグローバルな拡販のために、海

外企業との連携を強化していきます。これらに加え、ＮＥＣグループの強みである無線技術を活用し、

モバイル環境でのクラウドサービスの提供を含め「Ｃ＆Ｃクラウド戦略」を推進していきます。

　グローバル事業については、グローバル5極、つまり北米、中南米、中華圏、APAC（アジア太平洋地域）
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およびEMEA（ヨーロッパ、中東およびアフリカ）の各地域を統括する会社を軸とした現地主導型の事

業運営を推進し、現地法人への権限の委譲を加速するとともにマネジメント層の現地化を含む人事施

策を進めることにより、スピーディーな意思決定に基づく事業の拡大を目指します。特にアジアなどの

新興国市場を中心に、教育や環境・エネルギー、医療、パブリックセーフティなど高成長の見込まれる

領域に注力します。

　新規事業については、まず、現在進めている日産自動車㈱との協業による自動車用リチウムイオン二

次電池事業について生産能力を拡大するとともに、品質の向上、価格競争力の追求およびリードタイム

の短縮により製品競争力を高めることで、さらなる売上増加を目指します。また、この自動車用リチウ

ムイオン二次電池技術を自動車以外の用途にも広げることで売上の拡大に取り組みます。さらに、ス

マートグリッド領域では、当期に家庭用や商業施設用のエネルギー・マネジメント・システムや送配

電における大規模蓄電システムを用いた実証実験を行っており、これらの成果を着実に事業に結びつ

けます。

　スマートフォンやタブレット端末などの多機能端末の領域では、ＮＥＣグループの技術やノウハウを

活用した幅広いニーズに対応する製品を提供し、他社との連携もはかりながら新事業の本格展開を推

進します。

　これらに加え、ＮＥＣグループの製品やサービス、技術などの様々な資産を有効に組み合わせ、「Ｏｎ

ｅ ＮＥＣ」として新たな事業の創出に注力していきます。

　収益体質の強化に向けては、プロジェクトにおける採算性や契約条件などに係るリスクの管理をさら

に強化し、不採算案件の減少に努めるとともに、品質管理に総力をあげて取り組みます。また、利益の最

大化に向けて引き続き原価低減を推進し、間接部門の業務効率化を進めます。

　このたびの東日本大震災により被災された地域のみなさまに対しては、ＮＥＣグループの保有する技

術および資産を結集し、「Ｏｎｅ ＮＥＣ」として復興に向けて貢献してまいります。具体的には、ＮＥ

ＣグループのITとネットワークにおける強みを活かし、今後の災害に備えた無線通信を含む通信イン

フラの再整備、ネットワーク経由での情報システムの利用を可能にする自治体向けクラウドサービス

の提供や病院間の情報共有を可能にするクラウドサービスの提供など、いつでもどこからでもサービ

スを利用できる環境を確保し、ICT（情報通信技術）による安心で安全な社会の実現に積極的に取り組

みます。また、ＮＥＣグループの自動車用リチウムイオン二次電池、商業施設や住居におけるエネル

ギー利用を最適化するエネルギー・マネジメント・システム、省電力サーバなどの省エネルギー製品

における技術、ノウハウを活かし、エネルギー対策に貢献していきます。

　さらに、コンプライアンスの徹底を進めるとともに、ＮＥＣグループ全体での内部統制システムの整

備に継続して取り組み、「Ｏｎｅ ＮＥＣ」として連結経営マネジメントの強化に引き続き注力してま

いります。

　ＮＥＣグループは、これらの施策の実行により、事業の拡大と収益力の強化をはかり、「人と地球にや

さしい情報社会」の実現に全力で取り組んでまいります。
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(2）株式会社の支配に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のありかたは、株主が最終的に決定するも

のと考えています。一方、経営支配権の取得を目的とする当社株式の大量買付行為や買収提案があった

場合には、買収提案に応じるか否かについての株主の判断のため、買収提案者に対して対価等の条件の

妥当性や買付行為がＮＥＣグループの経営方針や事業計画等に与える影響などに関する適切な情報の

提供を求めるとともに、それが当社の企業価値および株主共同の利益の向上に寄与するものであるか

どうかについて評価、検討し、速やかに当社の見解を示すことが取締役会の責任であると考えていま

す。また、状況に応じて、買収提案者との交渉や株主への代替案の提示を行うことも必要であると考え

ます。

　当社は、現在、買収提案者が出現した場合の対応方針としての買収防衛策をあらかじめ定めていませ

んが、買収提案があった場合に、買収提案者から適切な情報が得られなかったとき、株主が買収提案に

ついて判断をするための十分な時間が与えられていないときまたは買付行為が当社の企業価値および

株主共同の利益の向上に反すると判断したときには、その時点において実行可能で、かつ株主に受け入

れられる合理的な対抗策を直ちに決定し、実施する予定です。また、今後の事業環境、市場動向、関係法

令等の動向により適当と認めるときは、当社の企業価値および株主共同の利益の向上を目的として、買

収提案に対抗するための買収防衛策をあらかじめ導入することも検討します。
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４【事業等のリスク】

　本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理、財務の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事

項は、本有価証券報告書提出日現在において、ＮＥＣグループが判断したものです。

(1）経済環境や金融市場の動向に関するリスク

① 経済動向による影響

　　　ＮＥＣグループの事業は、国内市場に大きく依存しています。ＮＥＣグループの売上高のうち国内

顧客に対する売上高の構成比は、平成23年3月期において連結売上高の84.6％を占めています。今

後の日本経済は、東日本大震災の影響により一時的に大きく落ち込むことが予想されます。サプ

ライチェーンの混乱や電力不足などが続き景気の回復が遅れた場合には、ＮＥＣグループの事業

への影響に加え、投資先の業績悪化により、ＮＥＣグループの業績および財政状態に重大な悪影

響を与える可能性があります。

　　　また、ＮＥＣグループの事業は、アジア、欧州、米国を含むＮＥＣグループが事業を行う国や地域の

経済動向によっても影響を受けます。

　　　ＮＥＣグループの事業計画および業績予想は、ＮＥＣグループが属する市場における経済活動の

予測に基づき作成していますが、上記のような一般的な経済の不透明さによって市場における経

済活動の予測も困難となっており、ＮＥＣグループの将来の収益および必要経費についても、そ

の予測が困難となっています。計画編成または業績予想を行う際に予測を見誤った場合、ＮＥＣ

グループは変化する市場環境に適切に対応できない可能性があります。

　

② 市況変動

　　　携帯電話機、パソコンおよび電子部品等の製品市場は、市況変動が非常に大きいため、市場低迷時

は、製品需要の縮小、製品の陳腐化、過剰在庫、販売価格の急速な下落および過剰生産をもたらし

ます。また、これらの市場は不安定な性質を有しており、回復したとしても将来再び低迷する可能

性があり、その結果、ＮＥＣグループの将来の業績に悪影響を与える可能性があります。

　

③ 為替相場および金利の変動

　　　ＮＥＣグループは、外国為替相場変動のリスクにさらされています。円建てで表示されている当社

の連結財務諸表は、外国為替相場変動の影響を受けます。為替変動は、外貨建取引から発生する株

式投資、資産および負債の日本円換算額ならびに外貨建てで取引されている製品・サービスの原

価および売上高に影響を与えます。ＮＥＣグループは、為替リスクを軽減し、またこれを回避する

ために様々な手段を講じていますが、為替相場の変動は事業、業績および財政状態に悪影響を与

える可能性があります。特定の外国為替の変動は、競合会社に有利に影響する一方で、ＮＥＣグ

ループには悪影響を与える場合もあります。
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　　　また、ＮＥＣグループは、金利変動リスクにもさらされており、かかるリスクは、ＮＥＣグループの

事業運営に係る経費全体ならびに資産および負債の価値、特に長期借入金の価値に影響を与える

可能性があります。ＮＥＣグループは、このような金利変動リスクを回避するために様々な手段

を講じていますが、かかる金利変動リスクは、ＮＥＣグループの事業運営に係る経費の増加、金融

資産の価値の下落または負債の増大を招く可能性があります。

　

(2) ＮＥＣグループの経営方針に関するリスク

① 中期経営計画

　　　ＮＥＣグループは、平成22年2月に発表した中期経営計画「Ｖ２０１２- Beyond boundaries,　

Toward our Vision-」に基づき事業拡大と収益体質の強化に取り組んでいますが、この中期経営

計画で掲げた戦略や施策を実行できる保証はなく、また、期待される効果や予定している成果の

全部または一部が得られない可能性があります。

　　　また、ＮＥＣグループが、中期経営計画に基づく種々の施策を実行できない場合や実行にあたって

予期せぬ問題が発生した場合、ＮＥＣグループの業務に重大な混乱を生じさせ、ＮＥＣグループ

の業績、財政状態および評価に悪影響を与える可能性があります。

　

② 財務および収益の変動

　　　ＮＥＣグループの各四半期または各年度の経営成績は、必ずしも将来において期待される業績の

指標とはなりません。ＮＥＣグループの業績は、新技術・新製品・新サービスの導入や市場での

受容、製品原価の変動とプロダクト・ミックス、顧客の事業が成功するか否かにより影響を受け、

また製品・サービスごとに異なる顧客の注文の規模や時期、買収した事業や獲得した技術の影

響、生産能力やリードタイム、固定費等を含む種々の要因により四半期毎、年度毎に変動してお

り、今後も変動します。

　　　ＮＥＣグループの業績に影響を与え、特定の期間の業績予想を困難にする、ＮＥＣグループがコン

トロールできない動向や外部要因には、次のようなものがあります。

　　　(a) 提供する製品・サービスを取り巻く事業環境の悪化

　　　(b) 財政支出の規模、時期を含む政府のIT・通信インフラの開発、展開に関する決定

　　　(c) 顧客による設備投資の規模や時期

　　　(d) 顧客の在庫管理方針

　　　(e) IT・通信市場一般の状況ならびに日本経済および世界経済の全般的な状況

　　　(f) IT・通信業界に影響を与える政府規制や政策の変更

　　　(g) 資本市場の状況および顧客や取引先による資金調達力または設備投資能力の悪化

　　　(h) 顧客や取引先の信用状態の悪化等

　　　また、これらの動向や要因は、ＮＥＣグループの事業、業績および財政状態に重大な悪影響を与え

る可能性があります。　
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③ 企業買収等

　　　ＮＥＣグループは、事業拡大や競争力強化などを目的として、企業買収、事業統合および事業再編

を実施しており、今後もその適切な機会を追求していきますが、これらは、次のような要因によ

り、ＮＥＣグループの戦略上の目標達成能力に悪影響を与える可能性があります。

　　　(a) かかる企業買収、事業統合および事業再編による成長機会の確保、財務体質の改善、投資効果

や期待されるその他の利益が、期待していた期間中に実現されないかまたは全く達成され

ない可能性

　　　(b) かかる企業買収、事業統合および事業再編に適用される規制・関係法令や契約上またはその

他の条件により、計画された企業買収、事業統合および事業再編が予定どおりに完了しな

いかまたは全く実行されない可能性

　　　(c) かかる企業買収、事業統合および事業再編の過程において、人事・情報システム、経営管理シ

ステム、および顧客向け製品・サービスの整理または統合の遅れや、想定外の費用および

負担が発生するなど、予期せぬ問題が発生する可能性

　　　(d) 顧客が、費用やリスク管理等のために仕入先の分散を望む場合に、合併または再編後の会社が

既存の顧客および戦略的パートナーを維持できない可能性

　　　(e) 合併または再編後の会社がＮＥＣグループの追加の財務支援を必要とする可能性

　　　(f) 経営陣および主要な従業員等が、企業買収、事業統合または事業再編に必要な業務に割かれる

ことにより、ＮＥＣグループの収益の増加およびコスト削減に必要な能力が損なわれる可

能性

　　　(g) かかる企業買収や事業再編から発生するのれんおよびその他の無形資産が減損および償却の

対象となる可能性

　　　(h) 合併または再編後の会社への出資について、評価損が発生する可能性

　　　(i) その他、かかる企業買収、事業統合および事業再編が予期せぬ負の結果をもたらす可能性

　　　これらを含むいずれのリスクも、ＮＥＣグループの事業、業績、財政状態および株価に悪影響を与

える可能性があります。

　

④ 戦略的パートナーとの提携関係

　　　ＮＥＣグループは、新技術および新製品の開発ならびに既存製品および新製品の製造に関して、業

界の先進企業と長期的な戦略的提携関係を構築していますが、これらの戦略的パートナーに財務

上その他事業上の問題が発生した場合や、戦略的パートナーが戦略上の目標変更や提携相手の見

直し等を行った場合、ＮＥＣグループとの提携関係を維持しようとしなくなるか、維持すること

ができなくなる可能性があります。これらの提携関係を維持できない場合には、ＮＥＣグループ

の事業活動に支障が生じる可能性があります。ＮＥＣグループは、大規模プロジェクトに他の企

業とともに参加し、ＮＥＣグループと他の企業の製品またはサービスを統合して顧客の要求に合

致するシステムとして提供することがあります。ＮＥＣグループ以外の企業が提供する製品また

はサービスのいずれかに起因する当該統合システムの誤作動または顧客の要求事項との相違そ

の他の欠陥や問題が生じた場合、ＮＥＣグループの評価および事業に悪影響を与える可能性があ

ります。

　

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

 31/220



⑤ 海外事業の拡大

　　　ＮＥＣグループは、海外市場での事業拡大に向けて種々の施策を実行していますが、海外の潜在的

な顧客と現地供給業者との間の長期的な提携関係の存在や国内事業者保護のための規制等の

種々の障壁に直面しています。また、海外市場での成長機会を捉えるために、収益の計上が見込ま

れる時期より相当前から多額の投資を行う必要がＮＥＣグループに生じる可能性がありますが、

このような投資額の増大によって、利益の増加を上回るペースで費用が増加する可能性がありま

す。さらに、中国をはじめとする海外におけるＮＥＣグループの事業および投資は、為替管理、外

資による投資または利益もしくは投資資本の本国送金に対する諸規制、現地産業の国有化、輸出

入規制の変更、税制・税率の変更、経済的・社会的・政治的リスク等により悪影響を受ける可能

性があります。

　　　さらに、海外（特に新興市場）の金融市場および経済に問題が発生した場合には、当該市場の顧客

からの需要が悪影響を受ける可能性もあります。

　　　これらの要因により、ＮＥＣグループは、海外市場における事業拡大に成功せず、その結果、ＮＥＣ

グループの事業成長および業績が悪影響を受ける可能性があります。

　

(3）ＮＥＣグループの事業活動に関するリスク　

① 技術革新および顧客ニーズへの対応

　　　ＮＥＣグループが事業を展開する市場は、急速な技術変化と技術標準の進展、顧客の嗜好の変化お

よび新製品・新サービスの頻繁な導入を特徴としており、これらにより既存の製品・サービスは

急速に陳腐化しまたは市場性を失う傾向があります。ＮＥＣグループの将来における競争力は、

次のような技術革新への対応能力の有無に左右されます。

　　　(a) 急速な技術革新に対応して、技術面でのリーダーシップを維持する能力

　　　(b) 既存の製品・サービスを向上させる能力

　　　(c) 革新的な製品をタイムリーにかつコスト効率よく開発し生産する能力

　　　(d) 新たな製品・サービスおよび技術を使用し、またはこれらに適応する能力

　　　(e) 優秀な技術者や理工学分野の人材を採用し雇用する能力

　　　(f) 開発する新製品・新サービスに対する需要およびこれらの商品性を正確に予測する能力

　　　(g) 新製品の開発または出荷の遅延を回避する能力

　　　(h) 高度化する顧客の要求に対応する能力

　　　(i) 顧客の製品およびシステムにＮＥＣグループの製品が組み込まれるようにする能力

　　　ＮＥＣグループは、技術革新および顧客嗜好の急速な変化に対応する、製品・サービスの改良や新

製品・新サービスの開発を行い、市場投入することができない可能性があります。ＮＥＣグルー

プがこれらの技術革新および顧客嗜好の変化に適切に対応できなかった場合、ＮＥＣグループの

事業、業績および財政状態は著しく損なわれる可能性があります。さらに、ＮＥＣグループの技術

を顧客の期待に沿ったかたちで製品に組み込むことができなかった場合、ＮＥＣグループの顧客

との関係、評価および収益に悪影響を与える可能性があります。
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　　　ＮＥＣグループは、現在販売している製品や将来販売しようとしている製品について、業界の標準

規格となる技術を開発し製品化するために、他の企業との提携およびパートナーシップの形成・

強化に努めています。また、ＮＥＣグループは、かかる技術の開発および製品化に多大な資金、人

材およびその他の資源を投じています。しかし、競合会社の技術が業界の標準規格として採用さ

れた場合、かかる規格技術の開発や製品化を行うことができない可能性があります。そのような

場合、ＮＥＣグループの競争上のポジション、評価および業績に悪影響を与える可能性がありま

す。

　　　さらに、新製品の開発においては、長い時間や多額の費用を要することがあり、実際に販売される

相当前から多くのリソースを投入することを約束させられる等、多くのリスクを伴います。新製

品の開発中に新たな技術が導入され、または標準規格が変更されること等により、ＮＥＣグルー

プが開発した製品を市場に投入する前に、当該製品が陳腐化し競争力を失う可能性があります。

新製品には想定外の欠陥が含まれている可能性があり、新製品を市場に投入または出荷した後に

これらが発見された場合、これらにより顧客に生じた損失に対する責任を追及される可能性があ

ります。

　

② 製造工程

　　　ＮＥＣグループが事業を展開する市場では、急速な技術変化と技術革新のもと、顧客ニーズの変化

に応じ頻繁な新製品・新サービスの導入が必要とされています。

　　　これらの製品の製造工程は非常に複雑であるため、高性能かつ高額な製造設備が必要であり、その

効率および性能を改善するためには継続的な改良が必要です。生産上の困難さや非効率さによ

り、収益性に影響が生じたり、生産が中断する可能性があり、製品を納期どおりにコスト効率よく

かつ競争力あるかたちで提供できない可能性があります。また、製造設備の故障、異常等により生

産が中断し、迅速に代替製造設備への移管ができない場合には、顧客がＮＥＣグループの競合会

社の製品を購入する可能性があり、さらに、生産能力不足により、ＮＥＣグループの競争力が低下

する可能性があります。その結果、大幅な減収をもたらす可能性があります。

　　　また、需要の低迷期には、ＮＥＣグループが需要縮小に対応するために生産量およびコストを削減

しようとしても、従業員の解雇に対する法令上および実務上の制約、労使協定その他の要因によ

る制限を受け、製造コストを十分に下げることができない可能性があります。反対に、需要の増大

期は、ＮＥＣグループが顧客の注文を満たすのに十分な生産能力を備えておらず、その結果、顧客

が需要の増加に対応できるＮＥＣグループの競合会社に発注先を変更することにより、ＮＥＣグ

ループの売上が減少する可能性があります。
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③ 製品およびサービスの欠陥

　　　ＮＥＣグループが提供する製品およびサービスは、その欠陥により顧客に深刻な損失をもたらす

可能性があります。顧客の基幹業務等高い信頼性が求められる、いわゆるミッションクリティカ

ルな状況において使用されている製品またはサービスに欠陥が生じた場合、ＮＥＣグループは、

顧客等に生じた損失に対する責任を追及される可能性があります。また、製品またはサービスの

欠陥により社会的評価が低下した場合は、ＮＥＣグループの製品およびサービスに対する顧客の

購買意欲が低下する可能性があります。

　　　ＮＥＣグループでは、製品またはサービスの欠陥や不採算プロジェクトの発生を防ぐため、システ

ム開発などのプロジェクトを遂行するにあたっては、システム要件の確定状況や技術的難易度の

把握、システムを構成するハードウェアやソフトウェアの品質管理など、商談開始時からプロ

ジェクトのリスク管理を徹底していますが、これらの発生を完全に防ぐことは困難です。ＮＥＣ

グループが提供する製品もしくはサービスに欠陥が生じた場合または不採算プロジェクトが発

生した場合には、ＮＥＣグループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性がありま

す。

　

④ 資材等の調達

　　　ＮＥＣグループの生産活動には、資材、部品、製造装置その他の調達物品がタイムリーに納入され

ることが必要であり、中にはジャスト・イン・タイムの条件で購入しているものもあります。こ

れらの資材等には、その複雑さや特殊性から仕入先が少数に限定されているものおよび仕入先ま

たは調達物品の切り替えが困難なものがあります。ＮＥＣグループは、使用する資材、部品、製造

装置その他の調達物品を現在十分確保しているものと認識していますが、ＮＥＣグループに対す

る調達物品の供給に遅延もしくは中断が生じた場合または業界内の需要が増加した場合には、必

要不可欠な資材が不足する可能性があります。さらに、金融市場の混乱によりＮＥＣグループの

仕入先の資金繰りや支払能力に問題が生じた場合には、ＮＥＣグループの調達物品の調達元が減

少したり、そのサプライチェーンに混乱が生じる可能性があります。ＮＥＣグループがこれらの

調達物品を機動的に調達できない場合、またはその調達のために極めて多額の代金の支払いが必

要となる場合には、ＮＥＣグループの業績が悪化する可能性があります。なお、仕入先への依存お

よび物品の調達には、一般に次のようなリスクを伴います。

　　　(a) 主要な仕入先の支払不能等

　　　(b) ＮＥＣグループ製品の信頼性および評価に悪影響を与えるような欠陥が資材、部品、製造装置

その他の調達物品に含まれている可能性

　　　(c) 資材、部品、製造装置またはその他の調達物品が十分に確保できない可能性および調達物品の

調達スケジュールを十分に管理できず、ＮＥＣグループの生産能力および生産効率に悪影

響を与える可能性

　　　(d) 資材、部品、製造装置またはその他の調達物品の価格上昇によりＮＥＣグループの収益性に悪

影響を与える可能性
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⑤ 知的財産権等

　　　ＮＥＣグループの事業は、ＮＥＣグループが独自に開発した技術ならびにＮＥＣグループの製品、

サービス、事業モデルならびにデザインおよび製造プロセスに必要な特許権その他の知的財産権

を取得できるか否かにより大きな影響を受けます。

　　　特許権等の登録・維持には、長い時間と多額の費用を要します。これらの特許は、異議申立てを受

け、無効とされ、または回避される可能性があります。また、ＮＥＣグループが数多くの特許権そ

の他の知的財産権を保有していたとしても、これらの権利によりＮＥＣグループの競争上の優位

性が常に保証されているわけではありません。

　　　ＮＥＣグループが事業を展開する領域での技術革新は非常に速いため、知的財産権による保護に

は陳腐化のリスクがあります。また、ＮＥＣグループが将来取得する特許権の請求範囲がＮＥＣ

グループの技術を保護するために十分広範囲であるという保証もありません。さらに、国によっ

ては、特許権、著作権、トレードシークレット等の知的財産権による効果的な保護が与えられず、

または制限を受ける場合があります。ＮＥＣグループの企業秘密は、従業員、契約の相手方その他

の者によって不正に開示または流用される可能性があります。また、ＮＥＣグループの知的財産

権を侵害した品質の劣る模倣品により、ＮＥＣグループのブランドイメージが損なわれ、ＮＥＣ

グループの製品の売上に悪影響を与える可能性もあります。さらに、ＮＥＣグループが特許権そ

の他の知的財産権を行使するために訴訟を提起する必要がある場合、当該訴訟に多額の費用およ

び多くの経営資源が必要となる可能性があります。

　　

⑥ 第三者からのライセンス

　　　ＮＥＣグループの製品には、第三者からソフトウェアライセンスやその他の知的財産権のライセ

ンスを受けて製造・販売しているものがあり、今後もＮＥＣグループの製品に関連して第三者か

ら必要なライセンスを受け、またはこれを更新する必要があります。ＮＥＣグループは、経験およ

び業界の一般的な慣行を踏まえ、原則としてこれらのライセンスを商業的に合理的な条件で取得

することができると考えています。しかし、将来ＮＥＣグループが必要とするライセンスを、第三

者から商業的に合理的な条件で取得できる保証はなく、また、全く取得できない可能性もありま

す。

　

⑦ 競争の激化

　　　ＮＥＣグループは、事業を展開する多くの市場において激しい競争にさらされているため、ＮＥＣ

グループにとって適正な価格設定をすることが困難な状況に置かれています。かかる競争状態

は、ＮＥＣグループの利益の維持に対する深刻な圧力となっており、当該圧力は特に市場が低迷

した場合に顕著となります。また、競合会社の市場参入に伴い、ＮＥＣグループの製品・サービス

が厳しい価格競争にさらされるリスクが増大しています。主にアジア諸国における競合会社の中

には、生産コストの面でＮＥＣグループよりも有利であり、顧客に対する販売価格面で競争力を

有している会社が存在する可能性があります。また、近年、ＮＥＣグループが開発した新製品の市

場投入から競合会社による同一または同種の製品の市場投入までの間隔が短くなっており、ＮＥ

Ｃグループの製品が従来より早く激しい競争にさらされる可能性があります。
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　　　ＮＥＣグループは、大規模な多国籍企業から比較的小規模で急成長中の高度に専門化した企業ま

で、国内外を問わず多くの会社と競合しています。特定分野に特化している多くの競合会社とは

異なり、ＮＥＣグループは多角的に事業を展開しているために、それぞれの特定事業分野に関し

ては、競合会社ほどの資金を投入できない場合があり、また、そのような競合会社と同程度の迅速

さや柔軟性をもって変化に対応することや、市場機会を捉えることができない可能性がありま

す。　

　　　ＮＥＣグループは、現在の競合会社や潜在的な競合会社の一部に対し、製品やサービスを販売する

ことがあります。例えば、大規模なプロジェクトで競合会社が主契約者となり、ＮＥＣグループの

ソリューションを組み込みまたは利用して、ソリューションを提供する場合において、ＮＥＣグ

ループは、競合会社から注文を受けて、競合会社に対しＮＥＣグループのソリューションを提供

する場合があります。この場合、かかる競合会社が、競合またはその他の理由により、かかる大規

模なプロジェクトにおいてＮＥＣグループのソリューションを利用しないこととした場合、ＮＥ

Ｃグループの事業に悪影響を与える可能性があります。

　　

⑧ NTTグループへの依存

　　　ＮＥＣグループの売上高のうち、NTTグループ（日本電信電話㈱および㈱エヌ・ティ・ティ・ドコ

モを含む同社の関係会社）に対する売上高の構成比は、平成23年3月期において14.6％を占めて

います。NTTグループが事業上もしくは財務上の重大な問題その他何らかの理由により設備投資

額もしくはＮＥＣグループとの取引額を削減する場合または投資対象を変更する場合には、ＮＥ

Ｃグループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。さらに、今後、NTTグ

ループがＮＥＣグループと競合する製品の製造を開始し、またはＮＥＣグループの競合会社を買

収した場合は、ＮＥＣグループの事業に支障をきたす可能性があります。

　

⑨ 顧客に対する信用リスク

　　　ＮＥＣグループは、顧客に対してベンダーファイナンス（ＮＥＣグループの製品・サービスの購

入資金の供与）を提供することがあり、また、支払期間の延長や、ＮＥＣグループの製品・サービ

スの購入を援助するためその他の方法による財務支援を行うことがあります。ＮＥＣグループが

財務上またはその他の事情により、顧客が受入れ可能な条件での支払条件の設定もしくはその他

の方法による財務支援ができない場合、または条件にかかわらずかかる行為を一切行うことがで

きない場合は、ＮＥＣグループの業績に悪影響を与える可能性があります。さらに、ＮＥＣグルー

プの顧客の多くは、代金後払いの方法によりＮＥＣグループから製品・サービスを購入していま

すが、ＮＥＣグループが支払期限の延長またはその他の支払条件の提案を行った顧客やＮＥＣグ

ループが多額の売掛金を有する顧客に財務上の問題が発生した場合には、ＮＥＣグループの事

業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。
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⑩ 人材の確保

　　　他のハイテクノロジー企業と同様、ＮＥＣグループは、製品・サービスおよびソリューションを開

発するため、優秀な従業員を獲得し維持する必要があります。ＮＥＣグループの人事部門は、重要

な技術部門に配属可能な人材を採用し、その雇用の継続に努めていますが、優秀な従業員が多数

離職した場合または優秀な人材を新規に採用することができなかった場合は、ＮＥＣグループの

事業目的の達成が困難になる可能性があります。

　

⑪ 資金調達

　　　ＮＥＣグループは、営業活動によるキャッシュ・フローや銀行その他の金融機関からの借入金に

よる資金調達に加え、コマーシャル・ペーパーその他の債券の募集等により資本市場から資金を

調達しています。ＮＥＣグループの格付けが引き下げられた場合、ＮＥＣグループの金利負担が

増加し、ＮＥＣグループのコマーシャル・ペーパー市場または債券市場における資金調達能力が

悪影響を受ける可能性があり、その結果、ＮＥＣグループの財政状態および手元流動性にも悪影

響を与える可能性があります。

　　　ＮＥＣグループの資金調達は、ＮＥＣグループの主要な貸手の倒産やＮＥＣグループに対する融

資停止の決定、または資本市場の不安定さにより、悪影響を受ける可能性があります。ＮＥＣグ

ループが満足できる条件で外部から資金を調達することができない場合もしくは全く資金を調

達することができない場合、または営業活動や必要に応じて資産の売却によって十分なキャッ

シュ・フローを生み出すことができない場合、ＮＥＣグループは債務を履行することができなく

なり、ＮＥＣグループの事業は重大な悪影響を受ける可能性があります。また、ＮＥＣグループの

事業のために必要な資金調達を追加的な借入れで行う場合、ＮＥＣグループの成長戦略を実行す

る能力に制約を与えるような財務的その他の制限的義務が課される可能性があります。

　

(4）内部統制・法的手続・法的規制等に関するリスク

① 内部統制

　　　ＮＥＣグループは、財務報告の正確性を確保するために、業務プロセスの文書化やより厳密な内部

監査の実施により内部統制システムの強化に努めていますが、その内部統制システムが有効なも

のであっても、財務諸表の作成およびその適正な表示について合理的な保証を与えることができ

るにすぎず、従業員等の人為的なミスや不正、複数の従業員等による共謀等によって機能しなく

なる場合があります。また、内部統制システムの構築当時に想定していなかった事業環境の変化

や非定型な取引に対応できず、構築された業務プロセスが十分に機能しない可能性もあり、虚偽

の財務報告、横領等の不正および不注意による誤謬が発生する可能性を完全には否定することは

できません。このような事態が生じた場合には、財務情報を修正する必要が生じ、ＮＥＣグループ

の財政状態および業績に悪影響を与える可能性があります。また、ＮＥＣグループの内部統制シ

ステムに重要な欠陥が発見された場合、金融市場におけるＮＥＣグループの評価に悪影響を与え

る可能性があり、かかる欠陥を是正するために多額の追加費用が発生する可能性もあります。さ

らに、内部統制システムの重要な欠陥に起因して、行政処分または司法処分を受けた場合には、Ｎ

ＥＣグループは、事業機会を失う可能性があります。
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　　　ＮＥＣグループは、業務の適正化および効率化の観点から業務プロセスの継続的な改善・標準化

に努めていますが、様々な国や地域で事業活動を行っており、また業務プロセスも多岐にわたっ

ているため、共通の業務プロセスの設計およびその定着化は必ずしも容易ではなく、結果として

業務プロセスの改善・標準化に多くの経営資源・人的資源と長期間にわたる対応の継続を要し、

多額の費用が発生する可能性があります。

　　

② 法的手続

　　　ＮＥＣグループは、特許権その他の知的財産権に係る侵害その他の主張に基づく訴訟または法的

手続を申し立てられることがあります。ＮＥＣグループの事業分野には多くの特許権その他の知

的財産権が存在し、また、新たな特許権その他の知的財産権が次々と生じているため、ある製品ま

たは部品について第三者の特許権その他の知的財産権を侵害する可能性の有無を事前に完全に

評価することは困難です。特許権その他の知的財産権侵害の主張が正当であるか否かにかかわら

ず、かかる主張に対してＮＥＣグループを防御するためには、多額の費用および多くの経営資源

が必要となる可能性があります。特許権その他の知的財産権侵害の主張が認められ、ＮＥＣグ

ループが侵害したとされる技術またはそれに代わる技術についてのライセンスを取得できな

かった場合には、ＮＥＣグループの事業に重大な悪影響を与える可能性があります。

　　　ＮＥＣグループは、知的財産権侵害以外にも様々な訴訟および法的手続に巻き込まれる可能性が

あります。

　　　ＮＥＣグループは、TFT液晶モジュール業界における独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の

可能性に関する米国司法省、欧州委員会、韓国公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対

象となっています。平成22年12月、欧州委員会は、韓国および台湾の企業に対し制裁金を課したと

発表しましたが、ＮＥＣグループは、その対象には入っていません。また、当社は、DRAM業界におけ

るブラジル競争法違反の可能性に関するブラジル競争当局の調査対象となっています。さらに、

ＮＥＣグループの複数の会社は、カナダにおいてDRAM業界における独占禁止法違反による損害賠

償を求める民事訴訟（集団訴訟）の被告となっています。また、当社は、米国において光ディスク

ドライブ装置業界における独占禁止法（反トラスト法）違反を理由とする民事訴訟（集団訴

訟）の被告となっています。当該訴訟における被告のうち米国司法省から情報提供の命令を受け

ている企業もありますが、当社は、かかる命令を受領していません。

　　　ＮＥＣグループが当事者となっているかまたは今後当事者となる可能性のある訴訟および法的手

続の結果を予測することは困難ですが、かかる手続においてＮＥＣグループにとって不利な結果

が生じた場合、ＮＥＣグループの事業、業績または財政状態に重大な悪影響を与える可能性があ

ります。さらに、ＮＥＣグループが関係する法的手続に関して、経営陣が深く関わることが求めら

れる可能性があり、その場合、経営陣の本来の業務であるＮＥＣグループの事業運営に支障が生

じる可能性があります。
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③ 法的規制等

　　　ＮＥＣグループは、事業を展開する多くの国や地域において、予想外の規制の変更、法令適用や政

府の政策の運用の不確実性およびその法的責任が不透明であることに関連する多様なリスクに

さらされています。日本およびその他の国や地域の政府の経済、租税、労働、国防、財政支出等に関

する政策を含め、ＮＥＣグループが事業を展開する国や地域における規制環境の重要な変更は、

ＮＥＣグループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。

　　　通信（インターネット関連の事業および技術に関するものを含む。）に関する国内または国際規

制および通信料金の変更は、ＮＥＣグループの製品・サービスの売上に影響し、かつＮＥＣグ

ループの事業、業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。

　

④ 環境規制等

　　　ＮＥＣグループの事業は、大気汚染、水質汚濁、有害物質の使用および取り扱い、廃棄物処理、製品

含有化学物質、製品リサイクルならびに土壌・地下水汚染の規制や地球温暖化防止などを目的と

した様々な環境法令の適用を受けています。また、ＮＥＣグループは、過去、現在および将来の製

造活動に関し、環境責任を負うリスクを抱えています。ＮＥＣグループは、自主管理基準を設定

し、ＮＥＣグループの環境方針に従って日常的な点検や環境監査を実施するなど、法令および政

府当局の指針の遵守に努めていますが、将来、新たなまたはより厳格化する環境規制の遵守や、有

害物質等を除去する義務に関する費用が発生する場合、ＮＥＣグループの事業、業績および財政

状態に悪影響を与える可能性があります。

　

⑤ 税務

　　　ＮＥＣグループの実効税率は、税率の低い国や地域での収益が予想よりも少なく、税率の高い国や

地域での収益が予想よりも多い場合や、ＮＥＣグループの繰延税金資産および繰延税金負債の評

価の変更、移転価格の調整、損金算入されない報酬の税効果、またはＮＥＣグループが事業を展開

する多くの国や地域における租税法令、会計基準もしくはそれらの解釈の変更が行われた場合、

悪影響を受ける可能性があります。今後、実効税率が大幅に上昇した場合には、ＮＥＣグループの

将来の利益が減少する可能性があります。現在、ＮＥＣグループは、繰越欠損金および将来減算一

時差異により繰延税金資産を計上していますが、これらはいずれも将来の課税所得を減額する効

果があります。繰延税金資産は課税所得によってのみ回収されます。市況やその他の環境のさら

なる悪化により、繰越期間中のＮＥＣグループの事業およびタックス・プランニングによる将来

の課税所得が予想よりも低いと見込まれる場合には、回収可能と考えられるＮＥＣグループの繰

延税金資産の額が減額される可能性があります。また、法人税率の引下げ等の租税法令の改正や

会計基準の変更がなされた場合においても、ＮＥＣグループの繰延税金資産の額が減額される可

能性があります。かかる減額は、その調整が行われた期間におけるＮＥＣグループの利益に悪影

響を与えます。

　　　また、ＮＥＣグループは、税務申告について様々な国や地域の税務当局により継続的な監査および

調査を受けています。ＮＥＣグループでは、未払法人税等の妥当性を判断するため、これらの監査

および調査の結果生じる悪影響の可能性について定期的に評価していますが、これらの監査や調

査の結果は、ＮＥＣグループの業績および財政状態に悪影響を与える可能性があります。
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⑥ 情報管理

　　　ＮＥＣグループは、通常の事業遂行に関連して、多数の個人情報や機密情報を保有しています。近

年、企業や機関が保有する情報や記録が流出しまたは不正なアクセスを受けるといった事件が多

発していますが、ＮＥＣグループが保有する顧客または従業員に関する個人情報や機密情報が流

出しまたは不正なアクセスを受け、それが不正に使用された場合には、ＮＥＣグループは法的な

責任を負い、規制当局による処分を受ける可能性があり、ＮＥＣグループの評価およびブランド

価値が損なわれる可能性があります。

　　　ＮＥＣグループは、個人情報を個人情報保護法の定めに従い取り扱わなければなりませんが、ＮＥ

Ｃグループが、かかる情報を保護できなかった場合、これにより生じた経済的損失または精神的

苦痛に対し、賠償しなければならない場合があります。また、情報保護対策を実施するために、多

額の費用が発生し、または通常業務に支障が生じる可能性があります。加えて、情報漏えい事故が

発生した場合には、ＮＥＣグループの業務、システムまたはブランドに対する社会的信用が低下

し、ＮＥＣグループに対する顧客および市場からの信頼を失い、ＮＥＣグループの事業、業績およ

び財政状態に重大な悪影響を与える可能性があります。

　

(5）その他のリスク

① 自然災害や火災等の災害

　　　国内外を問わず、ＮＥＣグループが事業を展開する国や地域において、自然災害や火災、公衆衛生

問題、戦争、テロリストによる攻撃等が発生した場合、ＮＥＣグループ、ＮＥＣグループの仕入先

または顧客に損害もしくは混乱が生じる可能性があります。また、これらの災害等が政治不安ま

たは経済不安を引き起こし、ＮＥＣグループの事業を阻害する可能性もあります。例えば、日本国

内に所在するＮＥＣグループの施設や製造設備等は、地震により壊滅的な損害を被る可能性があ

ります。また、新型インフルエンザ等の未知の感染症の流行により、従業員が勤務できず、顧客の

需要が低下し、または仕入先の操業が中断するなど、ＮＥＣグループの事業運営が悪影響を受け

る可能性があります。加えて、通信ネットワークや情報システムがＮＥＣグループの事業活動に

とってますます重要になっている中で、停電、自然災害、テロリストによる攻撃、ハードウェアま

たはソフトウェアの欠陥、コンピュータウィルスやコンピュータのハッキング等の予期せぬ事態

により通信や情報システムが遮断されるリスクがあります。そのため、ＮＥＣグループでは、国内

の主要事業拠点の耐震化、防災訓練、情報システムの二重化等の事前対策を実施するとともに、緊

急時の行動要領等をまとめた事業継続計画（BCP）を策定しています。しかし、これらの対策を実

施しているにもかかわらず、ＮＥＣグループの製品・サービスに対する需要が低下したり、ＮＥ

Ｃグループによる製品の納入または仕入先による部品の納入が困難もしくは不可能となる可能

性があります。さらに、損害を被った設備を修復または代替するために多額の費用が必要となっ

たり、サプライチェーンにおいて遅れや効率性の低下を招く可能性もあります。
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② 会計方針の適用

 　　 ＮＥＣグループが会計方針を適用する際に用いる方法、見積りおよび判断は、ＮＥＣグループの

業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。かかる方法、見積りおよび判断は、その性質上、重

要なリスク、不確実性および仮定を伴うものであり、今後かかる方法、見積りおよび判断の変更を

必要とする要因が発生する可能性もあります。かかる方法、見積りおよび判断が変更された場合、

ＮＥＣグループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。また、金融市場の不安定さおよ

び経済全体の不透明さにより、債券および株式投資について将来実現される実際の金額が現時点

で計上されている公正価値と大きく異なる可能性があります。

　

③ 退職給付債務

　　　退職給付債務の見込額を算出する基礎となる割引率や数理計算上の仮定に変動が生じた場合、Ｎ

ＥＣグループの財政状態および業績に悪影響を与える可能性があります。例えば、将来、割引率が

引き下げられた場合には、未認識の数理計算上の損失が発生する可能性があり、また、将来、制度

の変更により未認識の過去勤務債務が発生する可能性があります。金利環境の変化やその他の要

因も、ＮＥＣグループの未積立退職給付債務およびその結果生じる未認識債務の毎年の償却額に

悪影響を与える可能性があります。

　

④ 当社普通株式の米国での売却

　　　当社は、平成17年度以降の決算期に係る年次報告書を米国証券取引委員会（SEC）に提出できな

かったため、平成19年10月、米国ナスダック・ストック・マーケットは、当社の米国預託証券の上

場を廃止しました。さらに、平成17年度以降の決算期に係る年次報告書を提出できなかったこと

等に関し、SECより非公式の調査を受け、平成20年6月、当社は、本件に関してSECとの間で和解し、

この和解の一部として、SECから米国1934年証券取引所法（米国証券取引所法）第12条(j)項に基

づき、(a)SECの調査の結果、当社が違反したとSECが判断する米国証券取引所法の規定に違反する

行為を当社が今後行わないことおよび(b)当社普通株式および米国預託証券の米国証券取引所法

に基づく登録を廃止することを内容とする命令を受けました。当社は、SECの命令に記載された

SEC調査の内容に関して、認諾または否認のいずれも行っておらず、また、SECから課徴金その他の

金銭の支払いを求められていません。しかしながら、登録が廃止された結果、各国の証券業者およ

び米国の証券取引所の会員は、当社普通株式もしくは米国預託証券の取引の実行、または当社普

通株式もしくは米国預託証券の購入・売却の勧誘に、郵便その他の方法または米国における州際

通商の手段を利用できないため、当社株主は当社普通株式を米国で売却することが困難であり、

この状況は今後も継続する可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 重要な技術導入、提供契約

　平成23年3月31日現在における重要な技術導入、技術提供等の契約は、次のとおりです。

当　事　者 契約の内容 契約期間

当社および
インターナショナル・ビジネス・
マシーンズ社(米国)

情報取扱装置に関する特許の相互実施
許諾

自：平成14年9月9日
至：対象特許の終了日

情報取扱装置に関する特許の相互実施
許諾

自：平成18年9月28日
至：対象特許の終了日

当社およびインテル社(米国)

半導体装置等に関する特許の相互実施
許諾

自：平成4年7月29日
至：対象特許の終了日

情報取扱装置に関する特許の相互実施
許諾

自：平成13年11月16日
至：対象特許の終了日

半導体装置、情報取扱装置に関する特許
の相互実施許諾

自：平成17年2月5日
至：対象特許の終了日

当社およびマイクロソフト社(米国)
情報取扱装置に関する特許の相互実施
許諾

自：平成18年1月1日
至：対象特許の終了日

当社、ルネサスエレクトロニクス㈱
およびソニー㈱

情報取扱装置に関する特許の相互実施
許諾

自：平成21年1月1日
至：対象特許の終了日

(2) パソコン事業の統合に関する契約

  当社は、平成23年1月27日開催の取締役会において、パソコン事業の強化を目的として、当社の100%

子会社であるＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱のパソコン事業とレノボ・グループ社の日本における

パソコン事業を統合することを決議し、同日付で事業統合契約を締結しました。

まず当社は、ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱のパソコン事業を新設分割の方法により分社し、新た

にＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱の100%子会社としてＮＥＣパーソナルコンピュータ㈱を設立しま

す。

その後当社は、ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱が保有するＮＥＣパーソナルコンピュータ㈱の全

株式を配当または譲渡により取得し、ＮＥＣパーソナルコンピュータ㈱を当社の100%子会社としま

す。

最後に、当社は、レノボ・グループ社の100％子会社であるレノボＮＥＣホールディングス社の株

式の49％を取得するとともに、当社が保有するＮＥＣパーソナルコンピュータ㈱の全株式を同社に

譲渡します。　　

本事業統合の概要は、次のとおりです。

なお、平成23年1月27日の取締役会決議から有価証券報告書の提出日までの間に変更があった事項

については、変更後の内容を記載しています。　

　

　　① 本会社分割の概要

　　 (ア) 本会社分割の内容

　ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱を分割会社とし、新たに設立するＮＥＣパーソナルコンピュ　　

ータ㈱を承継会社とする新設分割

　

(イ) 分割期日

  平成23年7月1日（予定）
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(ウ) 本会社分割に際して発行する株式および割当

　ＮＥＣパーソナルコンピュータ㈱は、本会社分割に際して普通株式100株を発行し、その全て

をＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱に割当交付する。

　

(エ) 算定根拠

　　本会社分割は、ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱が単独で行う新設分割であり、本会社分割に

　際して発行する株式の全てが同社に割当交付されることから、ＮＥＣパーソナルコンピュータ　

　㈱の資本金の額等を考慮し、上記株式数を交付することが相当であるとの判断に基づき、決定　

　しました。

　

(オ) 承継させる資産・負債

                                               （平成22年9月30日現在）　　　　　　　　　

資産 86,387百万円 負債 73,854百万円

　

     (カ) 設立会社の概要

  名称　　　　ＮＥＣパーソナルコンピュータ㈱

　本店所在地　東京都品川区

　代表者　　　代表取締役執行役員社長　高須　英世（予定）

　　資本金　　　5,000百万円（予定）

　　事業の内容　情報処理機器等の開発、製造、販売およびこれに付随する事業

　

② 株式の譲渡

　　(ア) 株式の譲渡先の概要

　名称　　　　レノボＮＥＣホールディングス社

　本店所在地　オランダ

　代表者　　　会長　ロードリック・ラピン

　　　　　　　社長　高須　英世

　　事業の内容　情報処理機器等の開発、製造、販売およびこれに付随する事業

　

　　(イ) 譲渡の時期

　　　　平成23年7月1日（予定）

　

　　 (ウ) 株式譲渡後のレノボＮＥＣホールディングス社の出資比率

　　　 　レノボ（インターナショナル）社　51％

　　　　 当社　49％
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６【研究開発活動】

ＮＥＣグループでは、事業部門において製品開発に直結する技術開発を行うとともに、中央研究所に

おいて将来を見据えた先行的な技術開発を行っています。中核研究拠点である中央研究所では、 Ｃ＆

Ｃクラウド戦略の一翼を担うべく、クラウド・ユビキタス基盤技術、メディア処理技術やITとネ ット

ワークの融合技術といったＮＥＣグループの事業を支える共通基盤技術を研究開発しているほか、次

世代通信技術や環境・エネルギー技術など、将来事業の創出に寄与する先端技術の研究開発に取り組

んでいます。

ＮＥＣグループの各セグメント別の主な研究開発の内容は、次のとおりです。

　

（ITサービス事業）

　主として通信事業者や企業向けの事業領域における、ITサービス基盤の研究開発を行っています。

　

（プラットフォーム事業）

　主としてハードウェアやソフトウェアのITプラットフォーム事業領域や企業ネットワーク事業領域

  における、高性能・高信頼を実現するシステム基盤の研究開発を行っています。

　

（キャリアネットワーク事業）

　主として通信事業領域における、ネットワークシステムの研究開発を行っています。

　

（社会インフラ事業）

  主として放送・制御事業や航空・宇宙事業の領域における、システムやソリューションの研究開発　

　を行っています。

　

（パーソナルソリューション事業）

　主として個人向けの事業領域における、携帯電話機やパソコンなどユビキタス社会を実現するため

　の端末や、インターネット・サービスなどの研究開発を行っています。

　

（その他）

　主として環境・エネルギー事業領域における、電池などの電子部品に関する研究開発を行っていま

　す。
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　ＮＥＣグループの当連結会計年度における主な研究開発活動の成果は、次のとおりです。　

　

（ITサービス事業）

違法なコピー動画を瞬時に発見する動画識別技術を開発

従来、インターネット上に違法に掲載されたコピー動画の識別は、目視のほか、予め動画に埋め込

んだ特殊なコードを判読する方法などにより行われていました。しかし、目視の場合は識別に時間が

かかり、また特殊なコードを埋め込む方法には、動画が改変された場合にコードが消えて判読できな

くなるという問題がありました。

　そこで、当社は、違法なコピー動画を瞬時に識別することができる技術を開発しました。

この技術は、動画上の特定の領域から輝度と呼ばれる明るさの情報を計測し、同一動画上の輝度の

差を数値化することで、動画を識別するための指紋情報(ビデオシグネチャ)を生成するものです。そ

して、この指紋情報を、識別対象となる動画の指紋情報と照合することで、これらの動画が同じもの

であるかを識別することが可能となります。たとえば、従来は識別が困難といわれていた、テロップ

を追加した改変動画や元の動画をビデオカメラなどで撮影し直した動画などの識別も容易に行うこ

とができるようになります。

この技術は、その高い識別率が認められ、国際標準規格「MPEG-7 Video Signature Tools」に採用

されました。

　

（プラットフォーム事業）

重要な基幹システムで要求される高い信頼性を維持しながら、システム拡張を容易に実現するクラウ

ド向けコンピューティング基盤技術を開発

　通常、官公庁や企業の重要な基幹システムは、データの確実な処理（信頼性）に重点を置くため、シ

ステム規模の拡大（拡張性）が難しく、処理すべきデータが増大した際には、システム全体の再構築

が必要になるという課題がありました。データ処理の大幅な増加が予想されるクラウド環境におい

ては、それに適したシステム設計が求められています。

　そこで、当社は、大量のデータを分散させて確実に格納するストレージ技術と、分散したデータが効

率的に処理されるように処理とデータを適切に配備する技術を新たに開発し、これらを活用するこ

とにより、データの増大に対応できる拡張性を有するとともに、ハードウェア資源の性能を最大限に

活用できるコンピューティング基盤技術を開発しました。

　これにより、大量の情報を活用した高度なサービスを実現することが可能になります。

(注) 本成果の一部は、平成21年度から当社が参画している、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構　   

（NEDO）の「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジェクト（グリーンITプロジェクト）」にお

     ける研究開発の成果です。

　

（キャリアネットワーク事業）

LTE基地局に対応したネットワーク自己最適化技術の開発

携帯電話は、基地局と呼ばれる装置と電波を用いて信号をやり取りすることで通信を行います。

近年携帯電話におけるデータ通信量が増加していますが、これに対応するためには、通信範囲の広い

基地局に加え、狭い通信範囲をカバーする基地局を高い密度で設置することが必要となります。

このような2種類の基地局が混在する環境で通信品質を保つためには、それぞれの基地局におけ

る送信電力や、端末の移動に伴い最寄りの基地局を切り替えるハンドオーバの設定を適切に行う必

 要があります。現在、これらの設定は手動で行われていますが、多数の基地局の増設や既設の基地

 局の設定変更は容易ではありません。

当社は、端末の分布や移動状況を自動的に認識し、基地局における設定を自動的に最適化するSON
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（Self Organizing Network）技術を開発しました。これにより、端末の密集したエリアや高速移動

中でも安定した高速通信が容易となります。

当社は、この技術を、次世代の移動通信規格として商用化が進んでいるLTE（Long Term

Evolution）に基づく通信装置に順次採用していく計画です。

　   

（社会インフラ事業）

被写体の動きを含む映像を高速でデジタル処理し、被写体が本来持つ緻密さを、解像度を高めながら復

元することができる複数枚超解像技術を開発

  地上波アナログ放送用の映像は解像度が低いため、過去の番組をそのままハイビジョンで放送し

ようとすると、映像にぼやけやちらつきが生じます。

　現在、解像度を高める方法として、超解像技術と呼ばれる画像処理技術が用いられていますが、多く

の動く被写体が含まれる映像の処理が難しいうえ、処理に時間がかかるといった問題があります。　

　そこで、当社は、映像中の被写体すべての動きを高速かつ高精度に処理し、撮影により失われた被写

体本来が有している緻密さを推定し、正確に復元する複数枚超解像技術を開発しました。本技術によ

り、映像の背景だけでなく、映像中のすべての動く被写体を、高速かつ高精細に復元することができ

ます。

　当社は、本技術の2、3年後の製品化を目指すとともに、映像監視をはじめとするパブリックセーフ

ティ事業などへの展開を進めていきます。

(注) 「複数枚超解像技術」とは、超解像技術の1方式で、連続する複数枚のフレームを参照し、より高精度な復元　　

　　 を行う技術です。

　

（パーソナルソリューション事業）

携帯電話機で動画を撮影する際に発生する雑音を抑圧する技術を開発し、携帯電話機「N-04B」に　　採

用

　携帯電話機で動画を撮影する際にオートフォーカス機能を作動させた場合、携帯電話機のマイクが

モーターなどの作動音を拾い、録音品質が下がるという問題がありました。

　そこで、当社は、動画撮影時のオートフォーカスにより生じる雑音を抑圧し、携帯電話機のカメラに

よる動画撮影時においても、動いている被写体に自動でピントを合わせ続ける「コンティニュアス

オートフォーカス」を実現しました。

　今回新たに開発した技術は、事前に作成した雑音のモデル(疑似雑音)を実際に録音された音から減

算することで雑音を抑圧します。また、擬似雑音と実際の雑音の差がより小さくなるように、動作時

に擬似雑音の修正を繰り返すことで、端末特性の個体差や経年変化に自動的に対応します。加えて、

動画撮影時の周囲の雑音（環境雑音）についても、オートフォーカスにより生じる雑音と同時に抑

えます。

　当社は、今後も雑音抑圧技術の研究開発を進めるとともに、本技術の携帯電話機およびデジタルカ

メラ市場等への普及をはかってまいります。
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（その他）

次世代ユビキタス端末への応用が可能な有機ラジカル電池の開発

　有機ラジカル電池とは、プラスチックの一種である有機ラジカルポリマーを用いた二次電池で　す。

有機ラジカルポリマーは、電解液を加えると柔らかいゲル状になるため、これを利用した有機ラジカ

ル電池は、薄いだけでなく、曲げることも可能です。また、カドミウムや鉛など、従来の二次電池に用

いられている重金属を使用しないため、環境にやさしい二次電池として期待されています。

　当社では、電極の負極部分に炭素材料を採用することで、市販のリチウムイオン二次電池と同様の

充電と放電を繰り返しても初期の電池容量を十分に保つことができる有機ラジカル電池を開発しま

した。高い導電性を持つ新たな電極（正極）を開発したことで、平成21年に当社が発表した有機ラジ

カル電池に比べ出力を1.4倍に向上させ、高機能ICカードなどの次世代ユビキタス端末での利用に一

歩近づきました。

　当社は、これら一連の成果が認められ、平成23年3月に第10回グリーン・サステイナブルケミスト

リー賞の文部科学大臣賞を受賞しました。

(注) 本成果の一部は、経済産業省と独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「先端機能発現　

　　 型新構造繊維部材基盤技術の開発」における研究開発の成果です。

　

　当連結会計年度におけるＮＥＣグループ全体の研究開発費は、176,514百万円であり、セグメントごと

の内訳は、次のとおりです。

ITサービス事業 7,606百万円

プラットフォーム事業 39,050百万円

キャリアネットワーク事業 50,659百万円

社会インフラ事業 8,309百万円

パーソナルソリューション事業 51,385百万円

その他 19,505百万円
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析における将来に関する事項は、当連結会計

年度末(平成23年3月31日)においてＮＥＣグループが判断したものです。連結財務諸表の作成には、期

末日における資産、負債、偶発資産および偶発債務ならびに会計期間における収益および費用に影響を

与えるような見積りや仮定を必要とします。結果として、このような見積りと実績が異なる場合があり

ます。

(1）当社の概要（主な事業内容）および経営成績に重要な影響を与える要因

　ＮＥＣグループは、「ＮＥＣグループビジョン２０１７」を掲げ、「人と地球にやさしい情報社会

をイノベーションで実現するグローバルリーディングカンパニー」を目指しています。ＮＥＣグ

ループは、平成22年2月に、「ITとネットワークの融合を軸とした顧客志向のソリューションで、ＮＥ

Ｃグループビジョン２０１７を目指す」との中期経営方針を決定し、中期経営計画「Ｖ２０１２

-Beyond boundaries, Toward our Vision-」を策定しました。初年度である当期は、Ｖ２０１２の3

つの重点施策である「Ｃ＆Ｃクラウド戦略の推進」、「グローバル事業の拡大」および「新規事業

の創出」に取り組みました。

　ＮＥＣグループの売上は、5つの主要なセグメントであるITサービス事業、プラットフォーム事業、

キャリアネットワーク事業、社会インフラ事業およびパーソナルソリューション事業から生じます。

当連結会計年度において、ＮＥＣグループの売上高の25.8%がITサービス事業、12.1%がプラット

フォーム事業、19.4%がキャリアネットワーク事業、10.2%が社会インフラ事業、24.6%がパーソナルソ

リューション事業によるものです。(各セグメントの売上高比率は、各セグメントの外部顧客に対す

る売上高に基づき算出しています。)

　各セグメントの製品およびサービス等の概要は次のとおりです。

　ITサービス事業の売上は、主に官公庁や企業向けに、システム・インテグレーション(システム構

築、コンサルティング)、サポート(保守)、アウトソーシングおよびクラウドサービス(データセン

ター、IT運用管理)などの提供によるものです。

　プラットフォーム事業の売上は、PCサーバ、UNIXサーバ、メインフレーム、スーパーコンピュータ、ス

トレージ、ATM、IPテレフォニーシステム、WAN・無線アクセス装置、LAN製品、ソフトウェア(統合運用

管理、アプリケーションサーバ、セキュリティ、基本ソフトウェア(OS)、データベース)などの製造お

よび販売によるものです。

　キャリアネットワーク事業の売上は、主に通信事業者向けネットワークインフラ(基幹ネットワー

クシステム、アクセスネットワークシステム)、通信事業者向けサービス・マネジメント(ネットワー

ク運用支援システム(OSS)、事業支援システム(BSS)、ネットワーク制御基盤、サービス提供基盤)の製

造および販売によるものです。

　社会インフラ事業の売上は、放送映像システム(デジタルTV送信機)、制御システム(郵便・物流自動

化システム)、交通・公共システム(列車無線システム)、消防・防災システム(消防指令台システム)、

航空宇宙・防衛システム(航空管制システム、非冷却赤外線センサ)の製造および販売によるもので

す。

　パーソナルソリューション事業の売上は、携帯電話機、スマートフォン、パソコン、タブレット端末、

モバイルルータ、無線ルータの製造および販売ならびにインターネット・サービス「BIGLOBE」、

ディスプレイソリューション(モニタ、プロジェクタ、デジタルサイネージ向けパブリックディスプ

レイ)の提供などによるものです。
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　ITサービス、プラットフォーム、キャリアネットワークおよび社会インフラ事業の業績は、景気動向

およびIT投資の動向や通信事業者の投資動向等に左右されます。パーソナルソリューション事業の

業績は、通信事業者の事業戦略、企業および個人の需要などに左右されます。　

　経営成績に重要な影響を与えるその他の要因につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状

況　４　事業等のリスク」に記載のとおりです。 

(2）重要な会計方針および見積り

　経営陣は、次の重要な会計方針の適用における見積りや仮定が連結財務諸表に重要な影響を与える

と考えています。

①　連結財務諸表の作成方法

　当社の連結財務諸表は、金融商品取引法の規定およびわが国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に従って作成しています。

②　収益認識

　収益認識については、原則として、検収基準で売上を計上しています。受注制作のソフトウェア取

引については、取引の実在性を要件として、顧客の側で契約内容に応じて、成果物がその一定の機

能を有することについての確認が行われることにより成果物の提供が完了することとなるため、

検収に基づいて収益を認識しています。分割検収においては、最終的なプログラムの完成前であっ

ても、分割された契約の単位の内容が一定の機能を有する成果物の提供となり、かつ顧客との間

で、納品日、入金条件等について事前の取決めがあったうえで、当該成果物提供の完了が確認され、

その見返りとしての対価が成立している場合には、収益を認識しています。ソフトウェアと関連

サービスの複合取引や、ハードウェアとソフトウェアの販売において、その両者が有機的一体とし

て機能しないケースなど、複数の取引が1つの契約とされている場合、管理上の適切な区分に基づ

き、サービスの内容や、その各々の金額の内訳が顧客との間で明らかにされている場合には、契約

上の対価を適切に分解して、ハードウェアやソフトウェアといった財については各々の成果物の

提供が完了した時点で、また、サービスについては提供期間にわたる契約の履行に応じて収益認識

を行っています。なお、一方の取引が他方の主たる取引に付随して提供される場合には、その主た

る取引の収益認識時点に一体として会計処理することがあります。

　また、複数の企業を介するソフトウェア関連取引において、委託販売で手数料収入のみを得るこ

とを目的とする取引の代理人のように、一連の営業過程における仕入および販売に関して通常負

担すべき瑕疵担保リスク、在庫リスクや信用リスクなどを負っていない場合には、収益の純額表示

を行っています。

　プロジェクトの見積りコストが収入見込額を上回るものについては、回収可能額を査定し、回収

不能額を損失計上しています。また、客先納品後の瑕疵補修費用等の支出に備えるため、過去の実

績率に基づいた見積額および追加原価の発生可能性を個別に評価した見積額を製品保証引当金と

して計上しています。将来、当該プロジェクトにおいてこれらの見積りコストが増加した場合に

は、追加の費用が生じる可能性があります。（⑩参照）
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③　貸倒引当金

　貸倒引当金については、回収不能見込額を計上しています。回収不能見込額は、一般債権について

は貸倒実績率を用い、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して計上し

ています。将来発生すると予想される貸倒損失に対して適正な引当金を計上していますが、顧客の

財政状態が悪化した場合には、貸倒引当金を追加計上する可能性があります。

④　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産は、取得原価または正味売却価額のいずれか低い価額で計

上しています。商品及び製品については、注文生産品は主として個別法、標準量産品は主として先

入先出法で評価しています。仕掛品については、注文生産品は主として個別法、標準量産品は主と

して総平均法で評価しています。原材料及び貯蔵品は、主として先入先出法により評価していま

す。営業循環過程から外れた滞留または処分見込等のたな卸資産は、合理的に算定された価額によ

ることが困難な場合には、正味売却価額まで切り下げる方法に代えて、帳簿価額を処分見込価額ま

で切り下げる方法または一定の回転期間を超える場合、規則的に帳簿価額を切り下げる方法に

よっております。正味売却価額が著しく下落した場合には、たな卸評価損の追加計上の可能性があ

ります。

⑤　有形固定資産

　有形固定資産については、主として定率法を採用しています。借手側となるファイナンス・リー

ス取引については、通常の売買取引に準じて、固定資産として計上し、リース期間にわたって主と

して定率法により償却しています。耐用年数は、当該資産の区分、構造および機能に応じて見積ら

れていますが、将来、技術革新等による設備の陳腐化や事業撤退による不要設備の発生等により、

見積耐用年数が当初見込を下回る場合には、臨時の損失が発生する可能性があります。また、資産

をグルーピングした各事業の業績見込の悪化により、将来キャッシュ・フロー見込額が減少した

場合には、減損損失が発生する可能性があります。

⑥　ソフトウェア

　市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（主として3年以内）における見込販売

数量または見込販売収益に基づいた償却方法を採用しています。見込販売数量は、実現可能性のあ

る販売計画に基づいて算出されていますが、事業環境の変化等により、販売数量が当初販売計画を

下回った場合には、一時期に損失が発生する可能性があります。

　自社利用目的のソフトウェアについては、見込利用可能期間（最長5年）に基づく定額法を採用

しています。将来、見込利用可能期間が当初見込を下回る場合には、減損損失が発生する可能性が

あります。

⑦　のれん

　のれんについては、20年以内の効果がおよぶ期間で均等償却しています。当初見込んだ効果のお

よぶ期間の途中において、買収事業の収益力が低下した場合や買収事業の撤退があった場合には、

減損損失が発生する可能性があります。
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⑧　投資有価証券

　その他有価証券のうち時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法で評価し

ています。評価差額については全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しています。また、時価のないものについては、移動平均法による原価法で評価しています。時価も

しくは実質価額が著しく下落した場合には、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損

しています。将来、時価または実質価額が著しく下落し、回復が見込めない場合には、臨時の損失が

発生する可能性があります。

⑨　繰延税金資産

　ＮＥＣグループが計上している繰延税金資産は、繰越欠損金および将来減算一時差異に関するも

ので、すべて将来の課税所得を減額する効果を持つものです。市況の後退または経営成績の悪化な

どの事象により、ＮＥＣグループが現在計上している繰延税金資産の全額または一部について回

収可能性が低いと判断した場合、繰延税金資産の額が減額される可能性があります。また、法人税

率の引下げ等の租税法令の改正や会計基準の変更がなされた場合においても、ＮＥＣグループの

繰延税金資産の額が減額される可能性があります。かかる減額は、その調整が行われた期間におけ

るＮＥＣグループの利益に悪影響を与えます。

⑩　製品保証引当金

　ＮＥＣグループは、製品販売後または受託開発プログラム引渡後、契約に基づき一定期間無償で

修理・交換を行う製品を扱っており、製品保証引当金については、売上高等に対する過去の実績率

や追加原価の発生可能性を個別検証した結果を基礎として見積額を計上しています。開発、製造、

出荷の各段階において、品質管理の強化および品質向上に努めていますが、見積額を上回る不具合

や瑕疵があった場合は、追加で費用が発生する可能性があります。

⑪　工事契約等損失引当金

　採算性の悪化した受注制作のソフトウェアおよび工事契約等に係る将来の損失に備えるため、翌

連結会計年度以降に発生することとなる損失見込額を計上しています。将来、契約ごとに採算性の

変化があった場合には、追加で損益が発生する可能性があります。

⑫　事業構造改善引当金

　事業構造改革に伴い発生する費用および損失に備えるため、その発生見込額を計上しています。

将来、事業構造改革の規模が想定と異なることとなった場合には、追加で損益が発生する可能性が

あります。

⑬　偶発損失引当金

　訴訟や係争案件等の将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、偶発事象ごとに個別のリ

スクを検討し、合理的に算定した損失見込額を計上しています。将来、偶発事象ごとに情勢の変化

があった場合には、追加で損益が発生する可能性があります。
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⑭　退職給付債務

　ＮＥＣグループが計上している退職給付債務および前払年金費用は、割引率や期待運用収益率な

どの数理計算上の前提に基づいて算出されています。数理計算上の前提と実績に乖離が生じた場

合、退職給付債務が増加する可能性があります。

⑮　電子計算機買戻損失引当金

　電子計算機の買戻時の損失の補てんに充てるため、過去の実績に基づいて算出した買戻損失発生

見込額を計上しています。将来、顧客の利用動向が変化した場合には、追加で費用が発生する可能

性があります。

⑯　リサイクル費用引当金

　リサイクル費用引当金については、国内連結子会社において、PCリサイクル制度に基づき、販売し

た家庭用パーソナルコンピュータ回収時のリサイクル費用の支出に備えるため、出荷台数と回収

率を基に当該発生見積額を計上しています。なお、連結会計年度ごとに、JEITA（㈳電子情報技術産

業協会）の報告書および当社の連結子会社の回収再資源化実績等を用いて、引当にかかる係数を

毎期見直ししていることから、臨時の損益が発生する可能性があります。

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

※当社は、当連結会計年度から、セグメントを変更しています。

また、前連結会計年度との比較数値については、前連結会計年度の数値を新たなセグメントに組替

えて表示しています。

 

　当連結会計年度の連結売上高は、3兆1,154億円と前連結会計年度に比べ4,677億円(13.1%)減少しま

した。これは、ＮＥＣグループで半導体事業を行ってきたＮＥＣエレクトロニクス㈱（現ルネサスエ

レクトロニクス㈱）が連結子会社でなくなったことや国内におけるIT投資の回復遅れ、震災の影響

などによるものです。

　収益面につきましては、連結営業損益は、前連結会計年度に比べ69億円改善し、578億円の利益とな

りました。これは、ITサービス事業やパーソナルソリューション事業における営業損益が悪化したも

のの、前連結会計年度において営業損失を計上したＮＥＣエレクトロニクス㈱が連結子会社でなく

なったことやプラットフォーム事業における営業損益が改善したことなどによるものです。

　連結経常損益は、前連結会計年度に比べ494億円悪化し、0.4億円の利益となりました。これは、営業

損益が改善したものの、持分法による投資損失を計上したことなどによるものです。

　税金等調整前当期純損益は、前連結会計年度に比べ713億円悪化し、157億円の損失となりました。こ

れは、経常損益の悪化に加え、関係会社株式売却益の減少などにより特別損益が悪化したことによる

ものです。

　また、連結当期純損益は、法人税等調整額の減少による改善があったものの、税金等調整前当期純損

益が悪化したことなどにより、前連結会計年度に比べ239億円悪化し、125億円の損失となりました。
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　セグメント別実績については次のとおりです。なお、各セグメント別の売上高については、外部顧客

に対する売上高を記載しています。

 

ａ.ITサービス事業

売上高 8,042億円(前連結会計年度比　　　7.2%減)

営業損益 214億円(　　　　同　　　 318億円悪化)

　ITサービス事業の売上高は、クラウドサービスやアウトソーシングが堅調に推移しましたが、国内

におけるIT投資の回復遅れや大型案件の減少などの影響により、前連結会計年度に比べ621億円

(7.2%)減少し、8,042億円となりました。

　営業損益は、売上の減少や価格競争の激化による収益性の悪化、不採算案件の増加などにより、前連

結会計年度に比べ318億円悪化し、214億円の利益となりました。

 

ｂ.プラットフォーム事業

売上高 3,758億円(前連結会計年度比　　　0.6%増)

営業損益 89億円(　　　　同　　　 106億円改善)

　プラットフォーム事業の売上高は、サーバなどハードウェアが減少したものの、ソフトウェアが堅

調に推移したことなどにより、前連結会計年度に比べ21億円(0.6%)増加し、3,758億円となりました。

　営業損益は、売上の増加や継続的な費用削減などにより、前連結会計年度に比べ106億円改善し、89

億円の利益となりました。

 

ｃ.キャリアネットワーク事業

売上高 6,054億円(前連結会計年度比　　　3.5%減)

営業損益 407億円(　　　　同　 　　 94億円改善)

　キャリアネットワーク事業の売上高は、国内向け無線通信機器やケーブルテレビ関連システムなど

が増加しましたが、為替変動の影響や海洋システムの契約手続の遅れなどにより、前連結会計年度に

比べ220億円(3.5%)減少し、6,054億円となりました。

　営業損益は、費用の効率化に加え、年度後半からの売上増加により、前連結会計年度に比べ94億円改

善し、407億円の利益となりました。

 

ｄ.社会インフラ事業

売上高 3,188億円(前連結会計年度比　　　0.7%増)

営業損益 146億円(　　　　同　　　　71億円悪化)

　社会インフラ事業の売上高は、航空宇宙・防衛システム分野などが減少したものの、交通、消防など

社会システム分野が堅調に推移したことなどにより、前連結会計年度に比べ22億円(0.7%)増加し、

3,188億円となりました。

　営業損益は、原価低減に努めたものの、前連結会計年度に収益性の高い案件があったことや社会シ

ステム分野における開発・販売体制の強化に向けた費用の増加などの影響により、前連結会計年度

に比べ71億円悪化し、146億円の利益となりました。
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ｅ.パーソナルソリューション事業

売上高 7,665億円(前連結会計年度比　　　3.9%増)

営業損益 △19億円(　　　　同 　　　208億円悪化)

　パーソナルソリューション事業の売上高は、携帯電話機の販売不振の影響があったものの、㈱カシ

オ日立モバイルコミュニケーションズとの事業統合効果や海外ディスプレイ事業の好調などによ

り、前連結会計年度に比べ288億円(3.9%)増加し、7,665億円となりました。

　営業損益は、携帯電話機の販売不振およびスマートフォンや新端末の開発費用の増加などにより、

前連結会計年度に比べ208億円悪化し、19億円の損失となりました。

 

ｆ.その他

売上高 2,447億円(前連結会計年度比　 　63.0%減)

営業損益 73億円(　　　　同　　　 522億円改善)

　その他の売上高は、半導体事業を行ってきたＮＥＣエレクトロニクス㈱が連結子会社でなくなった

ことなどにより、前連結会計年度に比べ4,166億円(63.0%)減少し、2,447億円となりました。

　営業損益は、前連結会計年度に営業損失を計上したＮＥＣエレクトロニクス㈱が連結子会社でなく

なったことなどにより、前連結会計年度に比べ522億円改善し、73億円の利益となりました。
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(4）流動性と資金の源泉

　ＮＥＣグループは、手許流動性、すなわち、現金及び現金同等物と複数の金融機関との間で締結し

たコミットメントライン契約の未使用額との合計額を今後の事業活動のための適切な水準に維持

することを財務活動の重要な方針としています。当連結会計年度末は、現金及び現金同等物2,039

億円、コミットメントライン未使用枠2,499億円、合計4,538億円の手許流動性を確保し、必要な流

動性水準を維持しました。なお、現金及び現金同等物は主に円貨であり、その他は米ドルやユーロ

などの外国通貨です。

　また、ＮＥＣグループは、短期・長期の資金所要を満たすのに十分な調達の枠を維持しています。

まず短期資金調達では、その多くを国内コマーシャル・ペーパーの機動的な発行で賄っており、

5,150億円の発行枠を維持しています。さらに、不測の短期資金需要の発生やコマーシャル・ペー

パーによる調達が不安定になった場合の備えとして、コミットメントライン枠計2,550億円を維持

し、常時金融機関からの借入れが可能な体制を敷いています。このうち800億円については、平成26

年3月までの契約期間において、短期借入を実行できるコミットメントラインとなります。一方、長

期資金調達では、国内普通社債の発行枠3,000億円を維持しています。

　なお、当社は平成22年6月、当期中の借入金返済および社債償還に必要な資金に充当するため、国

内において無担保社債総額1,000億円を発行し、更に、平成22年12月、当期中の借入金返済のために

発行したコマーシャル・ペーパー償還に必要な資金に充当するため、国内において無担保社債総

額500億円を発行しました。

　負債構成の考え方に関しては、必要資金の安定的な確保の観点から、十分な長期資金の確保、およ

びバランスのとれた直接・間接調達比率の維持を当面の基本方針としており、その状況を示すと

次のとおりです。

　

 前連結会計年度末 当連結会計年度末
長期資金調達比率　*1 60.1％ 51.1％
直接調達比率　*2 41.1％ 68.3％
*1　長期資金調達比率は、社債、長期借入金およびその他（1年超のリース負債）の合計を有利子負債で除して計

算したものです。

*2　直接調達比率は、社債（1年以内償還予定を含む）およびコマーシャル・ペーパーの合計を有利子負債で除し

て計算したものです。

　当連結会計年度末の長期資金調達比率は51.1%、直接調達比率は68.3%となりました。

 

(5）キャッシュ・フローの状況について

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　１　業績等の概

要」に記載のとおりです。

(6）経営戦略と今後の方針について

　経営戦略と今後の方針につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　３　対処すべき課

題」に記載のとおりです。
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第３【設備の状況】
　

　
　

１【設備投資等の概要】

　当社および連結子会社の当連結会計年度の設備投資(金額には消費税等を含まない。)の内訳は、次の

とおりです。

 セグメントの名称  当連結会計年度  
前連結会計
年度比

ITサービス事業  3,598百万円  18.0％減

プラットフォーム事業  3,266百万円  32.0％増

キャリアネットワーク事業  6,297百万円  37.0％増

社会インフラ事業  3,458百万円  51.0％減

パーソナルソリューション事業  7,776百万円  55.1％増

その他  28,455百万円  52.2％減

合計  52,850百万円  36.4％減

　ITサービス事業では、クラウドサービス関連設備への投資等を行いました。

　プラットフォーム事業では、サーバ・ストレージなどのコンピュータの開発設備および生産設備なら

びにキーテレフォン・POSなどの端末機器の生産設備への投資等を行いました。

　キャリアネットワーク事業では、次世代移動通信システムなどの開発設備および生産設備への投資等

を行いました。

　社会インフラ事業では、防衛システムおよび衛星システムなどの開発設備および生産設備への投資等

を行いました。

　パーソナルソリューション事業では、携帯電話機およびスマートフォンの開発設備および生産設備な

らびにインターネット・サービス「BIGLOBE」関連設備への投資等を行いました。

　その他事業では、自動車用リチウムイオン二次電池用の電極の生産設備および玉川事業場新ビル建設

への投資等を行いました。

 

　また、所要資金については主に自己資金および借入金を充当しています。
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２【主要な設備の状況】

　ＮＥＣグループにおける主要な設備は、次のとおりです。

(1）提出会社の状況

事業場名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

区分 土地 建物
機械及び
装置

その他 投下資本計
従業員数
(人)

玉川事業場
　
(神奈川県
川崎市
中原区)

キャリアネット

ワーク事業

パーソナルソ

リューション事業

その他

通信機器生
産および研
究開発設備

簿価

(百万円)
39 21,845 1,859 6,650 30,393

3,257
面積

(㎡)

141,152
(30,169)

                

府中事業場
　
(東京都
府中市)

プラットフォーム

事業

社会インフラ事業

コンピュー
タおよび通
信機器生産
設備

簿価

(百万円)
608 11,895 4,626 8,833 25,962

3,526
面積

(㎡)

219,727

(-)
                

相模原事業場
　
(神奈川県
相模原市)

その他
研究開発設
備

簿価

(百万円)
2,690 9,186 1,127 740 13,743

53
面積

(㎡)

193,865
(3,754)

                

我孫子事業場
　
(千葉県
我孫子市)

キャリアネット

ワーク事業

通信機器生
産設備

簿価

(百万円)
7,264 6,172 2,082 3,219 18,737

842
面積

(㎡)

309,323
(4,920)

                

本社、支社
支店、営業所
　
(東京都
港区等)

ITサービス事業

プラットフォーム

事業

キャリアネット

ワーク事業

パーソナルソ

リューション事業

その他

その他設備

簿価

(百万円)
35,93231,345 871 16,99785,145

16,257

面積

(㎡)

883,760
(24,220)

                

　(注) １　括弧内数字は借用中のもので外数を示しています。

２　「その他」欄は構築物、車両運搬具、工具、器具及び備品です。

３　上表には貸与中の土地68,083㎡、建物433,333㎡を含んでおり、主要な貸与先はルネサスエレクトロニクス㈱などの関係会社です。
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(2）国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価格(百万円)
従業
員数
(人)

建物および
構築物

機械及び
装置、工具
器具及び
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

ＮＥＣフィー
ルディング㈱

東京都
港区等

ITサービス
事業

保守サービ
ス事業等実
施のための
設備

2,658 284
1,097
(45,844)

689 4,730 5,576

ＮＥＣコン
ピュータテク
ノ㈱

山梨県
甲府市等

プラット
フォーム事
業

コンピュー
タ等の生産
設備

6,108 859
3,570

(225,294)
40 10,577 771

ＮＥＣネッツ
エスアイ㈱

東京都
文京区等

キャリアネッ
トワーク事業

事務所、厚生
施設および
事務機器

3,476 2,004
2,424
(29,325)

121 8,025 4,344

山梨日本電気
㈱

山梨県
大月市

〃
通信機器　お
よび部品の
生産設備

3,468 1,091
1,498
(48,001)

－ 6,057 234

㈱オーシー
シー

福岡県
北九州市等

〃
通信機器
および部品
の生産設備

257 743
4,672

(296,371)
38 5,709 241

日本アビオニ
クス㈱

神奈川県
横浜市等

社会インフラ
事業

情報システ
ム製品およ
び電子機器
製品の生産
設備

566 432
3,342
(27,453)

32 4,372 713

ＮＥＣパーソ
ナルプロダク
ツ㈱

山形県
米沢市等

パーソナルソ
リューション
事業

パソコン等
の生産設備

3,154 1,520
2,591

(147,639)
59 7,324 2,006

ＮＥＣビッグ
ローブ㈱

東京都
品川区

〃

インター
ネットサー
ビス事業等
の提供のた
めの設備

1,763 4,570 － 419 6,752 600

埼玉日本電気
㈱

埼玉県
児玉郡
神川町

〃
通信機器　お
よび部品の
生産設備

1,882 2,587
1,562
(59,908)

29 6,060 823

ＮＥＣエナ
ジーデバイス
㈱

神奈川県
相模原市

その他

大容量リチ
ウムイオン
電池および
電極の生産
設備

2,454 10,658 － 3,224 16,336 349

ＮＥＣトーキ
ン㈱

宮城県
仙台市等

〃
電子部品の
生産設備

5,286 4,937
3,822

(368,682)
672 14,717 1,530

ＮＥＣファシ
リティーズ㈱

東京都
港区

〃
土地、建物
および環境
設備

2,562 139
4,592
(49,204)

7 7,300 1,376

 

(3）在外子会社

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価格(百万円)
従業
員数
(人)

建物および
構築物

機械及び
装置、工具
器具及び
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

ＮＥＣコーポ
レーション・
オブ・アメリ
カ社
(同社に連結し
ている子会社5
社を含む)

Irving,
Texas,
U.S.A.

※

指紋システ
ムおよび　通
信機器の営
業用設備

1,172 2,564
535

(87,674)
40 4,311 1,715

(注) ※は、ITサービス事業、プラットフォーム事業、キャリアネットワーク事業および社会インフラ事業のうち、複数の事業のセグメントに属す
る会社です。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度後1年間の設備投資計画金額は、80,000百万円であり、セグメントごとの内訳は、次の

とおりです。

セグメントの名称
平成23年3月末
計画金額(百万円)

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

 ITサービス事業 4,000クラウドサービス関連設備の拡充 自己資金および借入金

 プラットフォーム事業 4,000

サーバ・ストレージなどコン
ピュータの開発および生産の拡充
ならびにキーテレフォン・POSなど
の端末機器の生産の拡充

自己資金および借入金

 キャリアネットワーク事業 8,000
次世代移動通信システムの開発お
よび生産の拡充

自己資金および借入金

 社会インフラ事業 9,000
防衛システムおよび衛星システム
などの開発および生産の拡充

自己資金および借入金

 パーソナルソリューション事業 12,000

携帯電話機およびスマートフォン
の生産拡充ならびにインターネッ
ト・サービス「BIGLOBE」関連設備
の拡充

自己資金および借入金

 その他 43,000
自動車用リチウムイオン二次電池
用の電極の生産の拡充およびその
他研究設備等の拡充

自己資金および借入金

合計 80,000  ―  ―

　(注) 1 金額には消費税等を含みません。

2 経常的な設備更新のための除却・売却を除き、重要な除却・売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】
　

　
　

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 7,500,000,000
計 7,500,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成23年3月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年6月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,604,732,6352,604,732,635

東京証券取引所
大阪証券取引所
名古屋証券取引所
福岡証券取引所
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株

計 2,604,732,6352,604,732,635― ―

　（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成23年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された転換社債の株式への転換を含む。）により発行された株式数は含まれていません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しています。

平成17年6月22日株主総会決議

 
事業年度末現在
(平成23年3月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年5月31日)

新株予約権の数（個） 126 119　
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は1,000株

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 126,000(注)1 119,000(注)1
新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり　601(注)2同左
新株予約権の行使期間 平成19年7月1日～平成23年6月30日同左
新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　601
資本組入額　　　　　　301

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が、新株予約権の行使時
において当社または当社の子会社（上
場会社およびその子会社を除く。）の
取締役、執行役員または従業員の地位
にあることを要する。ただし、権利行使
期間中にかかる地位を喪失した場合、
喪失後1年間に限り当該権利行使期間
内に新株予約権を行使することができ
る。また、平成19年6月30日までにかか
る地位を喪失した場合には、平成19年7
月1日から1年間に限り、新株予約権を
行使することができる。
なお、新株予約権者の相続人は、新株予
約権を行使することはできない。また、
1個の新株予約権の一部につき新株予
約権を行使することはできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合、当社取締
役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― 同左

　（注）１　当社が株式の分割または併合を行う場合は、この新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使

されていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

２　当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(平成14年4月1日改正前商法第341条ノ2に定

める転換社債の転換、平成13年10月1日改正前商法第210条ノ2第2項第3号に定める権利の行使および新株予

約権の行使による場合を含まない。)を行うときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる　1

円未満の端数は切り上げる。

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
払込価額

＝
調整前
払込価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

また、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合は、払込価額は、次の算式により調整される

ものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後
払込価額

＝
調整前
払込価額

×
1

分割または併合の比率
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②　当社は、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき新株予約権を発行しています。

平成18年6月22日株主総会決議

 
事業年度末現在
(平成23年3月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年5月31日)

新株予約権の数（個） 174 164
新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は1,000株

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 174,000(注)1 164,000(注)1
新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり　600(注)2同左
新株予約権の行使期間 平成20年8月1日～平成24年7月31日同左
新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　600
資本組入額　　　　　300

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が、新株予約権の行使時
において当社または当社の子会社（上
場会社およびその子会社を除く。）の
取締役、執行役員または従業員の地位
にあることを要する。ただし、権利行使
期間中にかかる地位を喪失した場合、
喪失後1年間に限り当該権利行使期間
内に新株予約権を行使することができ
る。また、平成20年7月31日までにかか
る地位を喪失した場合には、平成20年8
月1日から1年間に限り、新株予約権を
行使することができる。
なお、新株予約権者の相続人は、新株予
約権を行使することはできない。また、
1個の新株予約権の一部につき新株予
約権を行使することはできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合、当社取締
役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― 同左
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― 同左

　（注）１　当社が株式の分割または併合を行う場合は、この新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使

されていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割または併合の比率

２　当社が時価を下回る払込金額で募集株式の発行等(平成14年4月1日改正前商法第341条ノ2に定める転換社債

の転換、平成13年10月1日改正前商法第210条ノ2第2項第3号に定める権利の行使および新株予約権の行使に

よる場合を含まない。)を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は

切り上げる。

    既発行
株式数

＋
募集株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
払込価額

＝
調整前
払込価額

×
1株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 募集株式数

また、新株予約権発行後、株式の分割または併合が行われる場合は、払込価額は、次の算式により調整される

ものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後
払込価額

＝
調整前
払込価額

×
1

分割または併合の比率
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③　当社は、平成14年4月1日改正前商法第341条ノ2の規定に基づき転換社債を発行しています。当該転換社債の残高、

転換価格および資本組入額は次のとおりです。

無担保第10回転換社債(平成8年4月15日発行)

 
事業年度末現在
(平成23年3月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年5月31日)

転換社債の残高(百万円) 97,669同左
転換価格(円) 1,250同左
資本組入額(円) 1株につき　625同左

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成18年5月1日
（注）1

33,6302,029,553 ― 337,821 10,019 422,377

平成18年4月1日～
平成19年3月31日
（注）2

1 2,029,555 0.9 337,822 0.9 422,378

平成19年4月1日～
平成20年3月31日
（注）2

177 2,029,732 117 337,940 117 422,496

平成21年7月30日
（注）3

― 2,029,732 ― 337,940△422,496 ―

平成21年11月26日
（注）4

537,5002,567,23255,395 393,334 55,395 55,395

平成21年12月24日
（注）5

37,5002,604,7323,865 397,199 3,865 59,260

　（注）１　ＮＥＣインフロンティア㈱との株式交換による増加です。

２　全て転換社債の転換による増加です。

３　会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものです。

４　募集による新株式発行

発行価格（募集価格）  215円

発行価額（払込金額）  206.12円

資本組入額   　　　　 103.06円

５　第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当）による新株式発行

発行価格            　206.12円

資本組入額　　        103.06円

割当先　　　　        大和証券エスエムビーシー㈱

６　株式数が1,000株以上の場合は、千株未満を切り捨てしています。

７　平成23年4月1日から平成23年5月31日までの間に、転換社債の転換はありませんでした。
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(6) 【所有者別状況】

 平成23年3月31日現在

区分

株式の状況(1単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 138 107 2,186 537 95 254,695257,759 ―

所有株式数
(単元)

62 700,43576,808109,533659,0443661,047,9322,594,18010,552,635

所有株式数
の割合(％)

0.00 27.00 2.96 4.22 25.41 0.01 40.40 100 ―

　（注）１　「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ32単

元および217株含まれています。

２　自己株式5,461,748株は、「個人その他」の欄に5,461単元、「単元未満株式の状況」の欄に748株を、それぞれ

含めて記載しています。

 

 

(7) 【大株主の状況】

 平成23年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番3号 115,740 4.44

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 109,153 4.19

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - 
TREATY CLIENTS
（常任代理人 香港上海銀行東京支
店）

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000
AUSTRALIA
（東京都中央区日本橋三丁目11番1号）

71,632 2.75

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口9）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 50,402 1.94

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口4）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 47,029 1.81

ＮＥＣ従業員持株会 東京都港区芝五丁目7番1号 46,442 1.78

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目6番6号
日本生命証券管理部内

41,977 1.61

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 41,000 1.57
STATE STREET BANK WEST CLIENT -
TREATY
（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行 決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY,
MA 02 171, U.S.A.
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

23,413 0.90

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（住友信託銀行再信託分・
住友電気工業株式会社退職給付信託
口）

東京都中央区晴海一丁目8番11号 22,880 0.88

計 ― 569,670 21.87

　（注）１　「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）」、「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口）」、「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）」および「日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信託口4）」の所有株式は、当該各社の信託業務にかかる株式です。

２　千株未満を切り捨てしています。

３　三井住友トラスト・ホールディングス株式会社が提出した平成23年5月19日付大量保有報告書の写しが送付

され、平成23年5月13日現在、132,098千株（株式所有割合5.07％）の当社株式を所有している旨の報告があ

りましたが、当社として実質所有株式数の確認ができていません。
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(8) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 ― ― ―
議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―
議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式      5,461,000

― 単元株式数は1,000株
（相互保有株式）
普通株式        912,000

完全議決権株式(その他) 普通株式  2,587,807,0002,587,807 同上
単元未満株式 普通株式     10,552,635― ―
発行済株式総数 2,604,732,635― 単元株式数は1,000株
総株主の議決権 ― 2,587,807 ―

　（注）１　「完全議決権株式(その他)」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式32,000株(議決権32個)が含まれていま

す。

２　単元未満株式のうち自己株式および相互保有株式の明細は次のとおりです。

所有者の名称  所有株式数（株）
日本電気㈱ 　 748
ＮＥＣインフロンティア㈱ 　 966

②【自己株式等】

 平成23年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本電気㈱ 東京都港区芝五丁目7番1号 5,461,000 0 5,461,0000.21

ＮＥＣインフロンティア㈱
神奈川県川崎市高津区北見
方二丁目6番1号

743,000 0 743,0000.03

㈱シンシア
東京都品川区南大井六丁目
26番3号

72,000 0 72,000 0.00

日通工エレクトロニクス㈱
長野県須坂市大字小河原
2031番地の1

62,000 0 62,000 0.00

テクノ・マインド㈱
宮城県仙台市宮城野区榴岡
一丁目6番11号

20,000 0 20,000 0.00

三和エレクトロニクス㈱
神奈川県川崎市中原区新丸
子東二丁目977番地

12,000 0 12,000 0.00

㈱コンピュータシステム研
究所

東京都台東区柳橋一丁目1
番12号

3,000 0 3,000 0.00

計 ― 6,373,000 0 6,373,0000.24
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用していました。当該制度は、平成17年6月22日開催の定時株主総会において平

成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、特に有利な条件をもって新株予約権を下記の対

象者に対して発行することが決議されたもの、および平成18年6月22日開催の定時株主総会において会社法第236条

および第238条の規定に基づき、特に有利な条件をもって新株予約権を下記の対象者に対して発行することが決議さ

れたものです。

　当該制度の内容は、次のとおりです。

決議年月日 平成17年6月22日

付与対象者の区分及び人数(名)

取締役
執行役員
事業本部長
執行役員または事業本部長に準じる重要な職責を担う従業員
ＮＥＣグループの事業戦略上重要な国内の子会社(上場会社およびその子
会社を除く。)の常勤の社長
(注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。
株式の数(株) 同上
新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上
新株予約権の行使期間 同上
新株予約権の行使の条件 同上
新株予約権の譲渡に関する事項 同上
代用払込みに関する事項 同上
組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　　（注）付与対象者の人数は、平成17年6月28日の取締役会で次のとおり決議されました。
取締役　15名
執行役員　39名
執行役員に準じる重要な職責を担う従業員　1名
事業本部長および事業本部長に準じる重要な職責を担う従業員　89名
ＮＥＣグループの事業戦略上重要な国内の子会社(上場会社およびその子会社を除く。)の常勤の社長　32名
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決議年月日 平成18年6月22日

付与対象者の区分及び人数(名)

割当日において当社に在任する取締役
割当日において当社に在職する執行役員
割当日において当社に在職する事業本部長
割当日において当社に在職する執行役員および事業本部長に準じる重要
な職責を担う従業員
割当日においてＮＥＣグループの事業戦略上重要な国内の子会社(上場会
社およびその子会社を除く。)に在任する常勤の社長
(注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しています。
株式の数(株) 同上
新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上
新株予約権の行使期間 同上
新株予約権の行使の条件 同上
新株予約権の譲渡に関する事項 同上
代用払込みに関する事項 同上
組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　　（注）付与対象者の人数は、平成18年6月28日および平成18年7月5日の取締役会で次のとおり決議されました。
取締役　15名
執行役員　42名
事業本部長および事業本部長に準じる重要な職責を担う従業員　82名
ＮＥＣグループの事業戦略上重要な国内の子会社(上場会社およびその子会社を除く。)の常勤の社長　34名
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第7号の規定に基づく普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第7号の規定に基づく取得

区分 当事業年度 当期間
取得自己株式数（株） 166,521 3,623
価額の総額（円） 40,030,593 620,115

　（注）「当期間」の欄には、平成23年6月1日から提出日までの単元未満株式の買取による株式数は含まれていません。

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －
合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡し）

25,994 6,186,617 2,068 357,847

保有自己株式数 5,461,748 － 5,463,303 －

　（注）「当期間」の欄には、平成23年6月1日から提出日までの単元未満株式の買増請求による売渡株式数は含まれてい

ません。
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３【配当政策】

　当社は、急激に変動する昨今の経済状況など事業環境の変化に柔軟に対応する必要があることから、各

期の利益状況、翌期以降の見通し、配当性向、設備投資などの内部資金需要等を基準として配当を決定し

ています。

　当事業年度の配当については、当事業年度の利益状況、先行き不透明な事業環境などに鑑み、年間を通じ

て無配としました。

　なお、当社は、機動的な剰余金の配当の実施を可能とするため、取締役会の決議により剰余金の配当を決

定できる旨ならびに剰余金の配当を決定する場合の基準日を毎年3月31日および9月30日の年2回とする

旨を定款に定めています。

　

４【株価の推移】

(1)【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第169期 第170期 第171期 第172期 第173期
決算年月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月
最高(円) 920 670 608 398 316
最低(円) 537 373 213 207 146

　(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

(2)【最近6月間の月別最高・最低株価】

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
1月

2月 3月

最高(円) 245 239 253 261 248 229
最低(円) 216 210 231 230 221 146

　(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 取締役会長 矢　野　　　薫 昭和19年 2月23日生

昭和41年 4月当社入社

※1 102

平成 7年 6月取締役

平成11年 6月常務取締役

平成12年 4月取締役常務

同年　12月 取締役常務兼ＮＥＣネットワーク

ス・カンパニー副社長

平成14年 4月取締役常務兼ＮＥＣネットワーク

ス・カンパニー社長

同年　10月 取締役専務兼ＮＥＣネットワーク

ス・カンパニー社長

平成15年 4月取締役専務

平成16年 6月代表取締役副社長

平成17年 3月代表取締役執行役員副社長

平成18年 4月代表取締役執行役員社長

平成22年 4月代表取締役会長

代表取締役
執行役員

社　　長
遠　藤　信　博 昭和28年11月 8日生

昭和56年 4月当社入社

※1 50

平成17年 7月モバイルネットワーク事業本部副

事業本部長

平成18年 4月執行役員兼モバイルネットワーク

事業本部長

平成21年 4月執行役員常務

同年　 6月 取締役執行役員常務

平成22年 4月代表取締役執行役員社長

代表取締役
執行役員

副 社 長
岩　波　利　光 昭和24年 9月23日生

昭和47年 4月当社入社

※1 65

平成14年 4月ＮＥＣソリューションズ・第一ソ

リューション営業事業本部長

平成15年 6月ＮＥＣソリューションズ（アメリ

カ）社（現ＮＥＣコーポレーショ

ン・オブ・アメリカ社）社長

平成17年 4月執行役員兼第二ソリューション事

業本部長

平成18年 4月執行役員常務

平成19年 6月取締役執行役員常務

平成22年 4月代表取締役執行役員副社長

代表取締役
執行役員

副 社 長
藤　吉　幸　博 昭和24年 7月 9日生

昭和47年 4月当社入社

※1 30

平成16年 4月MCシステム事業本部長

平成17年 4月執行役員兼MCシステム事業本部長

平成18年 4月執行役員兼OMCS事業本部長

平成20年 4月執行役員常務兼OMCS事業本部長

同年　 5月 執行役員常務

平成21年 6月取締役執行役員常務

平成22年 4月代表取締役執行役員副社長

取　締　役
執行役員

専　　務
安　井　潤　司 昭和26年 1月 3日生

昭和48年 4月当社入社

※1 30

平成15年 4月制御システム事業本部長

平成16年 4月執行役員兼第三ソリューション営

業事業本部長

平成17年 4月執行役員兼第四ソリューション事

業本部長

平成18年 4月執行役員

平成20年 4月執行役員常務

同年　 6月 取締役執行役員常務

平成22年 4月取締役執行役員専務
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取　締　役
執行役員

常　　務
峯　野　敏　行 昭和26年 3月 7日生

昭和49年 4月当社入社

※1 21

平成16年10月モバイルソリューション事業本部

副事業本部長

平成18年 4月第二キャリアソリューション事業

本部副事業本部長

同年　 7月 海外キャリアソリューション事業

本部副事業本部長

平成19年 4月執行役員兼ＮＥＣヨーロッパ社社

長

平成21年 4月執行役員常務

平成22年 6月取締役執行役員常務

取　締　役
執行役員

常　　務
新　野　　　隆 昭和29年 9月 8日生

昭和52年 4月当社入社

※1 13

平成16年 4月第二ソリューション営業事業本部

長

平成17年 4月第三ソリューション事業本部副事

業本部長

平成18年 4月金融ソリューション事業本部長

平成20年 4月執行役員兼金融ソリューション事

業本部長　

同年　 8月 執行役員

平成22年 4月執行役員常務

平成23年 6月取締役執行役員常務

取　締　役

経理部長兼

財務内部統

制推進部長

　

川　島　　　勇 昭和34年 2月20日生

昭和56年 4月当社入社

※1 1

平成21年 4月経理部長

平成22年 7月経理部長兼財務内部統制推進部長

平成23年 6月取締役兼経理部長兼財務内部統制

推進部長
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取　締　役  原　　　良　也 昭和18年 4月 3日生

昭和42年 4月大和證券㈱入社

※1 －

平成 3年 6月同社取締役

平成 7年 9月同社常務取締役

平成 9年10月同社代表取締役社長

平成11年 4月㈱大和証券グループ本社代表取締

役社長兼CEO兼大和証券㈱代表取

締役社長

平成16年 6月㈱大和証券グループ本社取締役会

長

平成18年 6月当社取締役、現在に至る。

平成20年 6月

 

㈱大和証券グループ本社最高顧

問、現在に至る。

取　締　役  野　原　佐和子 昭和33年 1月16日生

昭和63年12月㈱生活科学研究所入社

※1 －

平成 7年 5月同社退社

同年　 7月 ㈱情報通信総合研究所入社

平成 8年 4月同社主任研究員

平成10年 7月同社ECビジネス開発室長

平成12年12月同社退社

同年　同月 ㈲イプシ・マーケティング研究所

取締役

平成13年12月㈱イプシ・マーケティング研究所

代表取締役社長、現在に至る。

平成18年 6月当社取締役、現在に至る。

平成21年11月

 

慶應義塾大学大学院政策・メディ

ア研究科特任教授、現在に至る。

(他の法人等の代表状況)

㈱イプシ・マーケティング研究所代表取締役社長

取　締　役  宮　原　賢　次 昭和10年11月 5日生

昭和33年 4月住友商事㈱入社

※1 －

昭和61年 6月同社取締役

平成 2年 6月同社常務取締役

平成 5年 6月同社代表取締役専務

平成 7年 6月同社代表取締役副社長

平成 8年 6月同社代表取締役社長

平成13年 6月同社代表取締役会長

平成19年 6月当社取締役、現在に至る。

同年　同月 住友商事㈱相談役

平成22年 6月同社名誉顧問、現在に至る。

取　締　役  髙　橋　秀　明 昭和23年 3月22日生

昭和49年 8月米国NCRコーポレーション入社

※1 －

平成 4年 3月日本NCR㈱代表取締役副社長

平成 9年12月米国NCRコーポレーション上級副

社長兼日本NCR㈱代表取締役会長

平成11年 3月米国NCRコーポレーション上級副

社長退任、日本NCR㈱代表取締役会

長退任

同年　 7月 富士ゼロックス㈱副社長執行役員

平成12年 3月同社代表取締役副社長

平成17年 6月同社代表取締役副社長退任

平成18年 1月慶應義塾大学大学院政策・メディ

ア研究科特任教授、現在に至る。

平成19年 6月当社取締役、現在に至る。

取　締　役 　 國　部 　　毅 昭和29年 3月 8日生

昭和51年 4月 ㈱住友銀行(現㈱三井住友銀行)入

行

※1 －

平成15年 6月同行執行役員

平成18年10月同行常務執行役員

平成19年 6月㈱三井住友フィナンシャルグルー

プ取締役、現在に至る。

平成21年 4月㈱三井住友銀行取締役兼専務執行

役員

平成23年 4月同行頭取兼最高執行役員、現在に

至る。

平成23年 6月当社取締役、現在に至る。

(他の法人等の代表状況)　

 ㈱三井住友銀行頭取兼最高執行役員
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監　査　役

（常　勤）
 鹿　島　浩之助 昭和21年1月30日生

昭和44年 4月当社入社

※2 42

平成10年10月C&Cシステム事業企画部長

平成12年 4月執行役員兼ＮＥＣソリューション

ズ・企画室長

平成14年10月執行役員常務兼ＮＥＣソリュー

ションズ・企画室長

平成15年 4月執行役員常務兼経営企画部長

平成16年 4月執行役員常務

同年　 6月 取締役常務

平成17年 3月取締役執行役員常務

平成19年 4月取締役執行役員専務

平成21年 6月監査役

監　査　役

（常　勤）
 小　野　隆　男　 昭和23年7月 4日生

昭和47年 4月当社入社

※3 60

平成14年10月経理部長

平成16年 4月支配人兼財務部長

平成18年 4月執行役員兼財務部長

同年　10月 執行役員兼内部統制推進部長兼財

務部長

平成19年 4月 執行役員常務兼財務部長

同年　 6月 取締役執行役員常務

平成22年 4月 取締役執行役員専務

平成23年 6月

　

監査役

監　査　役  伊　東　　　敏 昭和17年7月25日生

昭和42年 1月アーサー・アンダーセン・アンド

・カンパニー日本事務所入所

※4 －

昭和45年12月公認会計士登録

昭和53年 9月アーサー・アンダーセン・アンド

・カンパニー パートナー 
平成 5年10月朝日監査法人（現有限責任 あず

さ監査法人）代表社員 
平成13年 8月アーサー・アンダーセン・アンド

・カンパニー、朝日監査法人（現

有限責任 あずさ監査法人）退所 
平成14年 4月中央大学会計専門大学院（現中央

大学専門職大学院）国際会計研究

科教授

平成19年 3月同大学院国際会計研究科教授退任

 
平成20年 6月当社監査役、現在に至る。

監　査　役  中　川　了　滋 昭和14年12月23日生

昭和39年 4月弁護士登録

※5 －

昭和61年 4月第一東京弁護士会副会長、

日本弁護士連合会常務理事

平成 9年 4月第一東京弁護士会会長、

日本弁護士連合会副会長

平成17年 1月最高裁判所判事

平成21年12月最高裁判所判事退官

同年　同月 弁護士登録

平成22年 6月当社監査役、現在に至る。

監　査　役  山　田　英　夫　 昭和30年 2月23日生

昭和53年 4月㈱三越入社　

※3 －

昭和54年 3月同社退社　

昭和56年 4月㈱三菱総合研究所入社　

平成元年 3月

　

同社退社　

同年　 4月 早稲田大学システム科学研究所入

所　

平成 9年 4月同大学システム科学研究所教授　

平成19年 4月同大学大学院商学研究科教授、現

在に至る。

平成23年 6月

　

当社監査役、現在に至る。　

計 414
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　(注)１ 　取締役原　良也、野原佐和子、宮原賢次、髙橋秀明および國部 毅の5氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役

です。また、監査役伊東　敏、中川了滋および山田英夫の3氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役です。

２　 ※1　取締役の任期は、平成23年6月22日開催の第173期定時株主総会から1年です。

※2　監査役鹿島浩之助氏の任期は、平成21年6月22日開催の第171期定時株主総会から4年です。

※3　監査役小野隆男および山田英夫の両氏の任期は、平成23年6月22日開催の第173期定時株主総会から4年で

す。

※4　監査役伊東　敏氏の任期は、平成20年6月23日開催の第170期定時株主総会から4年です。

※5　監査役中川了滋氏の任期は、平成22年6月22日開催の第172期定時株主総会から4年です。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、企業価値の最大化をはかるためには、コーポレート・ガバナンスの強化が重要であると認識し

ており、①経営の透明性と健全性の確保、②スピードある意思決定と事業遂行の実現、③アカウンタビリ

ティ（説明責任）の明確化および④迅速かつ適切で公平な情報開示を基本方針としてその実現に努め

ています。

① コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、コーポレート・ガバナンス体制として監査役設置会社形態を採用し、その概要は下図のとおり

です。

　

　　　（注）チーフオフィサー制は、平成23年7月から導入する予定です。

　また、当社は、執行役員制度を導入しており、取締役会から執行役員に対して、業務執行に関する大幅な

権限委譲を行うことにより、業務執行と監督の分離をはかり、迅速な意思決定に基づく事業遂行の実現に

取り組んでいます。なお、平成23年6月22日の株主総会において、取締役の員数を15名から13名に減員しま

した。さらに、取締役の員数13名のうち、一般株主と利益相反の生じるおそれのない社外取締役を5名とす

ることにより、取締役会による監督機能の強化をはかるとともに、取締役および監査役の人事ならびに取

締役および執行役員の報酬の決定にあたっては、指名・報酬委員会による審議の結果を踏まえることで、

それらの透明性の向上に努めています。また、監査役監査の機能を強化するための人材・体制を確保する

とともに、監査役、内部監査部門および会計監査人の相互連携の強化をはかっています。
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　さらに、当社は、ＮＥＣグループビジョン２０１７の実現に向け、全社横断的な戦略を立案し、ビジネス

ユニットをリードして事業を推進するチーフオフィサー制を平成23年7月から導入することとしました。

なお、チーフオフィサーには社内取締役が就任します。　

　当社は、これらの体制により当社のコーポレート・ガバナンスが十分に機能していると考えています

が、経営環境の変化を踏まえて、最適なコーポレート・ガバナンス体制を構築すべく、継続的な改善をは

かっていきます。

(イ) 取締役会

　取締役会は13名で構成されており、そのうち5名は社外取締役です。取締役会は、原則として月1回定時

に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、経営計画に関する事項をはじめ、事業再編、資金計画、投

融資などの重要な業務執行について決定しています。また、当社は、平成23年6月22日の株主総会におい

て取締役の員数を15名から2名減員することにより、取締役会での議論の充実によるさらなる経営の健

全性の確保に努めていきます。

　当社は、（ⅰ）業務執行に対する監督機能を強化すること、（ⅱ）会社経営に対する幅広い助言を得

ること、（ⅲ）経営に関するアカウンタビリティを向上させることなどを目的として、一般株主と利益

相反の生じるおそれのない独立性を有するとともに、会社経営等の経験や深い見識を有する人材を社

外取締役に選任しています。

　当社は、社外取締役に期待するこれらの役割および機能が十分に果たされるよう、社外取締役に対し

て、特に重要な取締役会付議案件の内容について事前説明を行うなど、取締役会の審議の充実に努めて

います。また、当社および当社子会社の事業場や展示会の見学など、ＮＥＣグループについての理解を

深めてもらえるよう社外取締役へのサポートを実施しています。

　なお、事業年度ごとの経営責任の明確化をはかるため、平成16年6月から取締役の任期を1年としてい

ます。

(ロ) 経営会議および事業執行会議

　経営会議は、執行役員約20名で構成され、経営方針や経営戦略などＮＥＣグループの経営に関する重

要事項の審議を行っています。特に重要な案件については、経営会議で予め十分な審議を行ったうえで

取締役会に付議することにより、審議の充実と適正な意思決定の確保をはかっています。

　一方、事業執行会議は、執行役員、事業本部長などから構成され、取締役会で定めた予算の進捗状況な

どＮＥＣグループの事業遂行状況に関する報告、審議を行い、経営情報の共有と業務執行の効率化をは

かっています。

(ハ) 指名・報酬委員会

　当社は、取締役および監査役の人事ならびに取締役および執行役員の報酬等の透明性の向上のため、

指名・報酬委員会を設置しています。指名・報酬委員会は、社外取締役3名を含む5名の委員で構成され

ています。指名・報酬委員会は、(ⅰ)取締役、代表取締役および監査役ならびに会長および執行役員社

長の人事、ならびに(ⅱ)取締役、代表取締役および執行役員の報酬体系・報酬水準について客観的視点

から審議を行い、その結果を取締役会に報告することとしています。　

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

 77/220



(ニ) 監査役会（監査役）

　当社は、会社法に基づき、監査役および監査役会を設置しています。当社の監査役は5名であり、そのう

ち3名は社外監査役です。また、監査役会は、月1回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監

査の方針、基準等を決定し、各監査役の監査状況等の報告を受けています。

　また、当社は、財務および会計に関する相当程度の知見、法律の実務家としての経験など監査に必要な

知識や経験を有する人材を監査役に選任し、監査役の監査機能の強化をはかっています。なお、財務お

よび会計に関する相当程度の知見を有する監査役は次のとおりです。

小野隆男氏　当社における経理部長、財務部長、内部統制推進部長ならびに経理・財務・財務内部

統制推進関係担当役員としての経験

伊東　敏氏　長年にわたる公認会計士としての豊富な監査経験

山田英夫氏　経営戦略の専門家としての大学等における財務・会計に関する指導および研究経験　

　当社は、中立的・客観的視点から監査を実施するために、一般株主と利益相反の生じるおそれのない

独立した社外監査役を選任しています。

　常勤監査役は、子会社の常勤監査役と相互に連携をはかり、ＮＥＣグループ全体のガバナンス体制の

整備に努めています。

　監査役は、内部監査部門から定期的に（必要があるときには随時）監査結果の報告を受け、意見交換

を行うほか、企業倫理・法令違反等の問題に関する内部者通報制度「ＮＥＣヘルプライン」の運用状

況の報告を受けるなど、内部監査部門との相互連携をはかっています。また、監査役は、社外取締役と意

見交換を行うなど、社外取締役とも相互連携をはかっています。さらに、監査役は、会計監査人から監査

の実施状況や監査計画など会計監査および金融商品取引法に基づく内部統制監査に関する報告を受け

るとともに、意見交換を行うなど、会計監査人とも相互連携をはかっています。

　当社は、約5名のスタフからなる監査役室を設置し、監査役による監査を補助しています。

(ホ) 経営監査本部（内部監査部門）

　当社は、執行役員社長直轄の内部監査部門として、内部監査に関する専門知識を有するスタフなど

（約50名）からなる経営監査本部を設置しています。経営監査本部は、子会社の内部監査部門と連携し

て、ＮＥＣグループにおける適法かつ適正・効率的な業務執行の確保のための監査を実施し、問題点の

指摘と改善に向けた提言を行っています。

　経営監査本部は、会計監査人に対して、定期的に監査結果を報告し、意見交換を行うことで、会計監査

人との相互連携をはかっています。

(ヘ) 会計監査人

　当連結会計年度において当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、有限責任 あずさ監査法人に

所属する天野秀樹、浜田康および田名部雅文の3氏であります。また、当社の会計監査業務に関わる補助

者は、公認会計士41名、会計士補等45名、その他の者31名から構成されています。
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(ト) 社外取締役および社外監査役との関係

　当社は、社外取締役の國部毅氏が頭取兼最高執行役員である㈱三井住友銀行との間で、当社製品の販

売、システム構築、運用、保守などのサービスの提供等に係る取引を行うとともに、同社から資金の借入

れを行っています。

　当社は、社外取締役および社外監査役との間で、会社法第423条第1項の責任について取締役または監

査役の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、2,000万円または法令に定める金額のい

ずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結しています。

(チ) 当社定款の規定

　当社は、取締役を20名以内とする旨を定款に定めるとともに、取締役の選任決議に関する定足数を議

決権を行使することができる株主の議決権の3分の1とする旨を定款に定めています。また、当社は、機

動的な剰余金の配当、自己株式の取得等の実施を可能とするため、会社法第459条第1項各号の事項につ

いては、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議により定めることができる旨を定款に定

めています。

　さらに、当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第2項の規定による株主総会の決

議の定足数を、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1とする旨を定款に定めています。
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② 内部統制システム

(イ) 内部統制システムに関する基本方針

　当社は、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制」（会社法第362条第4項第6号等）を整備するための方針として「内部統制

システムに関する基本方針」を定めています。当社は、この基本方針に基づく内部統制システムの整備

・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、この基本方針についても、経営環境の変化

等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システムの整備・運用に努めます。

　なお、当社は、当事業年度の内部統制システムの整備・運用状況について評価を行い、この基本方針に

基づき内部統制システムが適切に整備され運用されている旨を確認しました。

(ロ) 内部統制システムの整備・運用状況

　「内部統制システムに関する基本方針」に基づく、各体制の整備・運用状況は以下のとおりです。

(ⅰ) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

(ａ) 取締役および執行役員は、ＮＥＣグループが共有すべきルールや考え方を表した「ＮＥＣグ

ループ経営ポリシー」を通じて、ＮＥＣグループにおける企業倫理の確立ならびに取締役お

よび使用人による法令、定款および社内規程の遵守の確保を目的として制定した「ＮＥＣグ

ループ企業行動憲章」および「ＮＥＣグループ行動規範」を率先垂範するとともに、その遵

守の重要性につき繰り返し情報発信することにより、その周知徹底をはかっています。

(ｂ) リスク・コンプライアンス統括部は、「ＮＥＣグループ企業行動憲章」および「ＮＥＣグ

ループ行動規範」の周知徹底のための活動を行い、経営監査本部は、各部門における法令、定

款および社内規程の遵守状況の監査、問題点の指摘および改善策の提案等を行っています。

(ｃ) 取締役は、重大な法令違反その他法令および社内規程の違反に関する重要な事実を発見した

場合には、直ちに監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会において報告しています。

(ｄ) 経営監査本部および第三者機関を情報提供先とする内部者通報制度「ＮＥＣヘルプライン」

の利用を促進し、ＮＥＣグループにおける法令違反または「ＮＥＣグループ企業行動憲章」

もしくは「ＮＥＣグループ行動規範」の違反またはそのおそれのある事実の早期発見に努め

ています。

(ｅ) リスク・コンプライアンス委員会は、ＮＥＣグループにおける不正行為の原因究明、再発防止

策の策定および情報開示に関する審議を行い、その結果を踏まえてリスク・コンプライアン

ス統括部は、再発防止策の展開等の活動を推進しています。

(ｆ) 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するとともに、こ

れら反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とし

た態度で対応しています。

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

 80/220



(ⅱ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

(ａ) 情報セキュリティについては、「情報セキュリティ基本規程」に基づき、情報セキュリティに

関する責任体制を明確化し、情報セキュリティの維持・向上のための施策を継続的に実施す

る情報セキュリティ・マネジメント・システムを確立しています。情報セキュリティに関す

る具体的施策については、「情報セキュリティ戦略会議」で審議し、ＮＥＣグループ全体で横

断的に推進しています。

(ｂ) 取締役および使用人の職務に関する各種の文書、帳票類等については、適用ある法令および

「文書管理基本規程」に基づき適切に作成、保存、管理しています。

(ｃ) 株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、事業運営上の重要事項に関する決裁書類

など取締役の職務の執行に必要な文書については、取締役および監査役が常時閲覧すること

ができるよう、検索可能性の高い方法で保存、管理するため、社内情報管理体制を整備し、運用

しています。

(ｄ) 企業秘密については、「企業秘密管理規程」に基づき、秘密性の程度に応じて定める管理基準

に従い適切に管理することとしています。この徹底のため、今後とも全社教育等を実施しま

す。

(ｅ) 個人情報については、法令および「個人情報保護規程」に基づき厳重に管理しています。

(ⅲ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(ａ) リスク管理は、「リスク管理基本規程」に基づき、ＮＥＣグループとして一貫した方針の下

に、効果的かつ総合的に実施しています。

(ｂ) 事業部門は、その担当事業に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを選定し

たうえで、具体的な対応方針および対策を決定し、適切にリスク管理を実施しています。

(ｃ) スタフ部門は、その担当事項に関するリスクの把握に努め、優先的に対応すべきリスクを選定

したうえで、具体的な対応方針および対策を決定し、リスク管理を適切に実施するとともに、

担当事項に関して事業部門が行うリスク管理を全社横断的に支援しています。

(ｄ) 事業部門およびスタフ部門は、自部門の業務の適正または効率的な遂行を阻害するリスクを

洗い出し、適切にリスク管理を実施しています。

(ｅ) リスク・コンプライアンス統括部は、事業部門およびスタフ部門が実施するリスク管理が体

系的かつ効果的に行われるよう必要な支援、調整および指示を行っています。

(ｆ) リスク・コンプライアンス委員会は、リスク管理に関する重要な事項を審議するとともに、Ｎ

ＥＣグループのリスク管理の実施について監督しています。

(ｇ) 経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項については、経

営会議において十分な審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会において報告し

ています。

(ｈ) 事業部門およびスタフ部門は、ＮＥＣグループの事業に関する重大なリスクを認識したとき

または重大なリスクの顕在化の兆しを認知したときは、速やかに関係するスタフ部門および

リスク・コンプライアンス統括部にその状況を報告するとともに、特に重要なものについて

は、取締役および監査役に報告しています。

(ｉ) ＮＥＣグループのリスク管理体制およびリスク管理の実施状況については、経営監査本部が

子会社の内部監査部門と連携して監査を行っています。
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(ⅳ) 取締役の職務執行の効率性の確保に関する体制

(ａ) 取締役会は、執行役員に対する大幅な権限委譲を行い、事業運営に関する迅速な意思決定およ

び機動的な職務執行を推進しています。

(ｂ) 取締役会は、原則として月1回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動的な意思

決定を行っています。

(ｃ) 取締役会は、ＮＥＣグループの中期経営目標ならびに年間予算を決定し、その執行状況を監督

しています。

(ｄ) 執行役員は、取締役会で定めた中期経営目標および予算に基づき効率的な職務執行を行うこ

ととしており、予算の進捗状況については、執行役員、事業本部長等で構成される事業執行会

議で確認し、取締役会に報告しています。

(ｅ) 取締役および執行役員の職務執行状況について、適宜取締役会に対して報告しています。

(ｆ) 執行役員その他の使用人の職務権限の行使は、「社内承認規程」および「日常業務承認基

準」に基づき適正かつ効率的に行っています。

(ⅴ) ＮＥＣグループにおける業務の適正を確保するための体制

(ａ) 当社は、「ＮＥＣグループ経営ポリシー」を通じて、子会社の遵法体制その他その業務の適正

を確保するための体制の整備に関する指導および支援を行っており、引き続き、当該指導およ

び支援ならびにモニタリングを実施していきます。

(ｂ) 当社は、ＮＥＣグループにおける経営の健全性および効率性の向上をはかるため、各子会社に

ついて取締役および監査役を必要に応じて派遣しており、また、当社内に主管部門を定め、当

該主管部門は、子会社と事業運営に関する重要な事項について情報交換および協議を行って

います。

(ｃ) ＮＥＣグループにおける経営の健全性の向上および業務の適正の確保のために必要なとき

は、子会社の事業運営に関する重要な事項について当社の承認を必要とするほか、特に重要な

事項については当社の経営会議での審議および取締役会への付議を行っています。

(ｄ) 経営監査本部は、子会社の内部監査部門と連携して、業務の適正性に関する子会社の監査を

行っています。

(ｅ) 監査役は、往査を含め、子会社の監査を行うとともに、ＮＥＣグループにおける業務の適正の

確保のため、監査に関して子会社の監査役と意見交換等を行い、連携をはかっています。

(ｆ) 当社は、ＮＥＣグループにおける業務の適正化および効率化の観点から、業務プロセスの改善

および標準化に努めるとともに、情報システムによる一層の統制強化をはかっています。

　

(ⅵ) 財務報告の信頼性を確保するための体制

(ａ) ＮＥＣグループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある国

内外の法令に基づき、評価、維持、改善等をはかっています。

(ｂ) 当社の各部門および当社子会社は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的

モニタリング等を実施し、財務報告の適正性の確保に努めています。
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(ⅶ) 監査役の職務を補助すべき使用人および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務遂行を補助する監査役室を設置し、専任スタフを配置しています。当該スタフの人事

考課、異動、懲戒等については、監査役の承認を要することとしています。

(ⅷ) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

(ａ) 取締役および使用人は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他に関する報告

を行っています。

(ｂ) 経営監査本部長、経理部長等は、その職務の内容に応じ、月次、四半期毎その他の頻度で定期的

に監査役に対する報告を行っています。

(ｃ) 経営監査本部長は、監査役に対して、内部者通報制度「ＮＥＣヘルプライン」の運用状況につ

き定期的に報告し、取締役に「ＮＥＣグループ企業行動憲章」および「ＮＥＣグループ行動

規範」に違反する事実があると認める場合その他緊急の報告が必要な場合には、直ちに報告

しています。

(ｄ) 重要な決裁書類は、監査役の閲覧に供しています。

(ⅸ) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(ａ) 監査役は、取締役会に出席するほか、必要と認める重要な会議に出席しています。

(ｂ) 常勤の監査役に対しては、独立した執務室を提供しています。

(ｃ) 監査役が随時経理システム等の社内情報システムの情報を閲覧することができる体制を整備

します。

(ｄ) 監査役は、月1回定時に監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、監査実施状況等

について情報交換および協議を行うとともに、会計監査人から定期的に会計監査に関する報

告を受け、意見交換を行っています。

③ 情報開示体制

　当社は、適時、適切かつ公平な情報開示により企業価値の適切な評価を市場から得ることが重要である

と認識しています。そのため、定期的に社内各部門および子会社に対し金融商品取引所への適時開示基準

等の周知徹底を行うとともに、社内関係部門間および子会社との間の連絡体制を構築しています。

　また、当社は、マスコミ、アナリストおよび機関投資家向けに、経営幹部による経営説明会や四半期ごと

の決算説明会を開催するほか、各事業の責任者等による事業に関する説明会（工場見学会を含む。）の実

施、当社ホームページでの情報開示内容の充実（説明会等における和文および英文による資料、音声デー

タ等の掲載を含む。）、グローバルなIR活動の強化（海外の機関投資家訪問を含む。）などに努めていま

す。さらに、個人投資家向けへの情報開示として、専用ホームページを開設するほか、説明会を実施してい

ます。
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④ 役員報酬等の内容

(イ) 報酬等の決定に関する方針

　取締役および監査役の報酬等については、株主総会の決議により、取締役および監査役それぞれの報

酬限度額を決定しています。

　当社は、取締役の報酬等について、(1)①(ハ)記載のとおり、社外取締役3名を含む5名の委員で構成さ

れる指名・報酬委員会において客観的視点から審議し、その結果を踏まえ、取締役会においてこれを決

定しています。取締役の定額報酬は、役職および社外取締役、それ以外の取締役の別により定めており、

賞与は、役職別の定額に、一定の基準に基づき前期の職務執行に対する業績評価を行って算定していま

す。社外取締役に対する賞与は支払っていません。

　監査役の定額報酬は、監査役会で決定した基準に従って算定しており、賞与は支払っていません。

　また、当社は、平成18年6月22日開催の第168期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を

廃止しました。

(ロ) 当事業年度に係る報酬等の額

　当社の取締役および監査役に対する当事業年度に係る報酬等の額は、次のとおりです。

 （金額単位　百万円）

役員区分
報酬等の種類別の総額

報酬等の総額

対象となる

役員数

（人）基本報酬 賞与 その他　

取締役

（社外取締役を除く）
417 － － 417 14

監査役

（社外監査役を除く）
59 － － 59 2

社外役員 95 － － 95 9

　(注)１　上記の人数には、平成22年6月22日開催の第172期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役4名および監査

役1名を含んでいます。

２　第173期定時株主総会終結の時をもって退任予定の取締役1名および監査役1名に対して、退職慰労金として、そ

れぞれ600万円および300万円を支払う予定です。

３　株主総会の決議による取締役の報酬限度額は、月額6,500万円（平成3年6月27日第153期定時株主総会決議）で

す。

４　株主総会の決議による監査役の報酬限度額は、月額1,200万円（平成20年6月23日第170期定時株主総会決議）で

す。
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⑤ 株式の保有状況

(イ) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

(ⅰ) 銘柄数　469

(ⅱ) 貸借対照表計上額の合計額　126,083百万円

(ロ) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額

および保有目的

　

（前事業年度） 

　特定投資株式
　

銘柄
株式数

（千株）

貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

エルピーダメモリ㈱ 7,740 14,249
同社を第三者との合弁会社として設立し

た経緯による

住友電気工業㈱ 6,914 7,924同社との取引関係の維持・強化のため

住友信託銀行㈱ 8,658 4,745同社との取引関係の維持・強化のため

MS&ADインシュアランスグループホール

ディングス㈱
1,570 4,075

同社グループとの取引関係の維持・強化

のため

㈱明電舎 8,730 3,632同社との取引関係の維持・強化のため

日本電信電話㈱ 686 2,703
同社グループとの取引関係の維持・強化

のため

住友金属工業㈱ 8,038 2,275同社との取引関係の維持・強化のため

㈱セブン銀行 10 1,880同社との取引関係の維持・強化のため

大正製薬㈱ 1,100 1,870同社との取引関係の維持・強化のため

住友化学㈱ 4,083 1,866同社との取引関係の維持・強化のため

　(注)１  千株未満を切り捨てしています。

　　　２　MS&ADインシュアランスグループホールディングス㈱は、平成22年4月1日付で商号を三井住友海上グループホール

ディングス株式会社から変更しました。
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（当事業年度） 

　特定投資株式
　

銘柄
株式数

（千株）

貸借対照表

計上額

（百万円）

保有目的

エルピーダメモリ㈱ 7,740 8,290
同社を第三者との合弁会社として設立した経緯

による

住友電気工業㈱ 6,914 7,958同社との取引関係の維持・強化のため

アンリツ㈱ 8,312 5,262
同社からの要請を受けて同社株式を取得・保有

している

住友信託銀行㈱ 8,658 3,732同社との取引関係の維持・強化のため

㈱明電舎 8,730 3,230同社との取引関係の維持・強化のため

MS&ADインシュアランスグループホール

ディングス㈱
1,570 2,974同社グループとの取引関係の維持・強化のため

日本電信電話㈱ 686 2,562同社グループとの取引関係の維持・強化のため

大正製薬㈱ 1,100 1,980同社との取引関係の維持・強化のため

住友化学㈱ 4,083 1,694同社との取引関係の維持・強化のため

㈱セブン銀行 10 1,675同社との取引関係の維持・強化のため

住友金属工業㈱ 8,038 1,495同社との取引関係の維持・強化のため

1stホールディングス㈱ 3,133 1,379同社との取引関係の維持・強化のため

㈱住友倉庫 3,310 1,331同社との取引関係の維持・強化のため

ブル社 2,947 1,306同社との取引関係の維持・強化のため

住友商事㈱　 1,000 1,189同社との取引関係の維持・強化のため

コムシスホールディングス㈱　 1,408 1,184同社グループとの取引関係の維持・強化のため

住友林業㈱　 1,435 1,085同社との取引関係の維持・強化のため

インダストリアル・アンド・フィナンシャ

ルシステムズ社
679 1,002同社グループとの取引関係の維持・強化のため

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ　 2,564 985同社グループとの取引関係の維持・強化のため

久光製薬㈱　 277 931同社との取引関係の維持・強化のため

三洋電機㈱ 7,829 908同社との取引関係の維持・強化のため

サクサホールディングス㈱　 6,060 873
同社からの要請を受けて同社株式を取得・保有

している　

住友不動産㈱ 513 854同社との取引関係の維持・強化のため

㈱協和エクシオ　 1,006 838同社との取引関係の維持・強化のため

KOA㈱　 868 813
当社が保有していた株式に関し、同社が株式交

換した経緯から同社株式を取得・保有している

住友ベークライト㈱　 1,456 744同社との取引関係の維持・強化のため

ダイキン工業㈱　 228 569同社との取引関係の維持・強化のため

㈱三井住友フィナンシャルグループ 22 57同社との取引関係の維持・強化のため

　（注）千株未満を切り捨てしています。　
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　みなし保有株式

銘柄
株式数

（千株）

貸借対照表

計上額

（百万円）

保有目的

日本電気硝子㈱ 55,780 65,709議決権の行使に関する指図権を有している 

住友電気工業㈱ 6,900 7,942議決権の行使に関する指図権を有している

住友金属鉱山㈱ 5,000 7,155議決権の行使に関する指図権を有している

住友不動産㈱ 4,146 6,899議決権の行使に関する指図権を有している

ダイキン工業㈱ 2,000 4,982議決権の行使に関する指図権を有している

㈱三井住友フィナンシャルグループ 740 1,914議決権の行使に関する指図権を有している

　（注）千株未満を切り捨てしています。

　

(ハ) 保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

(ニ) 投資株式の保有目的の変更

　当事業年度において、保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的へ変更、または純投資目的以

外の目的から純投資目的へ変更した投資株式はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく報

酬（百万円）

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく報

酬（百万円）

提出会社 680 172 650 154

連結子会社 1,054 13 1,053 61

計 1,734 185 1,703 215

②【その他重要な報酬の内容】

　①に記載するもののほか、前連結会計年度および当連結会計年度において、当社および当社の子会

社の監査報酬等の内容として重要なものはありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（イ）前連結会計年度

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払った非監査業務には、(ⅰ)当社の新基幹ITシステム

における業務プロセスに係る内部統制の整備状況の評価、(ⅱ)国際財務報告基準（IFRS）への対応

に係るアドバイザリー業務、(ⅲ)監査人から引受事務幹事会社への書簡（コンフォートレター）作

成業務、（ⅳ）新株式の発行に係る合意された手続きに関する業務、(ⅴ)「業務委託に係る統制リ

スクの評価」（監査基準委員会報告書第18号）に係る業務、（ⅵ）2010年満期ユーロ円建転換社債

に関する信託契約に基づく主要な子会社の特定業務があります。

（ロ）当連結会計年度

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払った非監査業務には、(ⅰ)国際財務報告基準

（IFRS）への対応に係るアドバイザリー業務、(ⅱ)「業務委託に係る統制リスクの評価」に係る業

務、(ⅲ)監査人から引受事務幹事会社への書簡（コンフォートレター）作成業務、（ⅳ）社債の発

行に係る合意された手続きに関する業務があります。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査対象の規模、特性、監査日数等を勘案したうえで定めています。
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第５【経理の状況】
　
　

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき作成しています。

　前連結会計年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しています。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づき作成しています。

　前事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度（平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しています。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年4月1日から平成

22年3月31日まで）に係る連結財務諸表および前事業年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで

）に係る財務諸表についてはあずさ監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成22年4月1

日から平成23年3月31日まで）に係る連結財務諸表および当事業年度（平成22年4月1日から平成23年3

月31日まで）に係る財務諸表については有限責任 あずさ監査法人により監査を受けています。

　なお、あずさ監査法人は監査法人の種類の変更により、平成22年7月1日をもって、有限責任 あずさ監

査法人となっています。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を

整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、最新の会計基準等の情報を得ています。また、

企業会計基準委員会の行うセミナーや、講演会等に参加しています。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年3月31日)

当連結会計年度
(平成23年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 195,095 184,662

受取手形及び売掛金 ※5
 773,388

※5
 726,355

有価証券 136,747 20,757

商品及び製品 ※6
 109,852

※6
 95,567

仕掛品 ※6
 121,082

※6
 99,868

原材料及び貯蔵品 ※6
 84,618

※6
 69,308

繰延税金資産 93,307 97,431

その他 134,900 153,104

貸倒引当金 △6,024 △4,472

流動資産合計 1,642,965 1,442,580

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 207,535

※1, ※2
 146,782

機械及び装置（純額） ※1, ※2
 133,018

※1, ※2
 43,933

工具、器具及び備品（純額） ※1
 77,681

※1
 61,862

土地 ※2
 91,938

※2
 75,550

建設仮勘定 43,879 13,048

有形固定資産合計 554,051 341,175

無形固定資産

のれん 97,458 88,941

ソフトウエア 117,278 116,169

その他 4,158 3,092

無形固定資産合計 218,894 208,202

投資その他の資産

投資有価証券 151,221 137,692

関係会社株式 ※3
 89,499

※3
 133,993

繰延税金資産 140,829 174,707

その他 150,025 207,848

貸倒引当金 △9,840 △17,266

投資その他の資産合計 521,734 636,974

固定資産合計 1,294,679 1,186,351

資産合計 2,937,644 2,628,931
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年3月31日)

当連結会計年度
(平成23年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 522,533 464,529

短期借入金 ※2, ※7
 69,163

※2, ※7
 48,780

コマーシャル・ペーパー 21,998 163,978

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 169,507

※2
 13,245

1年内償還予定の社債 19,830 －

1年内償還予定の転換社債 － 97,669

未払費用 175,660 160,559

前受金 65,550 58,437

製品保証引当金 27,887 24,827

役員賞与引当金 262 266

工事契約等損失引当金 14,088 9,763

債務保証損失引当金 10,985 －

事業構造改善引当金 11,602 7,138

偶発損失引当金 10,886 3,989

その他 158,196 127,348

流動負債合計 1,278,147 1,180,528

固定負債

社債 50,005 200,000

転換社債 97,669 －

新株予約権付社債 110,000 －

長期借入金 ※2
 158,876

※2
 137,846

繰延税金負債 8,913 1,125

退職給付引当金 237,645 182,022

製品保証引当金 1,566 2,062

電子計算機買戻損失引当金 9,355 7,620

リサイクル費用引当金 6,537 6,004

事業構造改善引当金 1,139 1,326

偶発損失引当金 11,163 8,810

その他 34,717 26,147

固定負債合計 727,585 572,962

負債合計 2,005,732 1,753,490
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年3月31日)

当連結会計年度
(平成23年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 397,199 397,199

資本剰余金 192,843 192,837

利益剰余金 216,439 192,943

自己株式 △2,929 △2,934

株主資本合計 803,552 780,045

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,218 4,167

繰延ヘッジ損益 61 132

為替換算調整勘定 △22,927 △27,290

その他の包括利益累計額合計 △12,648 △22,991

新株予約権 93 33

少数株主持分 140,915 118,354

純資産合計 931,912 875,441

負債純資産合計 2,937,644 2,628,931
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

売上高 3,583,148 3,115,424

売上原価 ※1, ※2, ※4
 2,492,403

※1, ※2, ※4
 2,199,973

売上総利益 1,090,745 915,451

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 1,039,840

※3, ※4
 857,631

営業利益 50,905 57,820

営業外収益

受取利息 1,337 1,327

受取配当金 4,152 4,118

偶発損失引当金戻入額 30,853 －

持分法による投資利益 7,336 －

その他 12,869 11,508

営業外収益合計 56,547 16,953

営業外費用

支払利息 9,736 6,614

持分法による投資損失 － 38,533

退職給付費用 14,441 12,057

為替差損 1,953 1,488

固定資産廃棄損 8,249 －

偶発損失引当金繰入額 6,496 －

その他 17,148 16,040

営業外費用合計 58,023 74,732

経常利益 49,429 41

特別利益

退職給付信託設定益 － ※5
 19,206

投資有価証券売却益 537 2,492

関係会社株式売却益 ※6
 22,383

※6
 2,299

債務保証損失引当金戻入額 3,312 1,557

固定資産売却益 ※7
 4,225

※7
 1,266

リサイクル費用引当金戻入益 1,024 1,193

事業譲渡益 － ※8
 249

新株予約権戻入益 30 8

特別利益合計 31,511 28,270
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

特別損失

事業構造改善費用 ※9
 10,245

※9
 15,477

持分変動損失 － ※10
 5,996

災害による損失 － ※11
 5,972

減損損失 ※12
 6,973

※12
 5,873

投資有価証券評価損 ※13
 891

※13
 4,319

製品不具合対策費用 ※14
 2,487

※14
 3,697

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,434

関係会社株式売却損 ※15
 3,112

※15
 1,002

債務保証損失引当金繰入額 － 201

固定資産売却損 12 19

投資有価証券売却損 39 8

固定資産除却損 ※16
 1,527 －

特別損失合計 25,286 43,998

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

55,654 △15,687

法人税、住民税及び事業税 28,577 27,788

法人税等調整額 12,661 △36,584

法人税等合計 41,238 △8,796

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △6,891

少数株主利益 2,988 5,627

当期純利益又は当期純損失（△） 11,428 △12,518

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

 94/220



【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △6,891

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △5,941

繰延ヘッジ損益 － 11

為替換算調整勘定 － 2,470

持分法適用会社に対する持分相当額 － △3,975

その他の包括利益合計 － ※2
 △7,435

包括利益 － ※1
 △14,326

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △22,861

少数株主に係る包括利益 － 8,535
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 337,940 397,199

当期変動額

新株の発行 59,260 －

当期変動額合計 59,260 －

当期末残高 397,199 397,199

資本剰余金

前期末残高 464,875 192,843

当期変動額

新株の発行 59,260 －

欠損填補 △331,287 －

自己株式の処分 △5 △6

当期変動額合計 △272,033 △6

当期末残高 192,843 192,837

利益剰余金

前期末残高 △126,276 216,439

当期変動額

剰余金の配当 － △10,395

欠損填補 331,287 －

当期純利益又は当期純損失（△） 11,428 △12,518

持分法の適用範囲の変動 － △583

当期変動額合計 342,715 △23,496

当期末残高 216,439 192,943

自己株式

前期末残高 △2,982 △2,929

当期変動額

自己株式の取得 △47 △40

自己株式の処分 100 12

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

－ 23

当期変動額合計 53 △5

当期末残高 △2,929 △2,934

株主資本合計

前期末残高 673,557 803,552

当期変動額

新株の発行 118,519 －

欠損填補 － －

剰余金の配当 － △10,395

当期純利益又は当期純損失（△） 11,428 △12,518

自己株式の取得 △47 △40

自己株式の処分 95 6

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

－ 23

持分法の適用範囲の変動 － △583

当期変動額合計 129,995 △23,507

当期末残高 803,552 780,045
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △6,228 10,218

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

16,446 △6,051

当期変動額合計 16,446 △6,051

当期末残高 10,218 4,167

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △120 61

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

181 71

当期変動額合計 181 71

当期末残高 61 132

為替換算調整勘定

前期末残高 △25,555 △22,927

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2,628 △4,363

当期変動額合計 2,628 △4,363

当期末残高 △22,927 △27,290

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △31,903 △12,648

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

19,255 △10,343

当期変動額合計 19,255 △10,343

当期末残高 △12,648 △22,991

新株予約権

前期末残高 123 93

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30 △60

当期変動額合計 △30 △60

当期末残高 93 33

少数株主持分

前期末残高 143,788 140,915

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,873 △22,561

当期変動額合計 △2,873 △22,561

当期末残高 140,915 118,354
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

純資産合計

前期末残高 785,565 931,912

当期変動額

新株の発行 118,519 －

欠損填補 － －

剰余金の配当 － △10,395

当期純利益又は当期純損失（△） 11,428 △12,518

自己株式の取得 △47 △40

自己株式の処分 95 6

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

－ 23

持分法の適用範囲の変動 － △583

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,352 △32,964

当期変動額合計 146,347 △56,471

当期末残高 931,912 875,441
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

55,654 △15,687

減価償却費 148,008 90,614

長期前払費用償却額 17,760 8,521

減損損失 6,973 5,873

のれん償却額 11,404 12,983

貸倒引当金の増減額（△は減少） 107 6,577

製品保証引当金の増減額（△は減少） △14,376 △2,327

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △3,312 △10,412

工事契約等損失引当金の増減額（△は減少） 4,562 △4,320

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,571 6,942

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △15,890 △2,826

偶発損失引当金の増減額（△は減少） △30,951 △4,946

電子計算機買戻損失引当金の増減額（△は減
少）

△879 △1,735

受取利息及び受取配当金 △5,489 △5,445

支払利息 9,736 6,614

持分法による投資損益（△は益） △7,336 38,533

持分変動損益（△は益） － 5,996

固定資産売却益 △4,225 △1,266

固定資産除却損 1,527 －

投資有価証券売却益 △537 △2,492

投資有価証券売却損 39 8

投資有価証券評価損 891 4,319

関係会社株式売却益 △22,383 △2,299

関係会社株式売却損 3,112 1,002

退職給付信託設定損益（△は益） － △19,206

災害損失 － 5,972

売上債権の増減額（△は増加） △25,246 △478

たな卸資産の増減額（△は増加） 63,132 3,349

未収入金の増減額（△は増加） 7,844 △5,344

仕入債務の増減額（△は減少） △8,582 △10,380

その他 △35,523 △46,130

小計 168,591 62,010

利息及び配当金の受取額 5,623 5,513

利息の支払額 △10,067 △6,464

法人税等の支払額 △29,331 △27,399

営業活動によるキャッシュ・フロー 134,816 33,660
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △85,243 △57,580

有形固定資産の売却による収入 9,731 3,768

無形固定資産の取得による支出 △29,592 △29,471

投資有価証券の取得による支出 △6,148 △1,259

投資有価証券の売却による収入 16,081 3,767

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※3

 △4,035
※3

 △1,572

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※4
 2,551

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ ※4
 △1,738

関係会社株式の取得による支出 △19,645 △59,615

関係会社株式の売却による収入 71,980 145

短期貸付金の増減額（△は増加） 63 1

貸付けによる支出 △95 △46

貸付金の回収による収入 5,180 200

その他 482 △5,395

投資活動によるキャッシュ・フロー △41,241 △146,244

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △82,006 125,829

長期借入れによる収入 64,472 6,167

長期借入金の返済による支出 △59,872 △177,176

社債の発行による収入 － 150,000

社債の償還による支出 △118,780 △19,835

株式の発行による収入 118,519 －

少数株主からの払込みによる収入 － 1,866

配当金の支払額 △63 △10,396

少数株主への配当金の支払額 △2,638 △3,302

その他 △40 △78

財務活動によるキャッシュ・フロー △80,408 73,075

現金及び現金同等物に係る換算差額 110 △4,073

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,277 △43,582

現金及び現金同等物の期首残高 317,271 330,548

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ △92,787

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 9,700

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 330,548

※1
 203,879
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結財務諸表は、子会社310社を連結し
たものです。

連結財務諸表は、子会社283社を連結し
たものです。

 （主な連結子会社）
ＮＥＣエレクトロニクス㈱、
ＮＥＣコーポレーション・オブ・アメ
リカ社、
ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱、
ＮＥＣヨーロッパ社、
日電（中国）有限公司、
ＮＥＣネッツエスアイ㈱、
ＮＥＣトーキン㈱、
ＮＥＣインフロンティア㈱、
ＮＥＣフィールディング㈱、
日本アビオニクス㈱、
ＮＥＣモバイリング㈱

（主な連結子会社）
ＮＥＣコーポレーション・オブ・アメ
リカ社、
ＮＥＣヨーロッパ社、
ＮＥＣアジア・パシフィック社、
ＮＥＣブラジル社、
日電（中国）有限公司、
ＮＥＣフィールディング㈱、
ＮＥＣインフロンティア㈱、
ＮＥＣネッツエスアイ㈱、
日本アビオニクス㈱、
ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱、
ＮＥＣカシオモバイルコミュニケー
ションズ㈱、
ＮＥＣモバイリング㈱、
ＮＥＣトーキン㈱　

   
 当連結会計年度の連結範囲の異動は、増

加6社、減少24社で、主な増減は次のとお
りです。

当連結会計年度の連結範囲の異動は、増

加8社、減少35社で、主な増減は次のとお
りです。

   
 （取得・設立等により連結子会社とし

た会社）　　6社
ＮＥＣカシオモバイルコミュニケー
ションズ㈱　
他

（取得・設立等により連結子会社とし
た会社）　 8社
ＮＥＣエナジーデバイス㈱
他

   
 （清算・売却等により、減少した会社）

       17社
日本電気電力エンジニアリング㈱、
ＮＥＣファブサーブ㈱
他
　

（清算・売却等により、減少した会社）
　　　10社
日本SGI㈱、
ＮＥＣトータルインテグレーション
サービス㈱
他
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

　 　
―――――――――

（所有比率低下により、減少した会社）
    1社
ＮＥＣエレクトロニクス㈱  (注)
　
 (注) ＮＥＣエレクトロニクス㈱は、平
成22年4月1日付で㈱ルネサステクノロ
ジと合併し、ルネサスエレクトロニクス
㈱に商号変更しました。

 　
　

―――――――――
　

　
　
（ＮＥＣエレクトロニクス㈱の連結除
外により、減少した会社）   18社
ＮＥＣセミコンダクターズ九州・山口
㈱、
ＮＥＣセミコンダクターズ関西㈱、
ＮＥＣセミコンダクターズ山形㈱、
ＮＥＣマイクロシステム㈱、
ＮＥＣエレクトロニクス（ヨーロッ
パ）社、
ＮＥＣエレクトロニクス香港社、
ＮＥＣエレクトロニクス・アメリカ社、
ＮＥＣセミコンダクターズ（マレーシ
ア）社、
ＮＥＣセミコンダクターズ・シンガ
ポール社、
ＮＥＣエレクトロニクス台湾社、
ＮＥＣエレクトロニクス・シンガポー
ル社、
首鋼日電電子有限公司、
上海恩益禧電子国際貿易有限公司、
日電電子（中国）有限公司
他
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

 （合併により減少した会社）　 7社 （合併により減少した会社）　 6社
 （旧） （新）

ＮＥＣトーキン㈱

ＮＥＣトーキン㈱ＮＥＣトーキンテ
クノサービス㈱

㈱ＮＥＣツーリス
ト ＮＥＣプロサポー

ト㈱ＮＥＣプロサポー
ト㈱

ＮＥＣコーポレー
ション・オブ・ア
メリカ社

ＮＥＣコーポレー
ション・オブ・ア
メリカ社ＮＥＣインフロン

ティア社（米国）

ＮＥＣシステムテ
クノロジー㈱ ＮＥＣシステムテ

クノロジー㈱ＮＥＣシージー
ネット㈱

東北日本電気㈱

東北日本電気㈱ＮＥＣ東北産業シ
ステム㈱

ＮＥＣフィール
ディング㈱

ＮＥＣフィール
ディング㈱

ＮＥＣインフロン
ティアシステム
サービス㈱

㈱ＮＥＣ総研
㈱国際社会経済研
究所

㈱国際社会経済研
究所

　

（旧） （新）

ＮＥＣマイクロ波管

㈱

㈱ネットコムセック東洋無線システム㈱

東通電子㈱

㈱ネットコムセック

㈱トーキンマシナ

リー

　

ＮＥＣトーキン㈱

 

　ＮＥＣトーキン㈱

ＮＥＣインフォコ

ミュニケーションズ

社

　

ＮＥＣ・ネヴァ・コ

ミュニケーションズ

・システムズ社

　

ＮＥＣ・ネヴァ・コ

ミュニケーションズ

・システムズ社

ニテオ・パートナー

ズ社 ＮＥＣコーポレー

ション・オブ・アメ

リカ社　

ＮＥＣコーポレー

ション・オブ・アメ

リカ社
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

２　持分法の適用に関する事項 ①持分法適用の非連結子会社数

…該当事項はありません。

①持分法適用の非連結子会社数

…同左

   

 ②関連会社に対する投資につきまして

は、持分法を適用しており、適用会社数

は60社です。

②関連会社に対する投資につきまして

は、持分法を適用しており、適用会社数

は55社です。

   

 （主な持分法適用会社）

日本コンピューター・システム㈱、

アラクサラネットワークス㈱、

キーウェアソリューションズ㈱、

アドコアテック㈱、

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱、

日本航空電子工業㈱、

アンリツ㈱、

㈱トッパンＮＥＣサーキットソリュー

ションズ、

㈱ホンダエレシス、

㈱シンシア、

ＮＥＣ SCHOTT コンポーネンツ㈱、

上海広電ＮＥＣ液晶顕示器有限公司、

㈱南東京ケーブルテレビ、

オートモーティブエナジーサプライ㈱

（主な持分法適用会社）

ルネサスエレクトロニクス㈱、

日本コンピューター・システム㈱、

アラクサラネットワークス㈱、

キーウェアソリューションズ㈱、

アドコアテック㈱、

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱、

日本航空電子工業㈱、

㈱トッパンＮＥＣサーキットソリュー

ションズ、

㈱ホンダエレシス、

㈱シンシア、

ＮＥＣ SCHOTT コンポーネンツ㈱、

㈱南東京ケーブルテレビ、

オートモーティブエナジーサプライ㈱

   

 当連結会計年度の持分法適用会社の異

動は、減少が日本電気硝子㈱、㈱アイ・

エム・シー、他1社の計3社です。

当連結会計年度の持分法適用会社の異

動は、増加がルネサスエレクトロニク

ス㈱の1社、減少がアンリツ㈱、㈱カコ

イエレクトロ、上海広電ＮＥＣ液晶顕

示器有限公司、他3社の計6社です。

   

 ③持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社

…該当事項はありません。

③持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社

…同左

   

 ④日本電子計算機㈱の発行済株式総数

の20％以上を所有していますが、同社

は情報処理産業振興のため、国産電子

計算機製造会社等6社の共同出資によ

り運営されている特殊な会社として関

連会社から除外しています。

④同左

   

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

以下の会社を除き、3月決算です。

ＮＥＣブラジル社、

首鋼日電電子有限公司、

ＮＥＣアルヘンチーナ社、

ＮＥＣチリ社

他24社

上記の会社は主に12月決算であり、連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使

用しています。なお、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っています。

以下の会社を除き、3月決算です。

ＮＥＣブラジル社

他21社

上記の会社は主に12月決算であり、連

結子会社の決算日現在の財務諸表を使

用しています。なお、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っています。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

４　会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準およ

び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

…連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

①　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

…同左

 ・時価のないもの

…移動平均法による原価法

・時価のないもの

…同左

 ・投資事業有限責任組合等への出資

…入手可能な直近の決算書に基づき

持分相当額を純額で取り込む方法

によっています。

・投資事業有限責任組合等への出資

…同左

   

 ②　デリバティブ

…時価法

②　デリバティブ

…同左

   

 ③　たな卸資産

評価基準は以下の評価方法に基づく原

価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しています。

③　たな卸資産

同左

　 評価方法

商品及び製品

注文生産品

…主に個別法

　

 標準量産品

…主に先入先出法

 

 仕掛品

注文生産品

…主に個別法

 

 標準量産品

…主に総平均法

 

 原材料及び貯蔵品

…主に先入先出法
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

(2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法

①　有形固定資産

主として定率法を採用しています。

主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物　　　　7～60年

機械及び装置、

工具、器具及び備品　　2～22年

なお、リース資産については、リース期

間にわたって主として定率法により償

却しています。

①　有形固定資産

同左

   

 ②　無形固定資産……定額法

なお、市場販売目的のソフトウエアに

ついては、見込販売数量または見込販

売収益に基づく償却方法(主として見

込有効期間3年以内）を採用し、自社利

用目的のソフトウエアについては、社

内における見込利用可能期間(最長5

年)に基づく定額法を採用しています。

②　無形固定資産……同左

 

   

 ③　投資その他の資産

長期前払費用は、定額法または販売実

績等に基づいた償却を行っています。

③　投資その他の資産

同左

   

(3）重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しています。

①　貸倒引当金

同左

   

 ②　製品保証引当金

当社および当社の連結子会社は、製品

販売後または受託開発プログラム引渡

後の無償修理費用の支出に備えるため

売上高等に対する過去の実績率および

個別に追加原価の発生可能性を基礎と

した見積額を計上しています。

②　製品保証引当金

同左

 

   

 ③　役員賞与引当金

一部の国内連結子会社は役員賞与の支

出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額を計上しています。

③　役員賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

 ④　工事契約等損失引当金

採算性の悪化した受注制作のソフト

ウェアおよび工事契約等に係る将来の

損失に備えるため、翌連結会計年度以

降に発生することとなる損失見込額を

計上しています。

④　工事契約等損失引当金

同左

   

 ⑤　債務保証損失引当金

関係会社への債務保証に係る損失に備

えるため、被保証者の財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上していま

す。

―――――――――

   

 ⑥　事業構造改善引当金

事業構造改革に伴い発生する費用およ

び損失に備えるため、その発生見込額

を計上しています。

⑤　事業構造改善引当金

同左

   

 ⑦　偶発損失引当金

訴訟や係争案件等の将来発生する可能

性のある偶発損失に備えるため、偶発

事象ごとに個別のリスクを検討し、合

理的に算定した損失見込額を計上して

います。

⑥　偶発損失引当金

同左

   

 ⑧　退職給付引当金または前払年金費

用

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を退職給付引当金または

前払年金費用として計上しています。

会計基準変更時差異は、主として15年

による按分額を費用処理しています。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として13年）による定額法により

費用処理しています。数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（主として

13年）による定額法により翌連結会計

年度から費用処理しています。

⑦　退職給付引当金または前払年金費

用

同左

   

 ⑨　電子計算機買戻損失引当金

電子計算機の買戻時の損失の補てんに

充てるため、過去の実績に基づいて算

出した買戻損失発生見込額を計上して

います。

⑧　電子計算機買戻損失引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

 ⑩　リサイクル費用引当金

国内連結子会社において、PCリサイク

ル制度に基づき、販売した家庭用パソ

コン回収時のリサイクル費用の支出に

備えるため、出荷台数と回収率を基に

当該発生見積額を計上しています。

　なお、連結会計年度ごとに、JEITA（㈳

電子情報技術産業協会）の報告書およ

び当社の連結子会社の回収再資源化実

績等を用いて、引当にかかる係数を毎

期見直ししていることから、過年度分

の修正が発生した場合には、特別利益

に計上しています。 

⑨　リサイクル費用引当金

同左

 

   

(4) 重要な収益および費用の計

上基準

完成工事高および完成工事原価の計上

基準

当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる受注制

作のソフトウェアおよび工事契約につ

いては工事進行基準を適用し、その他

の工事契約については、工事完成基準

を適用しています。なお、工事進行基準

を適用する工事の当連結会計年度末に

おける進捗度の見積りは、原価比例法

によっています。

同左

   

(5）重要な外貨建の資産または

負債の本邦通貨への換算の

基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しています。

なお、在外子会社等の資産および負債

は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含めていま

す。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

(6）重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

金利リスクおよび為替変動リスクを

ヘッジするデリバティブ取引につき、

繰延ヘッジ処理を適用しています。

①　ヘッジ会計の方法

同左

   

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…金利スワップおよび為替予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…同左

 ヘッジ対象

…社債および借入金、外貨建金

銭債権債務および外貨建予定取

引

ヘッジ対象

…同左

   

 ③　ヘッジ方針

当社および当社の連結子会社の内部規

程である「リスク管理規程」に基づ

き、相場変動を相殺、またはキャッシュ

・フローを固定する目的で、デリバ

ティブ取引を利用しています。

③　ヘッジ方針

同左

   

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手

段の相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断しています。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

　 　 　

(7）のれんの償却方法および償

却期間　

――――――――― のれんについては、20年以内の効果が

及ぶ期間で均等償却しています。

主なものは次のとおりです。

ＮＥＣソフト㈱　　　　　　　 20年

ＮＥＣシステムテクノロジー㈱ 20年

アビームコンサルティング㈱　 10年

ネットクラッカー・テクノロジー社

　　　　　　　　　　　　　　　7年　

　 　 　

(8）連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

――――――――― 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヵ月以内に満期日の到来

する短期投資からなります。

  　

(9）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　繰延資産の処理方法

株式交付費は、支出時に全額費用とし

て処理しています。

①　繰延資産の処理方法

社債発行費は、支出時に全額費用とし

て処理しています。

   

 ②　消費税等の処理方法

税抜方式を採用しています。

②　消費税等の処理方法

同左

   

 ③　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

③　連結納税制度の適用

同左

   

５　連結子会社の資産および負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、部分時価評価法を採用して

います。

　

―――――――――
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

６　のれんおよび負ののれんの

償却に関する事項

のれんについては、20年以内の効果が

及ぶ期間で均等償却しています。

主なものは次のとおりです。

ＮＥＣソフト㈱　　　　　　　 20年

ＮＥＣシステムテクノロジー㈱ 20年

アビームコンサルティング㈱　 10年

ネットクラッカー・テクノロジー社

　　　　　　　　　　　　　　　7年

　

―――――――――

   

７　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から3ヵ月以内に満期日の到来

する短期投資からなります。

　

―――――――――
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

　

―――――――――

　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）および「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年3月31日）を適用しています。

これによる営業損益、経常損益およびセグメント情報への

影響は軽微ですが、資産除去債務会計基準の適用に伴う影

響額として特別損失に1,434百万円を計上しています。

　 　

　

―――――――――

　

（「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）

当連結会計年度より「持分法に関する会計基準」（企業会

計基準第16号　平成20年3月10日公表分）および「持分法適

用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第24号　平成20年3月10日）を適用しています。

これによる損益およびセグメント情報への影響はありませ

ん。　　

　 　

　

―――――――――

　

（企業結合に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　

平成20年12月26日公表分）および「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しています。 

また、これに伴い連結子会社の資産および負債の評価につ

いては、部分時価評価法から全面時価評価法へ変更してい

ます。

これらの変更に伴う損益およびセグメント情報への影響は

ありません。　
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前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

（完成工事高および完成工事原価の計上基準の変更）

当連結会計年度より、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）および「工

事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号　平成19年12月27日）を適用し、当連結会計

年度以降に着手した受注制作のソフトウェアおよび工事

契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる場合については工事進行基準

（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の場

合については工事完成基準を適用しています。

この変更に伴う売上高および損益ならびにセグメント情

報への影響は軽微です。

　

―――――――――

　

　 　

（退職給付に係る会計基準）

当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その3）（企業会計基準第19号　平成20年7月31

日）を適用しています。

この変更に伴う損益およびセグメント情報への影響なら

びにこの変更に伴い発生する退職給付債務の差額はあり

ません。

　

―――――――――

 

　 　

（外貨建予定取引に係る為替予約取引の処理方法）

外貨建予定取引に係る為替予約取引について、従来時価

評価を行い評価差額を損益処理していましたが、当連結

会計年度より為替予約取引の一部についてヘッジ会計を

適用し、繰延ヘッジ処理に変更しています。

これは、今後、長期プロジェクト案件による外貨建売上が

増加することが見込まれることを契機に、為替予約に関

する社内のリスク管理規程を再整備したことによるもの

で、ヘッジの効果を財務諸表に反映させ、より適切な期間

損益計算を行うためのものです。

この変更に伴う損益およびセグメント情報への影響は軽

微です。

　

―――――――――
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【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度末において「未払費用」に含まれていま

した工事契約等にかかる損失見込額（前連結会計年度末

9,155百万円）につきましては、当連結会計年度末では

「工事契約等損失引当金」に含めて表示しています。

　

―――――――――

　 　

　

―――――――――

（連結損益計算書）

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年3月24日　内閣府令第5号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純損失」の科目で表示しています。

　

　

―――――――――

（連結損益計算書）

前連結会計年度において区分掲記した「偶発損失引当金

戻入額」は、当連結会計年度において、営業外収益の総額

の100分の10以下であるため、営業外収益の「その他」に

含めて表示しています。

なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含ま

れている「偶発損失引当金戻入額」は、1,668百万円で

す。

　

　

―――――――――

（連結損益計算書）

前連結会計年度において区分掲記した「偶発損失引当金

繰入額」は、当連結会計年度において、営業外費用の総額

の100分の10以下であるため、営業外費用の「その他」に

含めて表示しています。

なお、当連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れている「偶発損失引当金繰入額」は、1,367百万円で

す。

　

　

―――――――――

（連結損益計算書）

前連結会計年度において区分掲記した「固定資産廃棄

損」は、当連結会計年度において、営業外費用の総額の

100分の10以下であるため、営業外費用の「その他」に含

めて表示しています。

なお、当連結会計年度の営業外費用の「その他」に含ま

れている「固定資産廃棄損」は、4,071百万円です。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「工事契約等損失

引当金の増減額」は、当連結会計年度より、営業活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」から区分掲記してい

ます。

なお、前連結会計年度における「その他」を区分掲記す

ると、「工事契約等損失引当金の増減額」は3,785百万円

となり、「その他」は、△41,844百万円です。

　

―――――――――
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【追加情報】

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

　

―――――――――

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計　基

準」（企業会計基準第25号　平成22年6月30日）を適用し

ています。ただし、「その他の包括利益累計額」　　および

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計　年度の

金額は、「評価・換算差額等」および「評価・　換算差額

等合計」の金額を記載しています。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

  （金額単位 百万円）

摘要
前連結会計年度
(平成22年3月31日)

当連結会計年度
(平成23年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額

　 　

　 1,732,061

　 　

　 838,310

   

※２ 担保資産および担保付債

務

  

担保資産残高 建物及び構築物 1,227

機械及び装置 57

土地 4,674

その他 15

計 5,973

建物及び構築物 1,172

機械及び装置 32

土地 4,796

その他 10

計 6,010

   

担保付債務残高 短期借入金 1,883

長期借入金 350

その他 36

計 2,269

短期借入金 2,051

長期借入金 350

その他 83

計 2,484

   

※３ 非連結子会社および関連

会社に係る注記

関係会社株式のうち、共同支配企業に

対する投資額　　　　　　     6,972

関係会社株式のうち、共同支配企業に

対する投資額　　　　　　     5,808

   

４ 偶発債務   

銀行借入金等に対する債務

保証

従業員 7,118

NT販売㈱ 1,230

その他 820

計 9,168

ルネサスエレクトロニクス㈱ 10,210

オートモーティブエナジーサ

プライ㈱
7,047

従業員 5,074

その他 929

計 23,260

   

オペレーティング・リース

残価保証

東銀リース㈱ 3,375

三井住友ファイナンス＆リー

ス㈱ 2,766

興銀リース㈱ 2,419

その他 386

計 8,946

―――――――――
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  （金額単位 百万円）

摘要
前連結会計年度
(平成22年3月31日)

当連結会計年度
(平成23年3月31日)

その他 当社の連結子会社であったＮＥＣエレ

クトロニクス・アメリカ社（現ルネサ

ス・エレクトロニクス・アメリカ社）

は、米国DRAM業界における独占禁止法

（反トラスト法）違反行為による損害

賠償を求めるDRAM製品の直接購入者か

らの複数の民事訴訟（集団訴訟）につ

いて和解しましたが、集団訴訟から離

脱した一部の直接購入者について和解

交渉中です。また、同社は、独占禁止法

違反行為による損害賠償を求める

DRAM製品の間接購入者（DRAM製品を含

む製品の購入者）からの複数の民事訴

訟（集団訴訟）および米国の複数の州

の司法長官による訴訟の被告となって

います。これらについては、現時点で結

論は出ていませんが、今後発生する可

能性のある損失の見積額を計上してい

ます。

なお、当社およびＮＥＣエレクトロニ

クス・ヨーロッパ社（現ルネサス・エ

レクトロニクス・ヨーロッパ社）等

は、平成22年5月、欧州委員会からDRAM

業界における競争法違反を理由とする

課徴金賦課に関する決定通知を受領し

ました。本決定は、欧州委員会が導入し

た和解手続に基づくものです。

　

―――――――――

   

※５ 受取手形割引高 　 1,044　 1,341

   

※６ たな卸資産および工事契

約等損失引当金の相殺表

示

損失が見込まれる工事契約等に係るた

な卸資産は、これに対応する工事契約

等損失引当金11,218百万円（うち、商

品及び製品に係る工事契約等損失引当

金2,709百万円、仕掛品に係る工事契約

等損失引当金8,492百万円、原材料及び

貯蔵品に係る工事契約等損失引当金17

百万円）を相殺表示しています。

損失が見込まれる工事契約等に係るた

な卸資産は、これに対応する工事契約

等損失引当金7,048百万円（うち、商品

及び製品に係る工事契約等損失引当金

2,448百万円、仕掛品に係る工事契約等

損失引当金4,558百万円、原材料及び貯

蔵品に係る工事契約等損失引当金42百

万円）を相殺表示しています。

   

※７ コミットメントライン契

約

当社および当社の連結子会社は安定的

かつ機動的に短期の資金調達を行うた

め、取引金融機関26社と短期借入金の

コミットメントライン契約を締結して

います。当連結会計年度末における短

期借入金のコミットメントライン契約

に係る借入未実行残高等は次のとおり

です。

当社および当社の連結子会社は安定的

かつ機動的に短期の資金調達を行うた

め、取引金融機関21社と短期借入金の

コミットメントライン契約を締結して

います。当連結会計年度末における短

期借入金のコミットメントライン契約

に係る借入未実行残高等は次のとおり

です。

   

 貸出コミットメント

ライン契約の総額

　

274,120

借入実行残高 29,837

差引額 244,283

貸出コミットメント

ライン契約の総額

　

255,000

借入実行残高 5,100

差引額 249,900
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(連結損益計算書関係)

  （金額単位 百万円）

摘要
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※１ たな卸資産の帳簿価額の

切下額

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿

価切下後の金額であり、26,007百万円

のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れています。

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿

価切下後の金額であり、24,577百万円

のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れています。

   

※２ 工事契約等損失引当金繰

入額

売上原価に含まれている工事契約等損

失引当金繰入額は12,106百万円です。

売上原価に含まれている工事契約等損

失引当金繰入額は12,982百万円です。

   

※３ 販売費及び一般管理費   

主要な費目および金額 従業員給料手当 318,385

技術研究費 271,101

退職給付費用 25,786

製品保証引当金繰入額 12,278

電子計算機買戻損失     

引当金繰入額 2,995

貸倒引当金繰入差額 1,034

従業員給料手当 295,191

技術研究費 170,739

退職給付費用 19,555

製品保証引当金繰入額 7,666

電子計算機買戻損失     

引当金繰入額 1,548

貸倒引当金繰入差額 156

   

※４ 研究開発費の総額 一般管理費および当期製造費用に含ま

れている研究開発費は275,970百万円

です。

　

一般管理費および当期製造費用に含ま

れている研究開発費は176,514百万円

です。

　

※５ 退職給付信託設定益 ――――――――― 退職給付を目的として、当社が所有す

るルネサスエレクトロニクス㈱株式の

一部を信託設定したことによるもので

す。

　 　 　

※６ 関係会社株式売却益 主として日本電気硝子㈱の株式売却に

よるものです。

主として東北化工㈱の株式売却による

ものです。

   

※７ 固定資産売却益 土地等の売却によるものです。 建物および土地等の売却によるもので

す。

   

※８ 事業譲渡益 ――――――――― 主として米国におけるプラットフォー

ム事業にかかる事業整理に伴う資産処

分等による利益です。

　 　 　

※９ 事業構造改善費用 主として一部のオフィスの集約に伴い

発生する原状回復等の移転費用、なら

びにエレクトロンデバイス事業におけ

る資産処分等に伴う費用です。

主としてパーソナルソリューション事

業における従業員の早期退職等に伴う

費用、ならびに一部のオフィスの集約

に伴い発生する移転費用です。

　

※10 持分変動損失 ――――――――― 主としてＮＥＣエレクトロニクス㈱が

㈱ルネサステクノロジと合併したこと

に伴う持分変動によるものです。

　

※11 災害による損失 ――――――――― 東日本大震災に係わる損失であり、主

に操業・営業休止期間の固定費および

固定資産や棚卸資産の滅失損失です。
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  （金額単位 百万円）

摘要
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※12 減損損失 (1)減損損失を認識した資産または資

産グループの概要

(1)減損損失を認識した資産または資

産グループの概要

 用　途 種　類 場　所

事業用
資産

建物及び構築
物、
機械及び装
置、
工具、器具及
び備品、
無形固定資産
等

滋賀県
甲賀市、
長野県
伊那市

事業用
資産

建物及び構築
物、
工具、器具及
び備品、
無形固定資産
等

東京都
港区、
東京都
品川区等

事業用
資産

建物及び構築
物、
機械及び装
置、
工具、器具及
び備品、
無形固定資産
等

米国

遊休資産
建物及び構築
物

滋賀県
草津市

その他 のれん －

用　途 種　類 場　所

事業用
資産

建物及び構築
物、
機械及び装
置、
工具、器具及
び備品、
建設仮勘定

中国

事業用
資産

工具、器具及
び備品、
建設仮勘定、
その他

神奈川県
川崎市等

遊休資産

土地、
建設仮勘定、
ソフトウエア
等

東京都
港区、
栃木県
宇都宮市等

遊休資産

機械及び装
置、
工具、器具及
び備品、
建設仮勘定

富山県
下新川郡、
宮城県
白石市等　

   

 (2)減損損失の認識に至った経緯

事業用固定資産およびのれんにおける

収益性の低下ならびに遊休資産におけ

る市場価値の下落により投資額の回収

が見込めなくなったため、減損損失を

特別損失として計上しています。

(2)減損損失の認識に至った経緯

事業用固定資産における収益性の低下

ならびに遊休資産における市場価値の

下落により投資額の回収が見込めなく

なったため、減損損失を特別損失とし

て計上しています。　

   

 (3)減損損失の金額 (3)減損損失の金額

 建物及び構築物 2,642

機械及び装置 1,459

工具、器具及び備品 617

土地 64

建設仮勘定 240

のれん 753

ソフトウエア 703

無形固定資産－その他 254

その他 241

合計 6,973

建物及び構築物 863

機械及び装置 1,827

工具、器具及び備品 208

土地 342

建設仮勘定 1,192

ソフトウエア 1,130

無形固定資産－その他 4

その他 307

合計 5,873

   

 (4)資産のグルーピングの方法

原則として、当社のビジネスユニット

単位および継続的に収支の把握を行っ

ている管理会計上の区分を基礎として

資産のグルーピングを行い、遊休資産

については当該資産単独でグルーピン

グをしています。

(4)資産のグルーピングの方法

同左
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  （金額単位 百万円）

摘要
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

 (5)回収可能価額の算定方法

事業用資産の回収可能価額は、正味売

却価額と使用価値のいずれか高い方の

金額を使用しています。遊休資産につ

いては、正味売却価額を使用していま

す。

正味売却価額は、路線価等を基準にし

て合理的に算定しています。使用価値

については将来キャッシュ・フローが

マイナスのため、備忘価額により評価

しています。

なお、在米子会社については、所在地国

の会計基準に基づく減損損失を特別損

失として計上しています。

(5)回収可能価額の算定方法

事業用資産の回収可能価額は、正味売

却価額と使用価値のいずれか高い方の

金額を使用しています。遊休資産につ

いては、正味売却価額を使用していま

す。

正味売却価額は、路線価等を基準にし

て合理的に算定しています。使用価値

については将来キャッシュ・フローが

マイナスのため、備忘価額により評価

しています。

　

   

※13 投資有価証券評価損 主として投資有価証券の減損によるも

のです。

　

同左

※14 製品不具合対策費用 主として出荷済み製品の不具合に伴う

回収・取替に係る費用です。

　

同左

※15 関係会社株式売却損 デイビッド　システム社の株式売却等

によるものです。

日本SGI㈱の株式売却等によるもので

す。

   

※16 固定資産除却損 主に土地売却に伴う建物及び構築物の

除却損、および玉川事業場の一部建替

に伴う除却損です。

―――――――――
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　親会社株主に係る包括利益 30,683

　少数株主に係る包括利益 2,775

　　　　　　計 33,458

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　その他有価証券評価差額金 15,307

　繰延ヘッジ損益 122

　為替換算調整勘定 1,238

　持分法適用会社に対する持分相当額 2,375

　　　　　　計 19,042
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,029,733 575,000 － 2,604,733

（注）千株未満を四捨五入しています。

 

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりです。

募集による新株式発行・・・・・ 537,500千株

第三者割当による新株式発行・・・37,500千株

 

２　自己株式に関する事項
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 6,287 156 253 6,190

（注）千株未満を四捨五入しています。

 

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加・・・     149千株

 

減少数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買増しによる減少・・・      23千株

持分法適用会社が保有していた自己株式

（当社株式）の当社帰属分の減少・・・     230千株

３　新株予約権に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション

としての新株予約権
－ 41

ＮＥＣエレクト

ロニクス㈱

ストック・オプション

としての新株予約権
－ 52

合計 － 93

（注）上記の内容については（ストック・オプション等関係）に記載しています。

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

  該当する事項はありません。

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年 5月12日

臨時取締役会
普通株式 利益剰余金 10,398 4平成22年 3月31日平成22年 6月 1日

当連結会計年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,604,733 － － 2,604,733

（注）千株未満を四捨五入しています。
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（変動事由の概要）

変動はありません。

 

２　自己株式に関する事項
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 6,190 167 87 6,270

（注）千株未満を四捨五入しています。

 

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加・・・     167千株

 

減少数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買増しによる減少・・・      26千株

持分法適用会社が保有していた自己株式

（当社株式）の当社帰属分の減少・・・      61千株

３　新株予約権に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション

としての新株予約権
－ 33

合計 － 33

（注）上記の内容については（ストック・オプション等関係）に記載しています。

４　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年 5月12日

臨時取締役会
普通株式 10,398 4平成22年 3月31日平成22年 6月 1日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  （金額単位　百万円）

摘要
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※１　現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び預金 195,095

有価証券 136,747

満期日が3ヵ月を超える

預金および有価証券

　

△1,294

現金及び現金同等物 330,548

現金及び預金 184,662

有価証券 20,757

満期日が3ヵ月を超える

預金および有価証券

　

△1,540

現金及び現金同等物 203,879

   

２　重要な非資金取引の内容 ファイナンス・リース 2,426ファイナンス・リース 3,986

   

  関係会社株式の退職給付信託

への拠出額
70,992

   

  当連結会計年度にＮＥＣカシオモバイ

ルコミュニケーションズ㈱と合併した

㈱カシオ日立モバイルコミュニケー

ションズより継承した資産および負債

の主な内訳は次のとおりです。

   

  流動資産 42,652

固定資産 3,523

　資産計 46,175

流動負債 40,612

固定負債 1,021

　負債計 41,633

　 　 　

※３　株式の取得により新たに

連結子会社となった会社

の資産および負債の主な

内訳

株式の取得により新たに3社を連結し

たことに伴う連結開始時の資産および

負債の内訳並びに株式の取得価額と取

得のための支出（純額）との関係は次

のとおりです。

株式の取得により新たに4社を連結し

たことに伴う連結開始時の資産および

負債の内訳並びに株式の取得価額と取

得のための支出（純額）との関係は次

のとおりです。

   

 流動資産 2,728

固定資産 3,228

のれん 915

流動負債 △1,267

固定負債 △324

株式の取得価額 5,280

未払金 △330

現金及び現金同等物 △915

株式取得のための支出 4,035

流動資産 1,482

固定資産 875

のれん 967

流動負債 △882

固定負債 △339

少数株主持分 △136

株式の取得価額 1,967

現金及び現金同等物 △395

株式取得のための支出 1,572
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  （金額単位　百万円）

摘要
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※４　株式売却により連結子会

社でなくなった会社の資

産および負債の主な内訳

　

─────────

株式の売却により3社が連結子会社で

なくなったことに伴う売却時の資産お

よび負債の内訳並びに株式の売却価額

と売却による収入（純額）との関係は

次のとおりです。

   

  流動資産 2,348

固定資産 1,930

流動負債 △1,689

固定負債 △716

為替換算調整勘定 10

有価証券評価差額金 △5

関係会社株式売却益 1,322

株式の売却価額 3,200

現金及び現金同等物 △649

株式売却による収入 2,551

   

　 　 株式の売却により日本SGI㈱が連結子

会社でなくなったことに伴う売却時の

資産および負債の内訳並びに株式の売

却価額と売却のための支出（純額）と

の関係は次のとおりです。

   

  流動資産 6,850

固定資産 682

流動負債 △4,376

固定負債 △611

少数株主持分 △1,111

有価証券評価差額金 △3

繰延ヘッジ損益　 1

関係会社株式売却損 △620

株式の売却価額 812

未収入金　 △81

現金及び現金同等物 △2,469

株式売却による

支出（△）
△1,738
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(リース取引関係)

  （金額単位　百万円）

摘要
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

１．リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引（借手側）

(1）リース資産の内容

主に電気機器製造設備（機械及び装

置）、アウトソーシング設備（機械及

び装置、工具、器具及び備品）です。

(1）リース資産の内容

主にアウトソーシング設備（工具、器

具及び備品）です。

　 　 　

　 (2）減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、定率法で

計算しております。

なお、アウトソーシング設備について

はリース期間を耐用年数とし、定額法

で計算しております。

(2）減価償却の方法

同左

　 　 　

２．オペレーティング・リース

取引（借手側）

未経過リース料

1年内 35,810

1年超 80,082

合計 115,892

1年内 18,310

1年超 43,291

合計 61,601
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用しています。

資金調達については、事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を

調達しており、また、短期的な運転資金を主に銀行借入やコマーシャル・ペーパー発行により調達しています。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。

　

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。

　また、外貨建ての営業債権および営業債務は為替の変動リスクに晒されています。

　有価証券および投資有価証券は、短期で運用している金融資産を除けば、主に取引先企業との業務または資本

提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。

　長期借入金、社債およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を

目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で約8年後です。これらの有利子負債のうち、変動金利の有利子

負債は、金利の変動リスクに晒されています。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権および営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引および為替オプション、借入金および社債に係る金利変動および時価変動の影響を

回避することを目的とした金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

４.「会計処理基準に関する事項」に記載されている(6)「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社および各子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに

期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。

　デリバティブ取引の利用および資金運用を目的とした預金の設定や有価証券の購入にあたっては、カウン

ターパーティーリスクを軽減するために、信用力の高い金融機関と取引を行っています。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、外貨建て営業債権債務の相殺や先物為替予約および為

替オプションを利用したヘッジ取引を行うことにより、リスクを軽減しています。

　また、変動金利の借入金および社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用

しています。

　有価証券および投資有価証券の市場価格の変動リスクについては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の

財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有意義を継続的に見直しています。

　デリバティブ取引については、デリバティブ取引に対するリスク管理、承認、報告、検証に関する方針および規

程に基づいて、デリバティブ取引を行っています。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、現金および現金同等物とコミットメントラインの未使用枠を

合計した手許流動性を適度な水準に維持することなどにより、当該リスクを管理しています。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません

((注2)参照)。

　 （単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額
(1）現金及び預金 195,095 195,095 ―
(2）受取手形及び売掛金 773,388 772,993 △395
(3）有価証券 136,747 136,747 ―
(4）投資有価証券 86,405 86,405 ―
(5）関係会社株式 42,755 30,381 △12,374
資産計 1,234,390 1,221,621 △12,769
(1）支払手形及び買掛金 522,533 522,533 ―
(2）短期借入金 69,163 69,163 ―
(3）コマーシャル・ペーパー 21,998 21,998 ―
(4）1年内返済予定の長期借入金 169,507 169,507 ―
(5）1年内償還予定の社債 19,830 19,830 ―
(6）未払費用 175,660 175,660 ―
(7）社債 50,005 51,084 1,079
(8）転換社債 97,669 97,571 △98
(9）新株予約権付社債 110,000 107,176 △2,824
(10）長期借入金 158,876 159,495 619
負債計 1,395,241 1,394,017 △1,224
デリバティブ取引(*1) (761) (761) ―

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、(　)で示しています。

(注1)　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(2)受取手形及び売掛金

これらの時価について、短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額と

し、決済が長期間にわたるものは、信用リスク等を加味した利率で割り引いて算定する方法によっています。

 

(3) 有価証券

これらは主として譲渡性預金、コマーシャル・ペーパー等であり、短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(4)投資有価証券および(5)関係会社株式

これらの時価については、取引所の価格によっています。

 

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)コマーシャル・ペーパー、(4)1年内返済予定の長期借入金、(5)1

年内償還予定の社債および(6)未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(7)社債、(8)転換社債および(9)新株予約権付社債

これらの社債の時価については、主に市場価格によっています。

 

(10) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっています。
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デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記参照。

 

(注2)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券

非上場株式
59,837

関係会社株式

非上場株式
46,744

投資事業有限責任組合契約に基づく権利、および外国の法

令に基づく契約であって、投資事業有限責任組合契約に類

するものに基づく権利

4,600

その他 379

合計 111,560

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資有価証券」お

よび「(5)関係会社株式」には含めていません。

 

(注3)　金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 195,095 ― ― ―
受取手形及び売掛金 755,343 16,851 1,015 179
有価証券 136,747 ― ― ―
投資有価証券                 
その他有価証券のうち満期が
あるもの（社債）

― 1 ― 822

合計 1,087,185 16,852 1,015 1,001

(注4)　社債、長期借入金およびその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「社債明細表」および「借入金等明細表」参照。
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当連結会計年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用しています。

資金調達については、事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を

調達しており、また、短期的な運転資金を主に銀行借入やコマーシャル・ペーパー発行により調達しています。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行いません。

　

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。

　また、外貨建ての営業債権および営業債務は為替の変動リスクに晒されています。

　有価証券および投資有価証券は、短期で運用している金融資産を除けば、主に取引先企業との業務または資本

提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。

　長期借入金、社債およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を

目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で約7年後です。これらの有利子負債のうち、変動金利の有利子

負債は、金利の変動リスクに晒されています。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権および営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引および為替オプション、借入金および社債に係る金利変動および時価変動の影響を

回避することを目的とした金利スワップ取引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

４.「会計処理基準に関する事項」に記載されている(6)「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社および各子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに

期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。

　デリバティブ取引の利用および資金運用を目的とした預金の設定や有価証券の購入にあたっては、カウン

ターパーティーリスクを軽減するために、信用力の高い金融機関と取引を行っています。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、外貨建て営業債権債務の相殺や先物為替予約および為

替オプションを利用したヘッジ取引を行うことにより、リスクを軽減しています。

　また、変動金利の借入金および社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用

しています。

　有価証券および投資有価証券の市場価格の変動リスクについては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の

財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有意義を継続的に見直しています。

　デリバティブ取引については、デリバティブ取引に対するリスク管理、承認、報告、検証に関する方針および規

程に基づいて、デリバティブ取引を行っています。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、現金および現金同等物とコミットメントラインの未使用枠を

合計した手許流動性を適度な水準に維持することなどにより、当該リスクを管理しています。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません

((注2)参照)。

　 （単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額
(1）現金及び預金 184,662 184,662 ―
(2）受取手形及び売掛金 726,355 725,974 △381
(3）有価証券 20,757 20,757 ―
(4）投資有価証券 79,220 79,220 ―
(5）関係会社株式 89,286 74,958 △14,328
資産計 1,100,280 1,085,571 △14,709
(1）支払手形及び買掛金 464,529 464,529 ―
(2）短期借入金 48,780 48,780 ―
(3）コマーシャル・ペーパー 163,978 163,978 ―
(4）1年内返済予定の長期借入金 13,245 13,245 ―
(5）1年内償還予定の転換社債 97,669 97,669 ―
(6）未払費用 160,559 160,559 ―
(7）社債 200,000 200,914 914
(8）長期借入金 137,846 138,526 680
負債計 1,286,606 1,288,200 1,594
デリバティブ取引(*1) 228 228 ―

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、(　)で示しています。

(注1)　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(2) 受取手形及び売掛金

これらの時価について、短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額と

し、決済が長期間にわたるものは、信用リスク等を加味した利率で割り引いて算定する方法によっています。

 

(3) 有価証券

これらは主として譲渡性預金、コマーシャル・ペーパー等であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(4) 投資有価証券および(5) 関係会社株式

これらの時価については、取引所の価格によっています。

 

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー、(4)1年内返済予定の長期借入金、(5)

1年内償還予定の転換社債および(6) 未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(7) 社債

社債の時価については、主に市場価格によっています。

 

(8) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっています。
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デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記参照。

 

(注2)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

投資有価証券

非上場株式
53,565

関係会社株式

非上場株式
44,707

投資事業有限責任組合契約に基づく権利、および外国の法

令に基づく契約であって、投資事業有限責任組合契約に類

するものに基づく権利

4,577

その他 330

合計 103,179

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資有価証券」お

よび「(5)関係会社株式」には含めていません。

 

(注3)　金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
1年以内
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 184,662 ― ― ―
受取手形及び売掛金 713,886 11,596 722 151
有価証券 20,757 ― ― ―
投資有価証券                 
その他有価証券のうち満期が
あるもの（社債）

― ― ― 812

合計 919,305 11,596 722 963

(注4)　社債、長期借入金およびその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「社債明細表」および「借入金等明細表」参照。
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１.その他有価証券(平成22年3月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 64,145 37,731 26,414
(2）債券             
①　国債・地方債 － － －
②　社債 － － －
(3）その他 60 22 38

小計 64,205 37,753 26,452

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 19,100 24,794 △5,694
(2）債券             
①　国債・地方債 － － －
②　社債 1,721 1,899 △178
(3）その他 138,126 138,928 △802

小計 158,947 165,621 △6,674
合計 223,152 203,374 19,778

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額59,837百万円）、投資事業有限責任組合契約、もしくはそれに類するものに基

づく権利(連結貸借対照表計上額4,600百万円）、その他（連結貸借対照表計上額379百万円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「１.その他有価証券」には含めていません。

 

２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成21年4月1日　至平成22年3月31日)

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

　

(1）株式 16,059 536 39　
(2）債券             　
①　国債・地方債 － － － 　
②　社債 － － － 　
(3）その他 22 1 － 　

合計 16,081 537 39　

３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において有価証券について891百万円（その他有価証券の株式）減損処理を行っています。
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当連結会計年度

１.その他有価証券(平成23年3月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1）株式 49,253 29,160 20,093
(2）債券             
①　国債・地方債 － － －
②　社債 － － －
(3）その他 55 19 36

小計 49,308 29,179 20,129

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1）株式 27,047 35,462 △8,415
(2）債券             
①　国債・地方債 － － －
②　社債 812 1,000 △188
(3）その他 22,810 23,832 △1,022

小計 50,669 60,294 △9,625
合計 99,977 89,473 10,504

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額53,565百万円）、投資事業有限責任組合契約、もしくはそれに類するものに基

づく権利(連結貸借対照表計上額4,577百万円）、その他（連結貸借対照表計上額330百万円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「１.その他有価証券」には含めていません。

 

２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

　

(1）株式 3,753 2,492 8　
(2）債券             　
①　国債・地方債 － － － 　
②　社債 － － － 　
(3）その他 75 － － 　

合計 3,828 2,492 8　

３.減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において有価証券について4,319百万円（その他有価証券の株式）減損処理を行っています。

　

４.保有目的を変更した有価証券(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

　従来、「関連会社株式」として保有していたアンリツ㈱他の株式を「その他有価証券」に変更しています。

　この結果、投資有価証券が5,301百万円、その他有価証券評価差額金が1,470百万円増加しています。　
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(デリバティブ取引関係）

 

前連結会計年度(平成22年3月31日)

 

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

　

市場取引

以外の取引

為替予約取引  　 　 　 　

売建  　 　 　 　

米ドル 80,011 ― 82,154△2,143　

ユーロ 9,550 ― 9,238 312　

その他 2,116 ― 2,126 △10　

買建 　 　 　 　 　

米ドル 44,626 1,116 45,298 672　

ユーロ 6,009 ― 6,098 89　

その他 10,697 ― 10,895 198　

通貨スワップ取引 129 ― 1 1　

合　　計 ― ― ― △881　

（注）時価の算定方法：為替予約取引については先物為替相場によっています。通貨スワップ取引については期末日現在

の金利を基に将来予想されるキャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定しています。

 

(2)金利関連

　該当事項はありません。

　

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

　

原則的

処理方法

為替予約取引 　 　 　 　 　

売建 売掛金 　 　 　 　

米ドル 　 91 ― 84　

ユーロ 　 3 ― 3　

買建 買掛金 　 　 　 　

米ドル 　 3,501 ― 3,659　

ユーロ 　 40 ― 38　

（注）時価の算定方法：為替予約取引については先物為替相場によっています。通貨スワップ取引については期末日現在

の金利を基に将来予想されるキャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定しています。
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(2)金利関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

　

原則的

処理方法

金利スワップ取引 長期借入金 　 　 　 　

支払固定・受取変動 　 3,000 3,000 △43　

　（注）時価の算定方法：期末日現在の金利を基に将来予測されるキャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定して

います。

　

当連結会計年度(平成23年3月31日)

 

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

　

市場取引

以外の取引

為替予約取引  　 　 　 　

売建  　 　 　 　

米ドル 34,187 ― 34,389 △202　

ユーロ 8,336 ― 8,643 △307　

その他 2,403 ― 2,374 29　

買建 　 　 　 　 　

米ドル 33,359 ― 33,760 401　

ユーロ ― ― ― ― 　

その他 10,579 ― 10,769 190　

合　　計 ― ― ― 111　

（注）時価の算定方法：為替予約取引については先物為替相場によっています。

 

(2)金利関連

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本電気株式会社(E01765)

有価証券報告書

135/220



2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

　

原則的

処理方法

為替予約取引 　 　 　 　 　

売建 売掛金 　 　 　 　

米ドル 　 299 ― 301　

その他 　 1,747 ― 1,725　

買建 買掛金 　 　 　 　

米ドル 　 7,122 ― 7,224　

その他 　 1 ― 1　

（注）時価の算定方法：為替予約取引については先物為替相場によっています。

　

(2)金利関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ
対象

契約額等
(百万円)

うち1年超
(百万円)

時価
(百万円)

　

原則的

処理方法

金利スワップ取引 長期借入金 　 　 　 　

支払固定・受取変動 　 2,000 ― △5　

　（注）時価の算定方法：期末日現在の金利を基に将来予測されるキャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算定して

います。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度および退職一

時金制度を設けています。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　海外連結子会社の大部分は、実質的に各社の全ての従業員を対象とする種々の退職金制度を採用しています。そ

れらは主に確定給付型および確定拠出型の制度です。

　当社および一部の国内連結子会社が加入していた日本電気厚生年金基金は、代行部分について、平成14年9月に将

来分支給義務免除の認可を、平成15年12月に過去分返上の認可を厚生労働大臣から受けました。これに伴い、厚生

年金基金制度から確定給付企業年金制度へ移行しました。

　平成15年度以降、当社および一部の国内連結子会社は、退職給付制度にポイント制を導入しました。この制度のも

とでは、従業員の職階と成績に応じて付与されるポイントの累計数に基づいて、給付額が計算されます。

　また、当社および一部の国内連結子会社は、厚生年金基金制度または適格退職年金制度から確定給付企業年金制

度に移行し、キャッシュバランスプランを導入しました。この制度のもとでは、年金加入者の個人別勘定に、職階に

応じて付与されるポイントおよび市場金利を基とした再評価率等により計算された利息ポイントに基づいて計算

された金額が積み立てられます。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度
(平成22年3月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成23年3月31日)

(百万円)

イ．退職給付債務 △1,092,346 △939,852

ロ．年金資産 695,835 671,609

ハ．未積立退職給付債務(イ＋ロ) △396,511 △268,243

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 70,824 46,826

ホ．未認識数理計算上の差異 239,098 228,333

ヘ．未認識過去勤務債務(債務の減額) △95,030 △75,481

ト．連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋へ) △181,619 △68,565

チ．前払年金費用 56,026 113,457

リ．退職給付引当金(ト－チ) △237,645 △182,022

（注）１．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しています。

２．前払年金費用は連結貸借対照表において、投資その他の資産の「その他」に含まれています。
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３．退職給付費用に関する事項

 

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

(百万円)

イ．勤務費用 36,676 31,158

ロ．利息費用 27,259 23,318

ハ．期待運用収益 △12,472 △12,187

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 14,441 12,057

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 35,463 21,351

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △10,117 △9,187

ト．その他（注２） 7,869 6,068

チ．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ＋ト) 99,119 72,578

（注）　１．簡便法を適用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しています。

２．「ト．その他」は確定拠出年金への掛金拠出です。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

イ．退職給付見込額の期間配分方法 主としてポイント基準 同左

ロ．割引率 主として2.5％ 同左

ハ．期待運用収益率 主として2.5％ 同左

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として13年(発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による

定額法によるものです。)

同左

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として13年(各連結会計

年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による

定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理す

ることとしています。)

同左

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 主として15年 同左
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における計上額および科目名

該当する事項はありません。

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

新株予約権戻入益　30百万円

３．ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

（1）ストック・オプションの内容
提出会社

 平成18年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数（名）
当社取締役14名、当社従業員および
子会社社長158名

当社取締役15名、当社従業員および
子会社社長161名

株式の種類別のストック・オプショ
ンの数（注）

普通株式　304,000株 普通株式　300,000株

付与日 平成18年 7月28日 平成17年 7月11日
権利確定条件 権利確定条件は付されていません。 権利確定条件は付されていません。
対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成20年 8月 1日
平成24年 7月31日

平成19年 7月 1日
平成23年 6月30日

 平成16年ストック・オプション 平成15年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数（名）
当社取締役15名、当社従業員および
子会社社長159名

当社取締役15名、当社従業員および
子会社社長171名

株式の種類別のストック・オプショ
ンの数（注）

普通株式　289,000株 普通株式　313,000株

付与日 平成16年 7月12日 平成15年 7月10日
権利確定条件 権利確定条件は付されていません。 権利確定条件は付されていません。
対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成18年 7月 1日
平成22年 6月30日

平成17年 7月 1日
平成21年 6月30日

ＮＥＣエレクトロニクス㈱

 平成18年ストック・オプション 　

付与対象者の区分および人数（名）
ＮＥＣエレクトロニクス㈱の取締役
4名、同社従業員および同社の子会社
社長等26名

　

株式の種類別のストック・オプショ
ンの数（注）

普通株式　75,000株 　

付与日 平成18年 7月13日 　

権利確定条件

オプションは付与日の2年後に権利
が確定し、原則として、オプションを
付与された者が権利行使日に当社グ
ループに役務を提供していることを
条件としています。行使の条件は、株
式分割または併合が行われた場合に
は調整されます。この制度ではオプ
ションを付与された者が行使日より
前に退職した場合は、通常、自動的に
オプションは消滅しますが、行使期
間内に退職した場合は、通常、退職後
1年間は行使可能です。

　

対象勤務期間
平成18年 7月13日
平成20年 7月12日

　

権利行使期間
平成20年 7月13日
平成24年 7月12日

　

（注）株式数に換算して記載しています。
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（2）ストック・オプションの規模および変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数
については、株式数に換算して記載しています。

① ストック・オプションの数
提出会社

 
平成18年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

権利確定前（株）             
前連結会計年度末 － － －
付与 － － －
失効 － － －
権利確定 － － －
未確定残 － － －
権利確定後（株）             
前連結会計年度末 294,000 199,000 171,000
権利確定 － － －
権利行使 － － －
失効 77,000 34,000 33,000
未行使残 217,000 165,000 138,000

 
平成15年
ストック・オプション

　

権利確定前（株）     　
前連結会計年度末 － 　
付与 － 　
失効 － 　
権利確定 － 　
未確定残 － 　
権利確定後（株）     　
前連結会計年度末 125,000　
権利確定 － 　
権利行使 － 　
失効 125,000　
未行使残 － 　

ＮＥＣエレクトロニクス㈱

 
平成18年
ストック・オプション

　

権利確定前（株）     　
前連結会計年度末 － 　
付与 － 　
失効 － 　
権利確定 － 　
未確定残 － 　
権利確定後（株）     　
前連結会計年度末 72,000　
権利確定 － 　
権利行使 － 　
失効 16,000　
未行使残 56,000　
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② 単価情報
提出会社

 
平成18年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

権利行使価格（円） 600 601 756
行使時平均株価（円） － － －
付与日における公正な評価
単価（円）

190 － －

 
平成15年
ストック・オプション

　

権利行使価格（円） 769　
行使時平均株価（円） 859　
付与日における公正な評価
単価（円）

－ 　

ＮＥＣエレクトロニクス㈱

 
平成18年
ストック・オプション

　

権利行使価格（円） 3,927　
行使時平均株価（円） － 　
付与日における公正な評価
単価（円）

937　

４．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度においてストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はありません。

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

(提出会社)

権利確定条件は付されていないため、付与数が権利確定数となります。

(ＮＥＣエレクトロニクス㈱)

権利確定日を経過したため、付与数から失効数を引いたものが権利確定数となります。
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当連結会計年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における計上額および科目名

該当する事項はありません。

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

新株予約権戻入益　 8百万円

３．ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

（1）ストック・オプションの内容
提出会社

 平成18年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数（名）
当社取締役14名、当社従業員および
子会社社長158名

当社取締役15名、当社従業員および
子会社社長161名

株式の種類別のストック・オプショ
ンの数（注）

普通株式　304,000株 普通株式　300,000株

付与日 平成18年 7月28日 平成17年 7月11日
権利確定条件 権利確定条件は付されていません。 権利確定条件は付されていません。
対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成20年 8月 1日
平成24年 7月31日

平成19年 7月 1日
平成23年 6月30日

 平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数（名）
当社取締役15名、当社従業員および
子会社社長159名

株式の種類別のストック・オプショ
ンの数（注）

普通株式　289,000株

付与日 平成16年 7月12日
権利確定条件 権利確定条件は付されていません。
対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
平成18年 7月 1日
平成22年 6月30日

（注）株式数に換算して記載しています。
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（2）ストック・オプションの規模および変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数
については、株式数に換算して記載しています。

① ストック・オプションの数
提出会社

 
平成18年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

権利確定前（株）             
前連結会計年度末 － － －
付与 － － －
失効 － － －
権利確定 － － －
未確定残 － － －
権利確定後（株）             
前連結会計年度末 217,000 165,000 138,000
権利確定 － － －
権利行使 － － －
失効 43,000 39,000 138,000
未行使残 174,000 126,000 －

② 単価情報
提出会社

 
平成18年
ストック・オプション

平成17年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

権利行使価格（円） 600 601 756
行使時平均株価（円） － － －
付与日における公正な評価
単価（円）

190 － －

　

４．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度においてストック・オプションを付与しておりませんので、該当事項はありません。

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

権利確定条件は付されていないため、付与数が権利確定数となります。
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(税効果会計関係)

 (金額単位　百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳
（繰延税金資産）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳
（繰延税金資産）

繰越欠損金 337,827

退職給付引当金損金算入限
度超過額

137,175

未払費用および製品保証引
当金

54,794

減価償却超過額 50,215

たな卸資産評価 40,196

研究開発費 17,119

関係会社投資 12,322

連結会社間取引による内部
未実現利益

11,916

投資有価証券評価損 10,845

偶発損失引当金 8,283

工事契約等損失引当金 5,667

事業構造改善引当金 4,910

電子計算機買戻損失引当金 3,393

その他 62,093

繰延税金資産小計 756,755

評価引当金 △445,249

繰延税金資産合計 311,506

繰越欠損金 237,252

退職給付引当金損金算入限
度超過額

122,290

未払費用および製品保証引
当金

49,265

減価償却超過額 38,951

たな卸資産評価 32,674

連結会社間取引による内部
未実現利益

11,743

関係会社投資 11,519

投資有価証券評価損 8,136

偶発損失引当金 4,770

工事契約等損失引当金 3,932

事業構造改善引当金 3,230

電子計算機買戻損失引当金 2,789

研究開発費 2,532

その他 60,604

繰延税金資産小計 589,687

評価引当金 △282,045

繰延税金資産合計 307,642

（繰延税金負債） （繰延税金負債）
退職給付信託設定益 △40,578

未分配利益の税効果 △9,218

その他有価証券評価差額金 △5,355

租税特別措置法上の準備金 △484

その他 △30,684

繰延税金負債合計 △86,319

繰延税金資産の純額 225,187

退職給付信託設定益 △22,037

未分配利益の税効果 △3,970

その他有価証券評価差額金 △944

租税特別措置法上の準備金 △59

その他 △9,649

繰延税金負債合計 △36,659

繰延税金資産の純額 270,983

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の項
目に含まれています。

（注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の次の項
目に含まれています。

流動資産－繰延税金資産 93,307

固定資産－繰延税金資産 140,829

流動負債－その他 △36

固定負債－繰延税金負債 △8,913

流動資産－繰延税金資産 97,431

固定資産－繰延税金資産 174,707

流動負債－その他 △30

固定負債－繰延税金負債 △1,125
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前連結会計年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）      

評価引当金の増減額 19.2 

未分配利益の税効果 11.3 

のれんの償却額 7.9 

損金不算入の費用 1.1 

持分法による投資損益 △0.3 

連結会社間取引による内部
未実現利益

△0.4 

海外税率差 △5.5 

その他 0.3 

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

74.1 

　

法定実効税率 △40.5％

（調整）      

持分法による投資損益 98.6 

評価引当金の増減額 58.3 

のれんの償却額 33.5 

海外税率差 5.2 

損金不算入の費用 5.0 

未分配利益の税効果 △17.4 

退職給付信託 △105.9 

持分変動損益　 △118.7　

その他 25.8 

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

△56.1 
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

 

IT

サービス

 

(百万円)

IT

プロダクト

 

(百万円)

ネット

ワーク

システム

(百万円)

社会

インフラ

 

(百万円)

パーソナル

ソリュー

ション

(百万円)

エレクトロ

ンデバイス

 

(百万円)

その他

 

(百万円)

 

計

 

(百万円)

消去

または

全社

（百万円）

 

連結

 

(百万円)

Ⅰ　売上高および営

業損益
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
(1)外部顧客に対

する売上高
876,470209,217785,881316,566737,870572,77484,3703,583,148 － 3,583,148

(2)セグメント間

の内部売上高

または振替高

49,44030,86043,86518,40751,11719,411110,792323,892△323,892 －

計 925,910240,077829,746334,973788,987592,185195,1623,907,040△323,8923,583,148

営業費用 866,624241,201801,777312,223769,708649,012184,0813,824,626△292,3833,532,243

営業利益また

は営業損失

（△）

59,286△1,12427,96922,75019,279△56,82711,08182,414△31,50950,905

Ⅱ　資産、減価償却

費、減損損失お

よび資本的支

出

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

資産 557,625124,918525,420287,644306,410583,735170,1202,555,872381,7722,937,644

減価償却費 19,2575,92616,2058,36416,17765,9164,567136,41211,596148,008

減損損失 875 － 993 5 769 3,953 281 6,876 97 6,973

資本的支出 22,6355,73512,52312,36514,55565,94011,132144,88520,670165,555

（注）１　提供する製品およびサービスの種類、性質、販売市場の類似性を考慮して事業区分を行っています。

２　各事業の主な内容

ITサービス・・・・・・・・・・・・・・・・・システム・インテグレーション（システム構築、コンサ

ルティング）、サポート（保守）、アウトソーシング

ITプロダクト・・・・・・・・・・・・・・・・PCサーバ、汎用コンピュータ、UNIXサーバ、スーパーコン

ピュータ、ストレージ装置、専用ワークステーション、ソ

フトウェア（基本ソフトウェア、ミドルウェア、業種・

業務アプリケーションソフトウェア）

ネットワークシステム・・・・・・・・・・・・ 通信事業者向けネットワークシステム（移動通信シス

テム、固定通信システムなど）、企業向けネットワーク

システム（IPテレフォニーシステムなど）

社会インフラ・・・・・・・・・・・・・・・・ 放送映像システム、制御システム、交通システム、航空宇

宙システム（航空管制システム、人工衛星など）、防衛

システム（レーダ装置など）、消防・防災システム

パーソナルソリューション・・・・・・・・・・ 携帯電話機、パーソナルコンピュータ、パーソナルコ

ミュニケーション機器、モニタ、プロジェクタ、インター

ネット・サービス「BIGLOBE」
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エレクトロンデバイス・・・・・・・・・・・・ システムLSI（通信機器用、コンピュータおよび周辺機

器用、民生機器用、自動車および産業機器用）、マイクロ

コンピュータ、ディスクリート、光・マイクロ波半導体、

キャパシタ、リチウムイオン電池、リレー、圧電デバイ

ス、ICカード・ICタグ、液晶ディスプレイ、照明器具、冷

陰極蛍光ランプ(CCFL)

３　営業費用のうち「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は32,065百万円であり、その主な

ものは、親会社の本社部門一般管理費および基礎的試験研究費です。

４　資産のうち「消去または全社」の項目に含めた全社資産の金額は496,164百万円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金(現預金および有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産および管理部門に係

る資産等です。

５　組織体制の見直しに伴い、当連結会計年度から、「ITサービス」、「ITプロダクト」、「ネットワークシステ

ム」、「社会インフラ」、「パーソナルソリューション」、「エレクトロンデバイス」、「その他」の7つの事

業セグメントに変更しています。 

６　会計処理の方法の変更

第５「経理の状況」１「連結財務諸表等」（１）「連結財務諸表」「連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項の変更」を参照してください。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

 日本 アジア 欧州 その他 計
消去または
全社

連結

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)
Ⅰ　売上高および営業損益        
売上高        
(1) 外部顧客に対する
売上高

3,022,629207,168155,815197,5363,583,148― 3,583,148

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

277,794119,8174,22119,574421,406△421,406 ―

計 3,300,423326,985160,036217,1104,004,554△421,4063,583,148
営業費用 3,223,221315,787160,016220,3683,919,392△387,1493,532,243
営業利益または
営業損失(△)

77,20211,198 20 △3,25885,162△34,25750,905

Ⅱ　資産 2,211,035196,84088,727156,7102,653,312284,3322,937,644

（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　日本以外の区分に属する主な国または地域

(1）アジア・・中国、台湾、インド、シンガポール、インドネシア

(2）欧州・・・イギリス、フランス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン

(3）その他・・アメリカ

３　営業費用のうち「消去または全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は32,065百万円であり、その主な

ものは、親会社の本社部門一般管理費および基礎的試験研究費です。

４　資産のうち「消去または全社」の項目に含めた全社資産の金額は496,164百万円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金(現預金および有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産および管理部門に係

る資産等です。

５　当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したことに伴い、配賦不能営業費用および全社資産の範囲

を見直しています。

６　会計処理の方法の変更

第５「経理の状況」１「連結財務諸表等」（１）「連結財務諸表」「連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項の変更」を参照してください。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

 アジア 欧州 その他 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 321,790 164,672 226,424 712,886

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 3,583,148

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 9.0 4.6 6.3 19.9

 （注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

２　日本以外の区分に属する主な国または地域

(1）アジア・・中国、台湾、インド、シンガポール、インドネシア

(2）欧州・・・イギリス、フランス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン

(3）その他・・アメリカ

３　海外売上高は、当社および当社の連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年4月1日  至  平成23年3月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものです。

　当社は、製品・サービス別のビジネスユニットを置き、各ビジネスユニットは、取り扱う製品・

サービスについて国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しています。

　したがって、当社は、ビジネスユニットを基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成さ

れており、「ITサービス事業」、「プラットフォーム事業」、「キャリアネットワーク事業」、「社

会インフラ事業」、「パーソナルソリューション事業」の5つを報告セグメントとしています。

　

　それぞれの報告セグメントの内容は次のとおりです。

　

（ITサービス事業）

　当事業においては、主に官公庁や企業向けに、システム・インテグレーション（システム構築、コ

ンサルティング）、サポート（保守）、アウトソーシングおよびクラウドサービス（データセン

ター、IT運用管理）などの提供を行っています。

　

（プラットフォーム事業）

　当事業においては、PCサーバ、UNIXサーバ、メインフレーム、スーパーコンピュータ、ストレージ、

ATM、IPテレフォニーシステム、WAN・無線アクセス装置、LAN製品、ソフトウェア（統合運用管理、ア

プリケーションサーバ、セキュリティ、基本ソフトウェア（OS）、データベース）などの製造およ

び販売を行っています。

　

（キャリアネットワーク事業）

　当事業においては、通信事業者向けネットワークインフラ（基幹ネットワークシステム、アクセ

スネットワークシステム）、通信事業者向けサービス・マネジメント（ネットワーク運用支援シ

ステム（OSS）、事業支援システム（BSS）、ネットワーク制御基盤、サービス提供基盤）の製造お

よび販売を行っています。

　

（社会インフラ事業）

　当事業においては、放送映像システム（デジタルTV送信機）、制御システム（郵便・物流自動化

システム）、交通・公共システム（列車無線システム）、消防・防災システム（消防指令台システ

ム）、航空宇宙・防衛システム（航空管制システム、非冷却赤外線センサ）の製造および販売を

行っています。

　

（パーソナルソリューション事業）

　当事業においては、携帯電話機、スマートフォン、パソコン、タブレット端末、モバイルルータ、無

線ルータの製造および販売ならびにインターネット・サービス「BIGLOBE」、ディスプレイソ

リューション（モニタ、プロジェクタ、デジタルサイネージ向けパブリックディスプレイ）の提供

を行っています。
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２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の内部収益および振替高は

第三者間取引価格に基づいています。

　報告セグメントの資産は、セグメント間取引も含め、内部取引により発生する債権を全て消去し

た残高に基づいています。　

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）　　

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他

(注1)

調整額

(注2)

連結

財務諸表

計上額

IT

サービス　

プラット

フォーム

キャリア

ネット

ワーク

社会

インフラ

パーソナル

ソリュー

ション

 

計

 

売上高    　 　  　   

外部顧客への

売上高
804,201375,770605,423318,786766,5122,870,692244,732 － 3,115,424

　

セグメント間の

内部売上高

または振替高

48,23245,41030,71815,26744,174183,80171,416△255,217 －

計 852,433421,180636,141334,053810,6863,054,493316,148△255,2173,115,424

セグメント損益

（営業損益）
21,4178,88440,73314,575△1,91183,6987,288△33,16657,820

セグメント資産 512,773192,484410,869258,424369,3801,743,930360,008524,9932,628,931

その他の項目　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 17,2588,85711,9799,12916,52463,74714,41212,45590,614

のれんの償却額 5,961 79 4,554 － 513 11,1071,497 － 12,604

持分法適用会社

への投資額
13,6911,0133,016 840 5,89024,450110,708△1,165133,993

有形固定資産お

よび無形固定資

産の増加額

33,24514,39912,1789,46023,61392,89525,18327,073145,151

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リチウムイオン二次電池、

電子部品、液晶ディスプレイ用パネル、照明器具の製造および販売を行う事業を含んでいます。

２．調整額は以下のとおりです。

　(1) 当連結会計年度のセグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

40,155百万円および固定資産に係る調整額4,532百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない親会社の本社部門一般管理費および基礎的試験研究費です。

　(2) 当連結会計年度のセグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産

555,869百万円が含まれています。全社資産は、主に親会社の資産のうち、余資運用資金（現金およ

び有価証券）、繰延税金資産、前払年金費用および管理部門に係る長期投資資金（投資有価証券）、

固定資産、その他の資産です。

　(3) 当連結会計年度の有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額には、各報告セグメントに

配分していない親会社の増加額32,891百万円が含まれています。
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４．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社は、組織体制の見直しに伴い、当連結会計年度から、「ITサービス」、「プラットフォーム」、

「キャリアネットワーク」、「社会インフラ」、「パーソナルソリューション」の5つの報告セグ

メントに変更しています。

　なお、前連結会計年度の事業の種類別セグメントにおける「エレクトロンデバイス」セグメント

については、半導体事業を行ってきたＮＥＣエレクトロニクス㈱（現ルネサスエレクトロニクス

㈱）が当連結会計年度において連結子会社でなくなったことにより、セグメントとしての重要性

が小さくなったため、報告セグメントに含めず、「その他」に含めることにしました。

　前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報を、当連結会計年度において用いた報告セグメン

トにより表示すると次のようになります。

　なお、セグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△31,965百万

円および固定資産に係る調整額3,484百万円が含まれています。また、セグメント資産の調整額に

は、各報告セグメントに配分していない全社資産514,963百万円が含まれています。有形固定資産

および無形固定資産の増加額の調整額には、各報告セグメントに配分していない親会社の増加額

23,200百万円が含まれています。

 

前連結会計年度（自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）　　

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他

 
調整額

 

連結

財務諸表

計上額

IT

サービス　

プラット

フォーム

キャリア

ネット

ワーク

社会

インフラ

パーソナル

ソリュー

ション

 

計

 

売上高    　 　  　   

外部顧客への

売上高
866,349373,710627,411316,566737,7452,921,781661,367 － 3,583,148

　

セグメント間の

内部売上高

または振替高

49,44060,54930,26718,40751,117209,78091,544△301,324 －

計 915,789434,259657,678334,973788,8623,131,561752,911△301,3243,583,148

セグメント損益

（営業損益）
53,180△1,70531,34221,71118,852123,380△44,929△27,54650,905

セグメント資産 523,376190,609405,323270,066304,0631,693,437770,572473,6352,937,644

その他の項目　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 18,0139,15812,8158,53814,37762,90171,89413,213148,008

のれんの償却額 5,978 － 4,192 － 56 10,2261,178 － 11,404

持分法適用会社

への投資額
13,450 968 3,030 811 5,22923,48866,558△547 89,499

有形固定資産お

よび無形固定資

産の増加額

23,8219,5719,07412,62814,77169,86578,79116,899165,555

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年3月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第20号　平成20年3月21日）を適用しています。
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【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年4月1日  至  平成23年3月31日）

１．製品およびサービスごとの情報

　製品およびサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　 （単位：百万円）

日本 アジア 欧州 その他 合計

2,636,075 158,470 109,783 211,096 3,115,424

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

　

(2）有形固定資産

　 （単位：百万円）

日本 アジア 欧州 その他 合計

327,737 2,960 1,513 8,965 341,175

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 （単位：百万円）

相手先 売上高 関連するセグメント名

NTTグループ（注）　 454,735
キャリアネットワーク事業およびパーソナ

ルソリューション事業　

（注）日本電信電話㈱および㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモを含む同社の関係会社です。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年4月1日  至  平成23年3月31日）

（単位：百万円）

　
IT

サービス

プラット

フォーム

キャリア

ネット

ワーク

社会

インフラ

パーソナルソ

リュー

ション

その他 全社・消去 合計

減損損失　 32 － 17 2 769 3,6551,3985,873

（注）全社・消去の金額は主に報告セグメントに帰属しない親会社の本社部門の減損損失です。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年4月1日  至  平成23年3月31日）

（単位：百万円）

　
IT

サービス

プラット

フォーム

キャリア

ネット

ワーク

社会

インフラ

パーソナルソ

リュー

ション

その他 全社・消去 合計

当期償却額　 5,961 79 4,554 － 513 1,497 － 12,604

当期末残高 53,300 － 20,472 61 2,44912,659 － 88,941

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年4月1日  至  平成23年3月31日）

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

 

当連結会計年度において、重要な取引はありません。

当連結会計年度（自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）

　

子会社の企業結合 

当社の連結子会社であったＮＥＣエレクトロニクス㈱は、平成22年4月1日付で㈱ルネサステク

ノロジと合併し、ルネサスエレクトロニクス㈱に商号変更しました。本合併に伴い、ルネサスエレ

クトロニクス㈱は、当社の持分法適用関連会社となりました。

なお、本合併の概要は、次のとおりです。

　

１. 子会社を含む各結合当事企業の名称および当該事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業

結合日および企業結合の法的形式

(1)子会社を含む各結合当事企業の名称および当該事業の内容

　結合企業　　ＮＥＣエレクトロニクス㈱

　当該事業の内容：システムLSIを中心とした各種半導体に関する研究、開発、製造、販売

　　　　　　　　　およびサービス

　

　被結合企業　㈱ルネサステクノロジ

　当該事業の内容：マイコン・ロジック・アナログ等のシステムLSI製品、ディスクリート

　　　　　　　　　半導体製品、SRAM等のメモリ製品の開発、設計、製造、販売、サービス

　　　　　　　　　の提供

　

(2)企業結合を行った主な理由

　経営基盤と技術力の強化および顧客満足の更なる向上を通じた企業価値の増大

　

(3)企業結合日

　平成22年4月1日

　

(4)企業結合の法的形式

　ＮＥＣエレクトロニクス㈱を存続会社とする吸収合併方式

　（合併会社の商号：ルネサスエレクトロニクス㈱）

　

２. 会計処理の概要

ＮＥＣエレクトロニクス㈱を取得企業とするパーチェス法を適用し、当社の連結決算において

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12月26日）第48項に規定する

結合企業の株主に係る会計処理を適用しています。

　

３. 当該子会社が含まれていた報告セグメントの名称

前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報において、「エレクトロンデバイス」に含まれ

ています。また当該情報を当連結会計年度において用いたセグメントにより表示した場合、「そ

の他」に含まれます。

　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)
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賃貸等不動産の時価等については、重要性が乏しいため注記を省略しています。

当連結会計年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

 

賃貸等不動産の時価等については、重要性が乏しいため注記を省略しています。
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(関連当事者情報)

前連結会計年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

 

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

 

１．関連当事者との取引

　

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

　　連結財務諸表提出会社の関連会社等
　

種類
会社等の

名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%)

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連会社
ルネサスエレ
クトロニクス
㈱

神奈川県

川崎市

中原区　

153,255

半導体の研究、
開発、設計、製造
販売およびサー
ビスの提供

（所有）

　直接 16.7

　間接 18.7

当社および当社関係
会社が使用する一部
部品の供給ならびに
当社関係会社が販売
する一部製品の供給

当社から建物を賃借

役員の兼任

増資の引受 56,300　 ― ―

　（注）１　ルネサスエレクトロニクス㈱に対する議決権の間接所有は、議決権行使の指図権を留保

　　　　　　して退職給付信託に拠出した株式に関するものです。

　　　　２　ルネサスエレクトロニクス㈱の増資の引受は、同社が行った第三者割当増資を1株につき

　　　　　　917円で引受けたものです。

　　　　　

２．重要な関連会社に関する情報

　

　当連結会計年度において、重要な関連会社はルネサスエレクトロニクス㈱およびＮＥＣキャピタルソ

リューション㈱であり、両社の連結財務諸表を合算して作成した要約財務情報は以下のとおりです。

　

　 　流動資産合計　　 　　　　　　　1,403,777百万円

　 　固定資産合計　　 　　　　　　　　562,732百万円

　

　　 流動負債合計　　 　　　　　　　　999,297百万円

　 　固定負債合計　　 　　　　　　　　602,966百万円

　

　　 純資産合計　　　 　　　　　　　　364,246百万円

　

　　 売上高　　　　　 　　　　　　　1,365,519百万円

　 　税金等調整前当期純利益又は

　　 税金等調整前当期純損失　 　　　△103,700百万円

　 　当期純利益又は当期純損失　　 　△111,303百万円
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(1株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

1株当たり純資産額 304円36銭

1株当たり当期純利益 5円04銭

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益 
4円91銭

1株当たり純資産額 291円35銭

1株当たり当期純損失 △4円82銭

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益 
－

（注）１　当連結会計年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、1株当た

り当期純損失であるため記載していません。

２　1株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

1株当たり当期純利益又は当期純損失
（△）（百万円）

        

当期純利益又は当期純損失(△) 11,428 △12,518
普通株主に帰属しない金額 124 －
(うち配当付償還株式) (124) －
普通株式に係る当期純利益又は当期
純損失(△)

11,304 △12,518

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,241,695 2,598,491
潜在株式調整後1株当たり当期純利益
金額（百万円）

        

当期純利益調整額 2 －
普通株式増加数（千株） 60,093 －
(うち転換社債（千株）) (60,093) －
   
希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後1株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

①転換社債

無担保第10回転換社債（額面金

額100,000百万円）

①転換社債

無担保第10回転換社債（額面金

額100,000百万円）
   

 ②連結子会社発行の新株予約権付

社債

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の2011年満期ユーロ円建転換制

限条項付転換社債型新株予約権

付社債（額面金額110,000百万

円）

②持分法適用関連会社発行の新株

予約権付社債

ルネサスエレクトロニクス㈱発

行の2011年満期ユーロ円建転換

制限条項付転換社債型新株予約

権付社債（額面金額110,000百

万円）
   

 ③新株予約権

新株予約権3種類（新株予約権の

数520個）

ＮＥＣエレクトロニクス㈱発行

の新株予約権（新株予約権の数

560個）

③新株予約権

新株予約権2種類（新株予約権の

数300個）

ルネサスエレクトロニクス㈱発

行の新株予約権（新株予約権の

数510個）
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　　３　1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日）

1株当たり純資産         
純資産の部の合計額
（百万円）

931,912 875,441

純資産の部の合計額から控除す
る金額（百万円）

141,008 118,387

（うち新株予約権） (93) (33)
（うち少数株主持分） (140,915) (118,354)

普通株式に係る期末の純資産額
（百万円）

790,904 757,054

1株当たり純資産の算定に用い
られた期末普通株式の数
（千株）

2,598,542 2,598,462
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

（自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日）

当社の連結子会社であったＮＥＣエレクトロニクス㈱（セ

グメント：エレクトロンデバイス事業、主たる事業：半導

体事業）は、経営基盤と技術力の強化および顧客満足の更

なる向上を通じた企業価値の増大を目的として、平成21年

12月15日付で締結した合併契約に基づき、平成22年4月1日

付で同社を吸収合併存続会社として同種事業を行う㈱ルネ

サステクノロジと合併（以下「本合併」という。）し、ルネ

サスエレクトロニクス㈱に商号変更しました。本合併に伴

い、ルネサスエレクトロニクス㈱は、当社の持分法適用関連

会社となりました。

本合併については、ＮＥＣエレクトロニクス㈱を取得企業

とするパーチェス法を適用し、当社の連結決算において

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平

成20年12月26日）第48項に規定する結合企業の株主に係る

会計処理を適用する見込みです。

また当社は、以下の条件により平成22年4月1日付でルネサ

スエレクトロニクス㈱が行った第三者割当増資を引受けま

した。

当社が引受けた第三者割当増資の概要

引受株式数　　　　普通株式　61,395,857株

発行価額　　　　　1株につき　917円

引受価格の総額　　56,300百万円

取得後の持株比率　34.0%（注）

 

（注）住友信託銀行㈱との退職給付信託契約に基づき、当

社が議決権行使の指図権を留保している株式

（1.5%）を含みません。

 

当社は平成23年6月21日に下記のとおり無担保社債を発行

いたしました。

　

第45回無担保社債

  1.　発行総額　　20,000百万円

  2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

  3.　利率　　　　年0.608％

  4.　払込期日　　平成23年6月21日

  5.　償還期限　　平成26年6月20日

  6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

  7.　資金の使途　転換社債の償還

  8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

第46回無担保社債

  1.　発行総額　　10,000百万円

  2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

  3.　利率　　　　年0.792％

  4.　払込期日　　平成23年6月21日

  5.　償還期限　　平成28年6月21日

  6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

  7.　資金の使途　転換社債の償還

  8.　特約　　　　社債間限定同順位特約
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前連結会計年度
（自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日）

当社は、携帯電話機事業の競争力強化のため、平成22年3月

24日付でＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱と

締結した会社分割契約に基づき、平成22年5月1日付で当社

の携帯電話機事業をＮＥＣカシオモバイルコミュニケー

ションズ㈱に吸収分割により承継させました。なお、平成22

年6月1日付でＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ

㈱は、㈱カシオ日立モバイルコミュニケーションズを吸収

合併しました。

当社の携帯電話機事業の吸収分割については、「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第7号 平成20年12月

26日）第19項に規定する連結財務諸表上の会計処理を適用

する見込みです。また、ＮＥＣカシオモバイルコミュニケー

ションズ㈱による㈱カシオ日立モバイルコミュニケーショ

ンズの吸収合併については、ＮＥＣカシオモバイルコミュ

ニケーションズ㈱を取得企業とするパーチェス法の会計処

理を適用し、当社の連結決算において「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準第7号 平成20年12月26日）第

48項に規定する結合企業の株主に係る会計処理を適用する

見込みです。

　

　

―――――――――
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前連結会計年度
（自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日）

当社は平成22年6月3日に下記のとおり無担保社債を発行い

たしました。

　

第40回無担保社債

1.　発行総額　　40,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年0.495％

4.　払込期日　　平成22年6月3日

5.　償還期限　　平成25年6月3日

6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　社債償還および借入金返済

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

第41回無担保社債

1.　発行総額　　40,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年0.727％

4.　払込期日　　平成22年6月3日

5.　償還期限　　平成27年6月3日

6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　社債償還および借入金返済

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

第42回無担保社債

1.　発行総額　　20,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年1.022％

4.　払込期日　　平成22年6月3日

5.　償還期限　　平成29年6月2日

6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　社債償還および借入金返済

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

 

　

―――――――――
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

当社 第32回無担保社債 平成10年 8月19日19,800 － 2.430なし 平成22年 8月19日
〃 第38回無担保社債 平成20年 9月 5日30,00030,0001.470なし 平成25年 9月 5日
〃 第39回無担保社債 平成20年 9月 5日20,00020,0001.680なし 平成27年 9月 4日
〃 第40回無担保社債 平成22年 6月 3日 － 40,0000.495なし 平成25年 6月 3日
〃 第41回無担保社債 平成22年 6月 3日 － 40,0000.727なし 平成27年 6月 3日
〃 第42回無担保社債 平成22年 6月 3日 － 20,0001.022なし 平成29年 6月 2日
〃 第43回無担保社債 平成22年12月 2日 － 30,0000.649なし 平成27年12月 2日
〃 第44回無担保社債 平成22年12月 2日 － 20,0000.996なし 平成29年12月 1日

〃 無担保第10回転換社債（注1,2）平成 8年 4月15日97,669
97,669
(97,669)

1.000なし 平成23年 9月30日

ＮＥＣエレクト
ロニクス㈱

2011年満期ユーロ円建転換制限条項付
転換社債型新株予約権付社債

平成16年 5月27日 110,000 － 0.000なし 平成23年 5月27日

その他子会社 普通社債 平成16年 6月30日 35 － 1.080なし 平成23年 6月30日

合計 ― ―
277,504

　
297,669
(97,669)

― ― ―

（注）　１　当期末残高の（　）内の金額は、1年内に償還が予定されている社債です。

２　転換社債に関する記載は次のとおりです。

会社名 銘柄 転換請求期間 転換価格（円） 発行株式
資本組入額
(円／株)

当社 無担保第10回転換社債
 平成 8年6月 3日～
 平成23年9月29日

1,250.00 普通株式 625

３　連結決算日後5年内における償還予定額は次のとおりです。

1年以内
（百万円）

1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

97,669 － 70,000 － 90,000
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 69,163 48,780 0.91 ―
1年内返済予定の長期借入金 169,507 13,245 1.19 ―
1年内返済予定のリース債務 10,949 6,744 2.18 ―
長期借入金
(1年内返済予定のものを除く。)

158,876 137,846 1.00
平成24年5月 6日～
平成30年1月22日

リース債務
(1年内返済予定のものを除く。)

21,551 7,536 1.72
平成24年4月 1日～
平成30年3月20日

その他有利子負債              
コマーシャル・ペーパー
（1年内返済）

21,998 163,978 0.16 ―

合計 452,044 378,129 ― ―

（注）１　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２　長期借入金およびリース債務（1年内返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年内における返済予定額は次

のとおりです。　

 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内
長期借入金
(百万円)

64,797 69,997 612 1,817

リース債務
(百万円)

3,693 1,877 1,118 586
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【資産除去債務明細表】

　

　当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度末における負債および純資産

の合計額の100分の1以下であるため、連結財務諸表規則第92条の2の規定により記載を省略していま

す。
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(2) 【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報

 
第1四半期

(自　平成22年4月 1日
至　平成22年6月30日)

第2四半期
(自　平成22年7月 1日
至　平成22年9月30日)

第3四半期
(自　平成22年10月 1日
至　平成22年12月31日)

第4四半期
(自　平成23年1月 1日
至　平成23年3月31日)

売上高 （百万円） 667,541 801,619 720,724 925,540

税金等調整前四半期純

損益金額
（百万円） △51,460 7,974 △28,685 56,484

四半期純損益金額 （百万円） △43,142 16,100 △26,531 41,055

1株当たり四半期純損

益金額
（円） △16.61 6.19 △10.21 15.80

②　訴訟

　ＮＥＣグループは、TFT液晶モジュール業界における独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の可

能性に関する米国司法省、欧州委員会、韓国公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対象となっ

ています。平成22年12月、欧州委員会は、韓国および台湾の企業に対し制裁金を課したと発表しました

が、ＮＥＣグループは、その対象には入っていません。また、当社は、DRAM業界におけるブラジル競争法

違反の可能性に関するブラジル競争当局の調査対象となっています。さらに、ＮＥＣグループの複数の

会社は、カナダにおいてDRAM業界における独占禁止法違反による損害賠償を求める民事訴訟（集団訴

訟）の被告となっています。また、当社は、米国において光ディスクドライブ装置業界における独占禁

止法（反トラスト法）違反を理由とする民事訴訟（集団訴訟）の被告となっています。当該訴訟にお

ける被告のうち米国司法省から情報提供の命令を受けている企業もありますが、当社は、かかる命令を

受領していません。これらの様々な国や地域における政府当局による調査および民事訴訟については、

現時点で結論は出ていません。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 54,524 85,739

受取手形 ※1
 1,649

※1
 2,239

売掛金 ※1
 437,281

※1
 448,412

リース債権 162 －

リース投資資産 4,880 3,933

有価証券 60,874 6,000

商品及び製品 ※2
 40,452

※2
 32,942

仕掛品 ※2
 50,649

※2
 51,300

原材料及び貯蔵品 18,591 16,013

前渡金 ※1
 22,416

※1
 24,343

前払費用 11,101 9,541

繰延税金資産 38,049 27,700

関係会社短期貸付金 31,902 79,207

未収入金 ※1
 77,726

※1
 95,046

その他 1,429 1,774

貸倒引当金 △116 △880

流動資産合計 851,571 883,309

固定資産

有形固定資産

建物 247,324 258,450

減価償却累計額 △176,735 △178,008

建物（純額） 70,589 80,442

構築物 16,662 17,034

減価償却累計額 △12,779 △13,160

構築物（純額） 3,882 3,874

機械及び装置 85,117 77,837

減価償却累計額 △70,995 △67,271

機械及び装置（純額） 14,122 10,565

車両運搬具 431 573

減価償却累計額 △270 △360

車両運搬具（純額） 161 212

工具、器具及び備品 150,658 149,253

減価償却累計額 △119,399 △116,900

工具、器具及び備品（純額） 31,259 32,353

土地 47,277 46,533

建設仮勘定 12,059 5,556

有形固定資産合計 179,348 179,536

無形固定資産

特許権 1,681 719

借地権 117 117

ソフトウエア 71,928 83,464

施設利用権 212 167

その他 26 28

無形固定資産合計 73,965 84,496
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 138,693

※3
 127,354

関係会社株式 429,855 439,799

出資金 378 303

長期貸付金 222 130

従業員に対する長期貸付金 49 50

関係会社長期貸付金 54,873 34,668

破産更生債権等 4,938 13,316

長期前払費用 12,517 9,960

繰延税金資産 54,812 71,559

敷金及び保証金 ※1
 15,752

※1
 13,768

前払年金費用 98,422 156,363

その他 ※1
 19,099

※1
 3,790

貸倒引当金 △4,360 △13,432

投資その他の資産合計 825,249 857,629

固定資産合計 1,078,562 1,121,661

資産合計 1,930,133 2,004,970

負債の部

流動負債

支払手形 88 69

買掛金 ※1
 415,299

※1
 417,318

短期借入金 29,000 10,000

コマーシャル・ペーパー 21,998 163,978

1年内返済予定の長期借入金 152,097 2,749

1年内償還予定の社債 19,800 －

1年内償還予定の転換社債 － 97,669

リース債務 310 ※1
 313

未払金 ※1
 26,440

※1
 27,591

未払費用 ※1
 54,217

※1
 55,243

未払法人税等 606 1,102

前受金 ※1
 45,142

※1
 43,265

預り金 ※1
 176,198

※1
 184,233

製品保証引当金 13,775 8,273

工事契約等損失引当金 12,612 7,625

債務保証損失引当金 29,112 18,086

関係会社事業損失引当金 246 －

事業構造改善引当金 2,777 282

偶発損失引当金 8,112 2,962

その他 12,559 10,968

流動負債合計 1,020,390 1,051,727
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

固定負債

社債 50,000 200,000

転換社債 97,669 －

長期借入金 129,997 127,248

リース債務 582 ※1
 845

電子計算機買戻損失引当金 9,355 7,620

債務保証損失引当金 20,836 21,657

偶発損失引当金 2,340 1,844

資産除去債務 － 238

その他 ※1
 5,383

※1
 4,763

固定負債合計 316,163 364,215

負債合計 1,336,554 1,415,942

純資産の部

株主資本

資本金 397,199 397,199

資本剰余金

資本準備金 59,260 59,260

その他資本剰余金 91,203 91,197

資本剰余金合計 150,463 150,457

利益剰余金

利益準備金 － 1,040

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 39,205 39,193

利益剰余金合計 39,205 40,233

自己株式 △2,865 △2,893

株主資本合計 584,002 584,996

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,537 3,999

評価・換算差額等合計 9,537 3,999

新株予約権 41 33

純資産合計 593,580 589,028

負債純資産合計 1,930,133 2,004,970
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

売上高 ※1
 1,919,301

※1
 1,701,596

売上原価

製品期首たな卸高 52,440 38,953

当期製品製造原価 ※5
 865,021

※5
 869,959

当期商品仕入高 543,667 425,389

合計 1,461,128 1,334,301

会社分割による減少 － 4,161

製品期末たな卸高 ※2
 38,953

※2
 31,625

製品売上原価 ※1, ※3
 1,422,175

※1, ※3
 1,298,515

売上総利益 497,125 403,081

販売費及び一般管理費 ※1, ※4, ※5
 488,561

※1, ※4, ※5
 425,666

営業利益又は営業損失（△） 8,564 △22,585

営業外収益

受取利息 789 560

有価証券利息 26 16

受取配当金 ※1
 39,302

※1
 39,499

為替差益 554 609

偶発損失引当金戻入額 16,773 －

雑収入 4,046 3,952

営業外収益合計 61,490 44,636

営業外費用

支払利息 5,066 2,770

社債利息 2,253 2,640

コマーシャル・ペーパー利息 185 118

退職給付費用 8,241 13,566

偶発損失引当金繰入額 2,935 －

雑支出 11,505 10,731

営業外費用合計 30,186 29,825

経常利益又は経常損失（△） 39,868 △7,774

特別利益

退職給付信託設定益 － ※6
 17,984

債務保証損失引当金戻入額 ※7
 6,652

※7
 7,909

関係会社株式売却益 30,363 2,252

投資有価証券売却益 408 1,690

固定資産売却益 ※8
 1,991

※8
 44

新株予約権戻入益 15 8

事業譲渡益 ※9
 396 －

特別利益合計 39,824 29,887
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

特別損失

債務保証損失引当金繰入額 ※10
 19,075

※10
 9,939

投資有価証券評価損 425 4,213

事業構造改善費用 ※11
 2,487

※11
 3,648

減損損失 ※12
 837

※12
 2,162

災害による損失 － ※13
 1,673

関係会社株式評価損 22,816 1,398

関係会社株式売却損 7,317 564

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 213

固定資産売却損 － ※14
 51

投資有価証券売却損 18 8

固定資産除却損 ※15
 877 －

関係会社事業損失 ※16
 280 －

特別損失合計 54,132 23,869

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 25,559 △1,756

法人税、住民税及び事業税 △11,846 △10,681

法人税等調整額 △1,800 △2,500

法人税等合計 △13,646 △13,181

当期純利益 39,205 11,425
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　当期材料費  345,811 32.3 345,058 32.8
Ⅱ　当期労務費  109,931 10.3 100,605 9.6
Ⅲ　当期経費 ※１ 614,734 57.4 606,613 57.6

当期総製造費用  1,070,476100.0 1,052,277100.0
期首半製品および仕掛品
たな卸高

 69,346     52,148     

合計  1,139,821    1,104,425    
他勘定振替高 ※２ 222,652     181,833     
会社分割による減少 　 －     16     
期末半製品および仕掛品
たな卸高

 52,148     52,617     

当期製品製造原価  865,021     869,959     

　（注）※１　当期経費のうち主なものは、技術外注費（前事業年度　496,010百万円、当事業年度　496,757百万円）です。

※２　他勘定振替高のうち主なものは、販売費及び一般管理費(技術研究費他)、固定資産等への振替高です。

原価計算の方法

　主として個別原価計算方式を採用しています。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 337,940 397,199

当期変動額

新株の発行 59,260 －

当期変動額合計 59,260 －

当期末残高 397,199 397,199

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 422,496 59,260

当期変動額

新株の発行 59,260 －

資本準備金の取崩 △422,496 －

当期変動額合計 △363,236 －

当期末残高 59,260 59,260

その他資本剰余金

前期末残高 － 91,203

当期変動額

資本準備金の取崩 422,496 －

欠損填補 △331,287 －

自己株式の処分 △5 △6

当期変動額合計 91,203 △6

当期末残高 91,203 91,197

資本剰余金合計

前期末残高 422,496 150,463

当期変動額

新株の発行 59,260 －

資本準備金の取崩 － －

欠損填補 △331,287 －

自己株式の処分 △5 △6

当期変動額合計 △272,033 △6

当期末残高 150,463 150,457
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 35,615 －

当期変動額

利益準備金の取崩 △35,615 －

利益準備金の積立 － 1,040

当期変動額合計 △35,615 1,040

当期末残高 － 1,040

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △366,902 39,205

当期変動額

利益準備金の取崩 35,615 －

欠損填補 331,287 －

剰余金の配当 － △10,398

利益準備金の積立 － △1,040

当期純利益 39,205 11,425

当期変動額合計 406,107 △12

当期末残高 39,205 39,193

利益剰余金合計

前期末残高 △331,287 39,205

当期変動額

利益準備金の取崩 － －

欠損填補 331,287 －

剰余金の配当 － △10,398

利益準備金の積立 － －

当期純利益 39,205 11,425

当期変動額合計 370,492 1,028

当期末残高 39,205 40,233

自己株式

前期末残高 △2,830 △2,865

当期変動額

自己株式の取得 △47 △40

自己株式の処分 11 12

当期変動額合計 △35 △28

当期末残高 △2,865 △2,893
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

株主資本合計

前期末残高 426,318 584,002

当期変動額

新株の発行 118,519 －

資本準備金の取崩 － －

利益準備金の取崩 － －

欠損填補 － －

剰余金の配当 － △10,398

利益準備金の積立 － －

当期純利益 39,205 11,425

自己株式の取得 △47 △40

自己株式の処分 6 6

当期変動額合計 157,683 994

当期末残高 584,002 584,996

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △5,150 9,537

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

14,687 △5,537

当期変動額合計 14,687 △5,537

当期末残高 9,537 3,999

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △4 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4 －

当期変動額合計 4 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △5,154 9,537

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

14,691 △5,537

当期変動額合計 14,691 △5,537

当期末残高 9,537 3,999

新株予約権

前期末残高 56 41

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △15 △8

当期変動額合計 △15 △8

当期末残高 41 33
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年4月 1日
　至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
　至　平成23年3月31日)

純資産合計

前期末残高 421,220 593,580

当期変動額

新株の発行 118,519 －

資本準備金の取崩 － －

利益準備金の取崩 － －

欠損填補 － －

剰余金の配当 － △10,398

利益準備金の積立 － －

当期純利益 39,205 11,425

自己株式の取得 △47 △40

自己株式の処分 6 6

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,676 △5,546

当期変動額合計 172,359 △4,552

当期末残高 593,580 589,028
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

１　有価証券の評価基準および

評価方法

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

同左

 

 その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

 

 

 

 ・時価のないもの

移動平均法による原価法

 

 

 ・投資事業有限責任組合等への出資

入手可能な直近の決算書に基づき持

分相当額を純額で取り込む方法

 

 

２　デリバティブ等の評価基準

および評価方法

時価法 同左

   

３　たな卸資産の評価基準およ

び評価方法

評価基準は下記の評価方法に基づく原

価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しています。

評価方法

(1) 商品及び製品

注文生産品…個別法

標準量産品…先入先出法

(2) 仕掛品

注文生産品…個別法

標準量産品…総平均法

(3) 原材料及び貯蔵品

…先入先出法

同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

４　固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産……定率法

なお、主にアウトソーシングなど

の定期的な収入を得る事業に供し

ている有形固定資産については定

額法を採用しています。

主な耐用年数は次のとおりです。

建物　　　　　　　　8～50年

構築物　　　　　　　7～60年

機械及び装置　　　　4～22年

工具、器具及び備品　2～15年

(1)有形固定資産……同左

　

  

(2)無形固定資産……定額法

なお、市場販売目的のソフトウエ

アについては、見込販売数量また

は見込販売収益に基づく償却方法

（見込有効期間3年以内）を採用

し、自社利用目的のソフトウエア

については、社内における見込利

用可能期間(5年以内)に基づく定

額法を採用しています。

 

(2)無形固定資産……同左

 

   

 (3)長期前払費用

定額法または販売実績等に基づい

た償却を行っています。

(3)長期前払費用

同左

   

５　繰延資産の処理方法 株式交付費は、支出時に全額費用とし

て処理しています。

 

社債発行費は、支出時に全額費用とし

て処理しています。

 

６　外貨建の資産および負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円換算し、換算差額は

損益として処理しています。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

７　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しています。

(1)貸倒引当金

同左

   

 (2)製品保証引当金

製品販売後または受託開発プログ

ラム引渡後の無償修理費用の支出

に備えるため売上高等に対する過

去の実績率および個別に追加原価

の発生可能性を基礎とした見積額

を計上しています。

(2)製品保証引当金

同左

   

 (3)工事契約等損失引当金

採算性の悪化した受注制作のソフ

トウェアおよび工事契約等に係る

将来の損失に備えるため、翌事業

年度以降に発生することとなる損

失見込額を計上しています。

(3)工事契約等損失引当金

同左

   

 (4)債務保証損失引当金

関係会社への債務保証等に係る損

失に備えるため、被保証者の財政

状態等を勘案し、損失負担見込額

を計上しています。

(4)債務保証損失引当金

同左

   

 (5)関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に係る損失に備え

るため、翌事業年度以降に当社が

負担することとなる損失見込額を

計上しています。

─────────

   

 (6)事業構造改善引当金

事業構造改革に伴い発生する費用

および損失に備えるため、その発

生見込額を計上しています。

(5)事業構造改善引当金

同左

   

 (7)偶発損失引当金

訴訟や係争案件等の将来発生する

可能性のある偶発損失に備えるた

め、偶発事象ごとに個別のリスク

を検討し、合理的に算定した損失

見込額を計上しています。

 

(6)偶発損失引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

 (8)退職給付引当金または前払年金費

用

当社は退職給付制度として、確定

給付型の企業年金基金制度、確定

拠出年金制度および退職一時金制

度を採用しています。

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を退職給付

引当金または前払年金費用として

計上しています。

(7)退職給付引当金または前払年金費用

同左

 

   

 会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理して

います。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間（主とし

て13年）による定額法により費用

処理しています。

数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間（主

として13年）による定額法により

翌事業年度から費用処理していま

す。

 

 

 

   

 (9)電子計算機買戻損失引当金

電子計算機の買戻時の損失の補て

んに充てるため、過去の実績に基

づいて算出した買戻損失発生見込

額を計上しています。

(8)電子計算機買戻損失引当金

同左

   

８　収益および費用の計上基準 (1)完成工事高および完成工事原価

当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる受

注制作のソフトウェアおよび工事

契約については工事進行基準を適

用し、その他の場合については工

事完成基準を適用しています。な

お、工事進行基準を適用する工事

の当事業年度末における進捗度の

見積りは、原価比例法によってい

ます。

(1)完成工事高および完成工事原価

同左

   

 (2)ファイナンス・リース取引に係る

収益

ファイナンス・リース取引に係る

収益の認識基準は、リース料受取

時に売上高と売上原価を計上する

方法により処理しています。 

(2)ファイナンス・リース取引に係る

収益

同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

９　ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

金利リスクおよび為替変動リスク

をヘッジするデリバティブ取引に

つき、繰延ヘッジ処理を適用して

います。

 

(1)ヘッジ会計の方法

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップおよび

為替予約

ヘッジ対象…社債および借入金、外

貨建金銭債権債務お

よび外貨建予定取引

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左 

 (3)ヘッジ方針

当社の内部規程である「リスク管

理規程」に基づき、相場変動を相

殺、またはキャッシュ・フローを

固定する目的で、デリバティブ取

引を利用しています。

 

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計

と、ヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しています。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

   

10　消費税等の処理方法 税抜方式を採用しています。 同左

   

11　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しています。 同左
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

　

─────────

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）および「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しています。

この変更に伴う営業損益、経常損益への影響は軽微です

が、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額として特

別損失に213百万円を計上しています。

　

　

─────────

（企業結合に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等

に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　

平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第7号　平成20年12月26日）および「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日）を適用しています。

 

（完成工事高および完成工事原価の計上基準）

当事業年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号　平成19年12月27日）および「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号　平成19年12月27日）を適用し、当事業年度以降に

着手した受注制作のソフトウェアおよび工事契約から、

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる場合については工事進行基準（工事進捗度の見

積りは原価比例法）を、その他の場合については工事完

成基準を適用しています。

この変更に伴う売上高および損益への影響は軽微です。

 

　

─────────

（退職給付に係る会計基準）

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改

正（その3）（企業会計基準第19号　平成20年7月31日）

を適用しています。

この変更に伴う損益への影響およびこの変更に伴い発生

する退職給付債務の差額はありません。

 

　

─────────

（外貨建予定取引に係る為替予約取引の処理方法）

外貨建予定取引に係る為替予約取引について、従来時価

評価を行い評価差額を損益処理していましたが、当事業

年度より為替予約取引の一部についてヘッジ会計を適用

し、繰延ヘッジ処理に変更しています。

これは、今後、長期プロジェクト案件による外貨建売上が

増加することが見込まれることを契機に、為替予約に関

する社内のリスク管理規程を再整備したことによるもの

で、ヘッジの効果を財務諸表に反映させ、より適切な期間

損益計算を行うためのものです。

この変更に伴う損益への影響はありません。

 

　

─────────
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【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

前事業年度末において「未払費用」に含まれていました
工事契約等にかかる損失見込額（前事業年度末8,917百
万円）につきましては、当事業年度末では「工事契約等
損失引当金」に含めて表示しています。
　

(1)前事業年度において区分掲記した営業外収益の「偶
発損失引当金戻入額」は、当事業年度において、営業
外収益合計の100分の10以下であるため、営業外収益
の「雑収入」に含めて表示しています。なお、当事業
年度の営業外収益の「雑収入」には、「偶発損失引当
金戻入額」が1,007百万円含まれています。
　

　
　

(2)前事業年度において区分掲記した営業外費用の「偶
発損失引当金繰入額」は、当事業年度において、営業
外費用合計の100分の10以下であるため、営業外費用
の「雑支出」に含めて表示しています。なお、当事業
年度の営業外費用の「雑支出」には、「偶発損失引当
金繰入額」が1,342百万円含まれています。 
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(平成22年3月31日)
当事業年度

(平成23年3月31日)

Ⅰ  ※１　関係会社に対する資産

および負債

受取手形および売掛金 55,252

未収入金 44,640

その他の資産 46,827

買掛金 307,140

預り金 166,308

その他の負債 28,302

  

受取手形および売掛金 59,845

未収入金 63,301

その他の資産 32,801

買掛金 307,143

預り金 174,469

その他の負債 36,966

  

※２　たな卸資産および工事

契約等損失引当金の

相殺表示

損失が見込まれる工事契約等に係るた

な卸資産は、これに対応する工事契約

等損失引当金9,725百万円（うち、商品

及び製品に係る工事契約等損失引当金

2,709百万円、仕掛品に係る工事契約等

損失引当金7,016百万円）を相殺表示

しています。

損失が見込まれる工事契約等に係るた

な卸資産は、これに対応する工事契約

等損失引当金6,220百万円（うち、商品

及び製品に係る工事契約等損失引当金

2,391百万円、仕掛品に係る工事契約等

損失引当金3,829百万円）を相殺表示

しています。

   

※３　投資有価証券 当事業年度末において、日本電子計算

機㈱の発行済株式総数の20％以上を所

有していますが、同社は情報処理産業

振興のため、国産電子計算機製造会社

等6社の共同出資により運営されてい

る特殊な会社として、関係会社から除

外しています。

同左
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  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(平成22年3月31日)
当事業年度

(平成23年3月31日)

Ⅱ　偶発債務   

銀行借入金等に対する保

証債務

○関係会社に対するもの ○関係会社に対するもの

 相手先 金額

ＮＥＣエレクトロニクス

㈱
19,323

その他(25社) 10,124

計 29,447

相手先 金額

ルネサスエレクトロニク

ス㈱
10,210

その他(26社) 18,631

計 28,841

 ○関係会社以外に対するもの ○関係会社以外に対するもの

 相手先 金額

従業員 6,151

その他(1社) 18

計 6,169

総計 35,616

相手先 金額

従業員 4,761

計 4,761

総計 33,602

　     

   

保証類似行為 ○関係会社に対するもの ○関係会社に対するもの

 相手先 金額

合計2社 ―

総計 ―

相手先 金額

合計1社 ―

総計 ―

   

その他 当社の連結子会社であったＮＥＣエレ

クトロニクス・アメリカ社（現ルネサ

ス・エレクトロニクス・アメリカ社）

は、米国DRAM業界における独占禁止法

（反トラスト法）違反行為による損害

賠償を求めるDRAM製品の直接購入者か

らの複数の民事訴訟（集団訴訟）につ

いて和解しましたが、集団訴訟から離

脱した一部の直接購入者について和解

交渉中です。また、同社は、独占禁止法

違反行為による損害賠償を求めるDRAM

製品の間接購入者（DRAM製品を含む製

品の購入者）からの複数の民事訴訟

（集団訴訟）および米国の複数の州の

司法長官による訴訟の被告となってい

ます。これらについては、現時点で結論

は出ていませんが、今後発生する可能

性のある損失の見積額を計上していま

す。

なお、当社およびＮＥＣエレクトロニ

クス・ヨーロッパ社（現ルネサス・エ

レクトロニクス・ヨーロッパ社）等

は、平成22年5月、欧州委員会からDRAM

業界における競争法違反を理由とする

課徴金賦課に関する決定通知を受領し

ました。本決定は、欧州委員会が導入し

た和解手続に基づくものです。

―――――――――
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  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(平成22年3月31日)
当事業年度

(平成23年3月31日)

Ⅲ　消費税等の表示方法 未払消費税等として流動負債の「その

他」に含めて表示しています。

同左

   

Ⅳ　コミットメントライン契約 当社は安定的かつ機動的に短期の資金

調達を行うため、取引金融機関23社と

短期借入金のコミットメントライン契

約を締結しています。当事業年度末に

おける短期借入金のコミットメントラ

イン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりです。

当社は安定的かつ機動的に短期の資金

調達を行うため、取引金融機関17社と

短期借入金のコミットメントライン契

約を締結しています。当事業年度末に

おける短期借入金のコミットメントラ

イン契約に係る借入未実行残高等は次

のとおりです。

   

 貸出コミットメント

ライン契約の総額
260,000

借入実行残高 24,000

差引額 236,000

貸出コミットメント

ライン契約の総額
240,000

借入実行残高 ─

差引額 240,000
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(損益計算書関係)

  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※１　関係会社との取引高 (1）売上高 264,266

(2）売上原価、販売費及
び一般管理費のうち
商品および原材料仕
入高

1,257,209

(3）受取配当金 35,523

(1）売上高 254,759

(2）売上原価、販売費及
び一般管理費のうち
商品および原材料仕
入高

1,119,285

(3）受取配当金 35,867

   

※２　たな卸資産の帳簿価額の

切下額

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿

価切下後の金額であり、22,651百万円

のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れています。

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿

価切下後の金額であり、15,442百万円

のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れています。

   

※３　工事契約等損失引当金繰

入額

売上原価に含まれている工事契約等損

失引当金繰入額は10,084百万円です。

売上原価に含まれている工事契約等損

失引当金繰入額は10,406百万円です。

   

※４　販売費及び一般管理費   

主要な費目および金額 (1）荷造運送費 14,901

(2）販売促進費 37,819

(3）広告宣伝費 6,722

(4）電子計算機買戻損失
引当金繰入額

2,995

(5）製品保証引当金
繰入額

11,697

(6）保守費 16,847

(7）従業員給料手当 114,959

(8）退職給付費用 19,415

(9）減価償却費 12,658

(10）技術研究費 155,715

(11）技術使用料 23,979

 　

(1）荷造運送費 12,377

(2）販売促進費 35,163

(3）広告宣伝費 5,479

(4）電子計算機買戻損失
引当金繰入額

1,548

(5）製品保証引当金
繰入額

4,999

(6）保守費 19,024

(7）従業員給料手当 119,907

(8）退職給付費用 16,050

(9）減価償却費 13,228

(10）技術研究費 116,139

(11）技術使用料 7,637

 　

 販売費に属する費用 約48％

一般管理費に属する費用 約52％

販売費に属する費用 約54％

一般管理費に属する費用 約46％

   

※５　研究開発費の総額 一般管理費および当期製造費用に含ま

れている研究開発費は160,584百万円

です。

一般管理費および当期製造費用に含ま

れている研究開発費は 121,915百万円

です。
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  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※６　退職給付信託設定益 ───────── 退職給付を目的として、当社が所有す

るルネサスエレクトロニクス㈱株式の

一部を信託設定したことによるもので

す。

   

※７　債務保証損失引当金戻入

額

関係会社に係るものです。 同左

   

※８　固定資産売却益 土地の売却によるものです。 同左

   

※９　事業譲渡益 関係会社への事業譲渡によるもので

す。

─────────

   

※10　債務保証損失引当金繰入

額

関係会社に係るものです。 同左

   

※11　事業構造改善費用 一部のオフィスの集約に伴い発生する

原状回復等の移転費用です。

主に、一部事業場内の生産フロア再編

に伴い発生した、関係会社に対する移

転補償費用です。
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  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※12　減損損失 (1)減損損失を認識した資産または資

産グループの概要

(1)減損損失を認識した資産または資

産グループの概要

 用　途 種　　類 場　　所

事業用資
産

建物、工具、器具及
び備品、建設仮勘
定、ソフトウエア、
長期前払費用等

東京都港
区、東京都
品川区等

遊休資産 土地、建設仮勘定
栃木県宇都
宮市、長崎
県大村市等

用　途 種　　類 場　　所

事業用資
産

工具、器具及び備
品、建設仮勘定、長
期前払費用等

神奈川県川
崎市等

遊休資産
建物、土地、建設仮
勘定、ソフトウエ
ア等

東京都港
区、栃木県
宇都宮市等

   

 (2)減損損失の認識に至った経緯

事業用固定資産における収益性の低下

および遊休資産における市場価値の下

落により投資額の回収が見込めなく

なったため、減損損失を特別損失とし

て計上しています。

 

(2)減損損失の認識に至った経緯

同左

 (3)減損損失の金額 (3)減損損失の金額

 建物 18

工具、器具及び備品 124

土地 70

建設仮勘定 120

ソフトウエア 462

長期前払費用 40

その他 3

合計 837

建物

機械及び装置

車両運搬具

45

5

1

工具、器具及び備品 111

土地 527

建設仮勘定 172

ソフトウエア 993

施設利用権 2

長期前払費用 307

合計 2,162

   

 (4)資産のグルーピングの方法

原則として、ビジネスユニット単位に

グルーピングを行い、遊休資産につい

ては当該資産単独でグルーピングをし

ています。

(4)資産のグルーピングの方法

同左

   

 (5)回収可能価額の算定方法

事業用資産の回収可能価額は、正味売

却価額と使用価値のいずれか高い方の

金額を使用しています。遊休資産につ

いては、正味売却価額を使用していま

す。

正味売却価額は、路線価等を基準にし

て合理的に算定しています。使用価値

については将来キャッシュ・フローが

マイナスのため、備忘価額により評価

しています。

(5)回収可能価額の算定方法

同左
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  (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

※13　災害による損失 ───────── 東日本大震災に係わる損失であり、主

に操業・営業休止期間の固定費および

固定資産や棚卸資産の滅失損失です。

   

※14　固定資産売却損 ───────── 土地の売却によるものです。

   

※15　固定資産除却損 主に玉川事業場の一部建替に伴う除

却損です。 

─────────

   

※16　関係会社事業損失 関係会社の事業整理に関し、当社が負

担する費用を計上したものです。

─────────
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末
普通株式(千株) 5,189 156 23 5,321

(注) 千株未満を四捨五入しています。

 

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加　  149千株

減少数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買増しによる減少　　 23千株

当事業年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末
普通株式(千株) 5,321 167 26 5,462

(注) 千株未満を四捨五入しています。

 

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加　  167千株

減少数の主な内訳は、次のとおりです。

単元未満株式の買増しによる減少　　 26千株
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(リース取引関係)

 (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

１　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引

リース取引開始日が平成20年3月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりです。

 

リース取引開始日が平成20年3月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりです。

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額

 
取得価額

相当額

減価償却累

計額

相当額

期末残高

相当額

機械及び装置 16 6 10
車両運搬具 54 39 15
工具、器具

及び備品　
5,3573,7041,653

合計 5,4273,7491,678

 
取得価額

相当額

減価償却累

計額

相当額

期末残高

相当額

機械及び装置 16 10 6
車両運搬具 26 19 7
工具、器具

及び備品
3,1542,575 578

合計 3,1962,604 592

 取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しています。

同左

   

 ２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

 1年内 955

1年超 722

合計 1,678

1年内 461

1年超 131

合計 592
 未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

います。

同左

   

 ３　支払リース料等 ３　支払リース料等

 支払リース料
（減価償却費相当額）

1,701
支払リース料
（減価償却費相当額）

889

   

 ４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しています。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

   
 (減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はな

いため、項目等の記載は省略していま

す。

(減損損失について)

同左
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摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

２　オペレーティング・リー

ス取引

オペレーティング・リース取引のうち

解約不能のものに係る未経過リース料

オペレーティング・リース取引のうち

解約不能のものに係る未経過リース料

1年内 13,666

1年超 43,381

合計 57,047

　

1年内 12,928

1年超 30,707

合計 43,635
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(有価証券関係)

　

前事業年度（平成22年3月31日）

子会社株式および関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (金額単位　百万円)

区分
貸借対照表
計上額

時価 差額

子会社株式 52,935 144,295 91,360
関連会社株式 11,309 30,381 19,072

合計 64,244 174,676 110,432

　

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式および関連会社株式

　　　　　　　  (金額単位　百万円)

区分
貸借対照表
計上額

子会社株式 346,438
関連会社株式 19,173

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式お

よび関連会社株式」には含めておりません。

　

当事業年度（平成23年3月31日）

子会社株式および関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (金額単位　百万円) 

区分
貸借対照表
計上額

時価 差額

子会社株式 4,916 60,642 55,726
関連会社株式 59,829 74,958 15,129

合計 64,745 135,600 70,856

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式および関連会社株式

　　　　　　　　(金額単位　百万円)

区分
貸借対照表
計上額

子会社株式 361,542
関連会社株式 13,512

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式お

よび関連会社株式」には含めておりません。
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(税効果会計関係)

 (金額単位　百万円)

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

1　繰延税金資産および繰延

税金負債の発生の主な原

因別の内訳

(流動資産)     

繰延税金資産     

たな卸資産評価 22,299

債務保証損失引当金 11,790

未払賞与否認額 10,141

製品保証引当金 5,579

工事契約等損失引当金 5,108

偶発損失引当金 3,285

未払費用 1,633

事業構造改善引当金 1,125

その他 2,018

繰延税金資産小計 62,978

評価引当金 △21,172

繰延税金資産合計 41,806

     

繰延税金負債     

投資価額修正 △3,757

繰延税金負債合計 △3,757

繰延税金資産の純額 38,049

     

(流動資産)     

繰延税金資産     

たな卸資産評価 16,176

未払賞与否認額 10,603

債務保証損失引当金 7,325

製品保証引当金 3,351

工事契約等損失引当金 3,088

未払費用 3,006

その他 4,288

　     

　     

繰延税金資産小計 47,837

評価引当金 △15,983

繰延税金資産合計 31,854

     

繰延税金負債     

投資価額修正 △4,154

繰延税金負債合計 △4,154

繰延税金資産の純額 27,700

     

 (固定資産)     

繰延税金資産     

関係会社株式評価損 143,838

繰越欠損金 135,377

退職給付引当金損金
算入限度超過額

52,540

減価償却超過額 18,700

債務保証損失引当金 8,439

投資有価証券評価損 6,212

電子計算機買戻損失引
当金

3,393

その他 11,249

繰延税金資産小計 379,748

評価引当金 △252,055

繰延税金資産合計 127,693

     

繰延税金負債     

退職給付信託設定益 △55,346

退職給付信託解約に
伴う有価証券取得

△12,478

その他有価証券
評価差額金

△4,988

その他 △69

繰延税金負債合計 △72,881

繰延税金資産の純額 54,812

(固定資産)     

繰延税金資産     

繰越欠損金 138,255

関係会社株式評価損 133,111

退職給付引当金損金
算入限度超過額

54,252

減価償却超過額 15,888

債務保証損失引当金 8,771

投資有価証券評価損 6,393

電子計算機買戻損失引
当金

2,789

その他 24,309

繰延税金資産小計 383,768

評価引当金 △259,172

繰延税金資産合計 124,596

     

繰延税金負債     

退職給付信託設定益 △39,451

退職給付信託解約に
伴う有価証券取得

△12,478

その他有価証券
評価差額金

△1,041

その他 △68

繰延税金負債合計 △53,037

繰延税金資産の純額 71,559
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摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

2　法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因と

なった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

（調整）     

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.4

受取配当金益金不算入額 △57.5

評価引当金戻入 △50.7

投資価額修正 15.6

　     

その他一時差異に該当し
ない申告調整項目等

△2.7

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

△53.4％

法定実効税率 △40.5％

（調整）     

交際費等永久に損金に
算入されない項目

22.9

受取配当金益金不算入額 △900.1

評価引当金の増減額 849.4

投資価額修正 81.8

退職給付信託 △946.2

その他一時差異に該当し
ない申告調整項目等

182.0

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

△750.7％
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日)

 

１(1)連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりです。

当事業年度(自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日)

事業分離

　 当社は平成22年5月1日付で携帯電話端末事業をＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱

に吸収分割により承継させました。また、平成22年6月1日付でＮＥＣカシオモバイルコミュニ

ケーションズ㈱は、㈱カシオ日立モバイルコミュニケーションズを吸収合併しました。なお、本

事業分離の概要は、次のとおりです。

　

 　１. 事業分離の概要

　　（1）分離先企業の名称：

　　　　 ＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱

　　（2）分離した事業の内容：

　　　　 携帯電話端末の商品企画、開発、製造販売および保守

　　（3）事業分離を行った主な理由：

　　 事業統合に伴うシナジーを創出することにより魅力ある商品を開発し、携帯電話端末

　 　事業の競争力を強化するため。

　　（4）事業分離日：

　　　　 平成22年5月1日

　　（5）法的形式：

　　 当社を分割会社とし、ＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱を承継会社とす

　　 る吸収分割方式　　

　

   ２. 実施した会計処理の概要

　　（1）実施した会計処理の概要：

　　「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第7号　平成20年12月26日)第19項に規

　　 定する個別財務諸表上の会計処理を適用しています。

　受取対価が分離先企業の株式のみであり、かつ、分離先企業が当社の子会社のため、

　　 当該取引に関連する移転損益は認識していません。
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　　（2）受取対価の種類、移転した事業に係る資産および負債の適正な帳簿価額ならびにその

　　　　 主な内訳

　　　 　①受取対価の種類：株式

　　　 　②移転した事業に係る資産および負債の適正な帳簿価額ならびにその主な内訳：

　　　　 　資産の額

　　　　　 　流動資産　　　32,265百万円

　　　　　 　固定資産　　　12,666百万円

　　　　　 　資産合計　　　44,931百万円

　　　　 　負債の額

　　　　　 　流動負債　　　38,703百万円

　　　　　 　負債合計　　　38,703百万円　
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(1株当たり情報)

　

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

1株当たり純資産額 228円34銭          226円60銭
1株当たり当期純利益 17円48銭 　     4円40銭
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

16円79銭   ─

（注）１　算定上の基礎

　　　　　当事業年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載していません。

　　　２　1株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

す。

摘要
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

1株当たり当期純利益金額         
当期純利益（百万円） 39,205 11,425
普通株主に帰属しない金額
（百万円）

─ ─

普通株式に係る当期純利益
（百万円）

39,205 11,425

普通株式の期中平均株式数
（千株）

2,242,741 2,599,355

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額

        

当期純利益調整額（百万円） 703 ─
（うち支払利息（税額相当額控除
後）（百万円））

(703) ─

普通株式増加数（千株） 133,749 ─
（うち転換社債（千株）） (133,749) ─

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後1株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

 

─────────

 

①転換社債

無担保第10回転換社債（額面金額

100,000百万円）

　

 ①新株予約権

新株予約権3種類（新株予約権の数

520個）

 

②新株予約権

新株予約権2種類（新株予約権の数　

300個）

 

 概要は「ストック・オプション制度

の内容」に記載のとおりです。

同左
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

当社の連結子会社であったＮＥＣエレクトロニクス㈱

（セグメント：エレクトロンデバイス事業、主たる事業：

半導体事業）は、経営基盤と技術力の強化および顧客満足

の更なる向上を通じた企業価値の増大を目的として、平成

21年12月15日付で締結した合併契約に基づき、平成22年4

月1日付で同社を吸収合併存続会社として同種事業を行う

㈱ルネサステクノロジと合併（以下「本合併」という。）

し、ルネサスエレクトロニクス㈱に商号変更しました。本

合併に伴い、ルネサスエレクトロニクス㈱は、当社の持分

法適用関連会社となりました。

また当社は、以下の条件により平成22年4月1日付でルネサ

スエレクトロニクス㈱が行った第三者割当増資を引受け

ました。

当社が引受けた第三者割当増資の概要

引受株式数　　　　普通株式　61,395,857株

発行価額　　　　　1株につき　917円

引受価格の総額　　56,300百万円

取得後の持株比率　34.0%（注）

（注）住友信託銀行㈱との退職給付信託契約に基づき、当

社が議決権行使の指図権を留保している株式

（1.5%）を含みません。

　

当社は平成23年6月21日に下記のとおり無担保社債を発行

いたしました。

　

第45回無担保社債

1.　発行総額　　20,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年0.608％

4.　払込期日　　平成23年6月21日

5.　償還期限　　平成26年6月20日

6.　償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　転換社債の償還

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

第46回無担保社債

1.　発行総額　　10,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年0.792％

4.　払込期日　　平成23年6月21日

5.　償還期限　　平成28年6月21日

6.　償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　転換社債の償還

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

当社は、携帯電話機事業の競争力強化のため、平成22年3月

24日付でＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ㈱

と締結した会社分割契約に基づき、平成22年5月1日付で当

社の携帯電話機事業をＮＥＣカシオモバイルコミュニ

ケーションズ㈱に吸収分割により承継させました。

当社の携帯電話機事業の吸収分割については、「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第7号　平成20年12

月26日）第19項に規定する個別財務諸表上の会計処理を

適用する見込みです。
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前事業年度
(自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日)

当事業年度
(自　平成22年4月 1日
至　平成23年3月31日)

当社は平成22年6月3日に下記のとおり無担保社債を発行

いたしました。

　

第40回無担保社債

1.　発行総額　　40,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年0.495％

4.　払込期日　　平成22年6月3日

5.　償還期限　　平成25年6月3日

6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　社債償還および借入金返済

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

第41回無担保社債

1.　発行総額　　40,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年0.727％

4.　払込期日　　平成22年6月3日

5.　償還期限　　平成27年6月3日

6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　社債償還および借入金返済

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

　

第42回無担保社債

1.　発行総額　　20,000百万円

2.　発行価格　　各社債の金額100円につき金100円

3.　利率　　　　年1.022％

4.　払込期日　　平成22年6月3日

5.　償還期限　　平成29年6月2日

6.  償還金額　　各社債の金額100円につき金100円

7.　資金の使途　社債償還および借入金返済

8.　特約　　　　社債間限定同順位特約

 

　

―――――――――
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　売買目的の有価証券および満期保有目的の債券に該当するものはありません。

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)
(投資有価証券)         
日本電子計算機㈱ 32,909,799 16,881
華虹半導体有限公司 99,038,800 12,905
SMFGプリファード・キャピタルジェ
イピーワイ・ツー社

100 10,000

エルピーダメモリ㈱ 7,740,020 8,290
住友電気工業㈱ 6,914,410 7,958
アンリツ㈱ 8,312,396 5,262
住友信託銀行㈱第1回第二種優先株
式

5,000,000 5,000

住友信託銀行㈱ 8,658,820 3,732
㈱明電舎 8,730,750 3,230
MS&ADインシュアランスグループ
ホールディングス㈱

1,570,304 2,974

その他(459銘柄) 267,719,461 49,851
計 446,594,860 126,083

【その他】

種類および銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)
(有価証券)         
譲渡性預金（1銘柄） ― 6,000

小計 ― 6,000

(投資有価証券)         
投資事業有限責任組合契約に基づく

権利、および外国の法令に基づく契

約であって、投資事業有限責任組合

契約に類するものに基づく権利

（9銘柄）

9 1,271

その他（1銘柄） 1 0
小計 10 1,271
計 ― 7,271
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　
建物 247,32420,411 9,286258,450178,0087,655 80,442
　 　 　 (45) 　 　 　 　
構築物 16,662 449 77 17,03413,160 442 3,874
機械及び装置 85,117 2,120 9,400 77,83767,271 4,794 10,565
　 　 　 (5) 　 　 　 　
車両運搬具 431 160 18 573 360 104 212
　 　 　 (1) 　 　 　 　
工具、器具及び備品 150,65815,64317,048149,253116,90012,67432,353
　 　 　 (111) 　 　 　 　
土地 47,277 128 872 46,533 － － 46,533
　   (527)     
建設仮勘定 12,05941,74148,244 5,556 － － 5,556
　 　 　 (172) 　 　 　 　
有形固定資産計 559,52780,65484,945555,236375,70025,668179,536

 　 　 (860) 　 　 　 　
無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　
特許権 1,772 99 964 907 188 235 719
借地権 117 － － 117 － － 117
ソフトウエア 222,04350,27358,964213,353129,88833,12483,464
 　 　 (993) 　 　 　 　
施設利用権 1,351 2 53 1,299 1,132 44 167
 　 　 (2) 　 　 　 　
その他 32 11 － 43 14 9 28
無形固定資産計 225,31550,38459,981215,719131,22333,41184,496

 　 　 (995) 　 　 　 　
長期前払費用 36,240 7,902 17,21926,92316,963 8,269 9,960
 　 　 (307) 　 　 　  

　(注)１　「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額です。

　　　２　建物の当期増加額のうち主なものは玉川事業場新ビル建設によるものです。　

３　ソフトウエアの当期増加額および当期減少額のうち主なものは次のとおりです。

資産の種類 増減区分 内容
金額

（百万円）
　
　

ソフトウエア

増加額
市場販売目的 21,541 　

自社利用目的 28,732 　

減少額
市場販売目的 40,759 　

自社利用目的 18,204 　
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 4,476 ※1　14,312 5 ※2　4,471 14,312
製品保証引当金 13,775 8,273 9,830 ※3　3,945 8,273
工事契約等損失引当金 12,612 10,406 15,393 ─ 7,625
債務保証損失引当金 49,948 　9,941 2,539※1,4　17,608 39,743
関係会社事業損失
引当金

246 ─ 246 　─ ─

事業構造改善引当金 2,777 28 2,383 ※4　140 282
偶発損失引当金 10,453 1,548 5,704 ※4　1,491 4,806
電子計算機買戻損失
引当金

9,355 1,548 3,283 ─ 7,620

　(注)　※１　貸倒引当金の当期増加額および債務保証損失引当金の当期減少額には、債務保証損失引当金から貸倒引当

              金への振り替えによるものが含まれています。

        ※２　洗替および債権回収等に伴う取崩によるものです。

※３　携帯電話端末事業の譲渡によるものです。

※４　見積りの変更に伴う取崩等によるものです。
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(2) 【主な資産および負債の内容】

①　資産の部

1)　流動資産

ａ　現金及び預金

区分 金額(百万円)
現金 20
預金 　

当座預金 △1,575
普通預金 84,295
通知預金 1,000
定期預金 2,000

預金計 85,720
合計 85,739

ｂ　受取手形

イ　取引先別内訳

取引先 金額(百万円)
日本電気興業㈱ 338
㈱石川製作所 154
トッパン・フォームズ㈱ 125
中西金属工業㈱ 93
大日本スクリーン製造㈱ 66
その他 1,463

合計 2,239

ロ　期日別内訳

満期日 金額(百万円)
平成23年4月 808

5月 505
6月 507
7月 353
8月以降 65

合計 2,239
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ｃ　売掛金

イ　取引先別内訳

取引先 金額(百万円)
防衛省 29,823
㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 27,960
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 15,021
独立行政法人宇宙航空研究開発機構 13,780
ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 12,740
その他 349,089

合計 448,412

ロ　売掛金の滞留状況

平成22年3月末残高
(百万円)

当期計上額
(百万円)

当期回収額
(百万円)

平成23年3月末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留日数
(日)

437,281 1,781,336△1,770,205 448,412 79.8 91
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ｄ　たな卸資産

区分 金額(百万円)
商品及び製品 　
ITサービス 9,392
プラットフォーム 9,317
キャリアネットワーク 10,138
社会インフラ 2,117
パーソナルソリューション 1,955
その他 23

計 32,942
仕掛品 　
ITサービス 17,538
プラットフォーム 5,029
キャリアネットワーク 7,996
社会インフラ 20,526
パーソナルソリューション 77
その他 134

計 51,300
原材料及び貯蔵品 　
ITサービス 19
プラットフォーム 1,263
キャリアネットワーク 7,857
社会インフラ 6,594
パーソナルソリューション 21
その他 258

計 16,013
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2)　固定資産

ａ　有形固定資産

　２　財務諸表等　(1)財務諸表　④附属明細表　有形固定資産等明細表　に記載

ｂ　投資有価証券

　２　財務諸表等　(1)財務諸表　④附属明細表　有価証券明細表　に記載
 

ｃ　関係会社株式

関係会社名 貸借対照表計上額(百万円) 摘要
子会社株式      
ＮＥＣソフト㈱ 68,318  
ネットクラッカー・テクノロジー社 31,958  
ＮＥＣインフロンティア㈱ 31,323  
アビームコンサルティング㈱ 29,705  
ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱ 28,799  
その他 176,356  

計 366,458  
関連会社株式      
ルネサスエレクトロニクス㈱ 51,312  
㈱トッパンＮＥＣサーキットソリューションズ 6,426  
日本航空電子工業㈱ 5,017  
ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 2,868  
オートモーティブエナジーサプライ㈱ 1,970  
その他 5,749  

計 73,341  
合計 439,799  

ｄ　前払年金費用

前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

98,422 95,108 37,167 156,363
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②　負債の部

ａ　支払手形

イ　取引先別内訳

取引先 金額(百万円)
アイテック阪急阪神㈱ 58
角田電気工業㈱ 6
日立造船㈱ 5

合計 69

ロ　期日別内訳

満期日 金額(百万円)
平成23年4月 ─

5月 69
合計 69

ｂ　買掛金

取引先 金額(百万円)
ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 31,796
ＮＥＣソフト㈱ 30,349
ＮＥＣ東芝スペースシステム㈱ 22,120
ＮＥＣフィールディング㈱ 22,022
ＮＥＣシステムテクノロジー㈱ 21,655
その他 289,377

合計 417,318
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ｃ　コマーシャル・ペーパー

期日 金額(百万円)
平成23年4月 140,982
　　　　5月 22,995

合計 163,978

　　

ｄ　預り金

相手先 金額(百万円)
ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱ 29,045
ＮＥＣビッグローブ㈱ 22,203
ＮＥＣソフト㈱ 22,000
ＮＥＣフィールディング㈱ 20,000
ＮＥＣシステムテクノロジー㈱ 10,850
その他 80,135

合計 184,233

ｅ　社債

銘柄
期末未償還残高(百万円)
(うち1年内償還予定額)

第38回無担保社債
30,000
(─)

第39回無担保社債
20,000
(─)

第40回無担保社債
40,000
(─)

第41回無担保社債
40,000
(─)

第42回無担保社債
20,000
(─)

第43回無担保社債
30,000
(─)

第44回無担保社債
20,000
(─)

合計
200,000
(─)
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ｆ　長期借入金

相手先
金額（百万円）

(うち1年内返済予定額)

㈱三井住友銀行
25,750
(─)

㈱三菱東京UFJ銀行
20,750
(－)

住友信託銀行㈱
15,700
(─)

住友生命保険相互会社
6,025
(─)

信金中央金庫
5,000
(─)

農林中央金庫
5,000
(─)

その他
51,772
(2,749)

合計
129,997
(2,749)
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(3) 【その他】

　ＮＥＣグループは、TFT液晶モジュール業界における独占禁止法（反トラスト法・競争法）違反の

可能性に関する米国司法省、欧州委員会、韓国公正取引委員会およびカナダ競争当局の調査の対象と

なっています。平成22年12月、欧州委員会は、韓国および台湾の企業に対し制裁金を課したと発表し

ましたが、ＮＥＣグループは、その対象には入っていません。また、当社は、DRAM業界におけるブラジ

ル競争法違反の可能性に関するブラジル競争当局の調査対象となっています。さらに、ＮＥＣグルー

プの複数の会社は、カナダにおいてDRAM業界における独占禁止法違反による損害賠償を求める民事

訴訟（集団訴訟）の被告となっています。また、当社は、米国において光ディスクドライブ装置業界

における独占禁止法（反トラスト法）違反を理由とする民事訴訟（集団訴訟）の被告となっていま

す。当該訴訟における被告のうち米国司法省から情報提供の命令を受けている企業もありますが、当

社は、かかる命令を受領していません。これらの様々な国や地域における政府当局による調査および

民事訴訟については、現時点で結論は出ていません。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】
　

　
　
事業年度 4月1日から3月31日まで
定時株主総会 6月中
基準日 3月31日

剰余金の配当の基準日
9月30日
3月31日

1単元の株式数 1,000株
単元未満株式の
買取り・買増し

 

取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲二丁目3番1号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

  

株主名簿管理人
（特別口座）
大阪市中央区北浜四丁目5番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 ―
買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、電子公告を行うことができない事故そ
の他のやむを得ない事由が生じたときは、東京都において発行する日本経済新聞に掲載
する方法とします。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
http://www.nec.co.jp

株主に対する特典 なし

　（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第2項各号に掲げる権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて、単元株式数となる数の株式を買増請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】
　

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 有価証券報告書および
その添付書類ならびに
確認書　

事業年度(第172期)
自平成21年4月 1日
至平成22年3月31日

平成22年6月22日
関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報
　　告書および確認書　

事業年度(第172期)(自　平成21年4月1日　
至　平成22年3月31日)の有価証券報告書に
係る訂正報告書です。　　

平成22年6月24日
関東財務局長に提出

(3) 内部統制報告書
 

 
 
 

平成22年6月22日
関東財務局長に提出

(4) 発行登録書(普通社債)
　　およびその添付書類　

 
 
 

平成22年9月13日
関東財務局長に提出

(5) 発行登録追補書類および
その添付書類

 
 
 

平成22年11月25日
平成23年6月14日　
関東財務局長に提出

(6) 四半期報告書および
確認書

第173期第1四半期
自平成22年4月 1日
至平成22年6月30日

平成22年8月3日
関東財務局長に提出

 
 

第173期第2四半期
自平成22年7月 1日
至平成22年9月30日

平成22年11月4日
関東財務局長に提出

 
 

第173期第3四半期
自平成22年10月 1日
至平成22年12月31日

平成23年2月4日
関東財務局長に提出

(7) 臨時報告書
 
 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第2項第9号の2の規定に基づく株主総会にお
ける議決権行使の結果に関する臨時報告書
です。

平成22年6月23日
関東財務局長に提出

  (8) 訂正発行登録書（普通社
　　　債）

平成22年9月13日提出の発行登録書の訂正発行
登録書です。

平成22年11月4日
平成23年2月4日
関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

  平成22年６月22日

日本電気株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 天　野　秀　樹　　　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浜　田　　　康　　　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田 名 部　雅 文　　　   ㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本電気株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電気

株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、

１．会社の連結子会社であったＮＥＣエレクトロニクス株式会社は、平成22年４月１日付で株式会社ルネサステクノロジ

と合併し、ルネサスエレクトロニクス株式会社に商号を変更した。これに伴い、ルネサスエレクトロニクス株式会社は、

会社の持分法適用関連会社となった。

２．会社は、平成22年６月３日に無担保社債を発行した。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本電気株式会社の平成22年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
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　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、日本電気株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　内部統制報告書の付記事項に記載されているとおり、

１．会社の連結子会社であったＮＥＣエレクトロニクス株式会社は、平成22年４月１日付で株式会社ルネサステクノロジ

と合併し、ルネサスエレクトロニクス株式会社に商号変更し、本合併に伴い、ルネサスエレクトロニクス株式会社は、会

社の持分法適用関連会社となった。

２．平成22年５月１日付で会社の携帯電話機事業を吸収分割により承継したＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ

株式会社は、平成22年６月１日付で株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズを吸収合併した。

３．会社および連結子会社は、業務プロセスの見直しおよび基幹ITシステムの刷新を進めており、平成22年４月から、新経

理システムが稼動を開始し、平成22年10月から、販売および購買に関する新システムが稼動する予定である。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表および内

部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 　

  平成23年６月22日

日本電気株式会社   

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 天　野　秀　樹　　　　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浜　田　　　康　　　　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田 名 部　雅 文　　　   ㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本電気株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電気

株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本電気株式会社の平成23年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、日本電気株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表および内

部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

  平成22年６月22日

日本電気株式会社   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 天　野　秀　樹　　　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浜　田　　　康　　　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田 名 部　雅 文　 　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本電気株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第172期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電気株式

会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、

１．会社の連結子会社であったＮＥＣエレクトロニクス株式会社は、平成22年４月１日付で株式会社ルネサステクノロジ

と合併し、ルネサスエレクトロニクス株式会社に商号を変更した。

これに伴い、ルネサスエレクトロニクス株式会社は、会社の持分法適用関連会社となった。

２．会社は平成22年５月１日に携帯電話機事業をＮＥＣカシオモバイルコミュニケーションズ株式会社に吸収分割により

承継した。

３．会社は、平成22年６月３日に無担保社債を発行した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

　(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

  平成23年６月22日

日本電気株式会社   

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 天　野　秀　樹　　　　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 浜　田　　　康　　　　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田 名 部　雅 文　 　　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日本電気株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第173期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電気株式

会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

　(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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